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1. はじめに

本評価は，発電所敷地外で発生する燃料輸送車両の火災やガ

ス爆発に対してより一層の安全性向上の観点から，その火災や

ガス爆発が柏崎刈羽原子力発電所に隣接する地域で起こったと

しても発電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するも

のである。 

2. 燃料輸送車両の火災影響評価

(1) 燃料輸送車両の火災の想定の条件

発電所敷地外 10km 以内の施設において液化石油ガス輸送

車両が許可申請されていることから，最大規模の液化石油

ガス輸送車両が発電所敷地周辺道路で火災・爆発を起こし

た場合を想定する。 

燃料積載量は液化石油ガス輸送車両の中で最大クラスのも

の（16t※）と する。 

燃料輸送車両は燃料を満載した状態を想定する。 

輸送燃料は液化石油ガス（プロパン）とする。 

発電所敷地境界の道路での燃料輸送車両の全面火災を想定

する。 

気象条件は無風状態とする。 

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 

倍とする。 

※：LP ガスタンクローリ製造会社，LP ガスプラント協会への

聞き取り及び JX 日鉱日石エネルギー石油便覧より。なお，

家庭業務用では容器（主として 10～50kg 容器）で，中・大

規模工場ではバルク容器（1～1,000 ㎏型）やタンクローリ

（主として 8～11t 積み）のものが使われている。 

(2) 評価手法の概要

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する燃料輸送車両の火

災影響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指標とそ

の内容を以下に示す。 

1. 目的

発電所敷地外で発生する燃料輸送車両の火災やガス爆発によ

り，安全機能を有する構築物，系統及び機器を内包する発電用

原子炉施設に影響を及ぼさないことについて，「原子力発電所の

外部火災影響評価ガイド 附属書Ｂ 石油コンビナート等火災・

爆発の原子力発電所への影響評価について」（以下「評価ガイド」

という。）に基づき，評価を実施する。 

2. 燃料輸送車両の火災影響評価

  発電所敷地外の公道上での燃料輸送車両の火災を想定し，評

価対象施設に対する影響評価を行った。 

燃料輸送車両は，消防法令（危険物の規則に関する政令第 15

条第 1 項三号）において，移動タンク貯蔵所の上限量が定めら

れており，公道を通行可能な上限量（＝30m３）のガソリンが積

載された状況を想定した。 

  また，火災発生場所としては，発電所敷地外の近隣の国道２

４５号線上の評価対象施設に最も近い場所を想定した。 

1. はじめに

本評価は，発電所敷地外で発生する燃料輸送車両の火災やガ

ス爆発に対してより一層の安全性向上の観点から，その火災や

ガス爆発が島根原子力発電所に隣接する地域で起こったとして

も発電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するもので

ある。 

2. 燃料輸送車両の火災影響評価

(1) 燃料輸送車両の火災の想定の条件

・非常用ディーゼル発電機の燃料を運搬するタンクローリが

火災を起こした場合を想定する。 

・燃料積載量は消防法令（危険物の規制に関する政令第 15条

第 1 項三号）に定められている移動タンク貯蔵所（タンク

ローリ）の上限量（30kL）とする。

・燃料輸送車両は燃料を満載した状態を想定する。

・輸送燃料は軽油とする。

・発電所出入口ゲートでの燃料輸送車両の全面火災を想定す

る。 

・気象条件は無風状態とする。

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の３

倍とする。 

(2) 評価手法の概要

本評価は，島根原子力発電所に対する燃料輸送車両の火災影

響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指標とその内

容を以下に示す。 

・条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，発電所

敷地周辺の道路状況や

運用状況を踏まえ，軽油

を輸送している車両に

ついて影響評価を実施 
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第 2-1 表 評価指標及びその内容 

 

 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上に

あると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半

径が 3m を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生し

輻射発散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行うた

めに，火災規模による輻射発散度の低減がないものとする。  

輻射熱に対する設備の危険輻射強度を調査し，輻射強度が

その設備の危険輻射強度以下になるように発電用原子炉施設

は危険距離（離隔距離）を確保するものとする。 

 

(3) 評価対象範囲  

評価対象範囲は，発電所敷地境界の道路で出火する最大規

模の燃料輸送車両とする（第 2-1 図）。なお，発電所構内に

は，1kl 未満の軽油を貯蔵したタンクローリが存在するが，6 

号及び 7 号炉に設置している軽油タンクが 565kl であり，

発電用原子炉施設からの距離がタンクローリ配置位置より軽

油タンクの方が近いことから軽油タンクの火災影響評価に包

絡される。 

 

 

第 2-1 図 燃料輸送車両の離隔距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-1 表 評価指標及びその内容 

 

 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上にあ

ると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半径が

３m を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生し輻射発

散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行うために，火

災規模による輻射発散度の低減がないものとする。 

輻射熱に対する設備の危険輻射強度を調査し，輻射強度がそ

の設備の危険輻射強度以下になるように発電用原子炉施設は危

険距離（離隔距離）を確保するものとする。 

 

(3) 評価対象範囲 

評価対象範囲は，発電所出入口ゲートで出火するタンクロー

リ（30kL）とする（第 2-1 図）。 

 

 

 

 

第 2-1 図 燃料輸送車両の離隔距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，発電所

敷地周辺の道路状況や

運用状況を踏まえ，軽油

を輸送している車両に

ついて影響評価を実施 
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(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 2-2 表 プロパンの評価条件 

(5) 燃焼半径の算出

燃料輸送車両の火災においては様々な燃焼範囲の形態が想

定されるが，円筒火炎を生ずるものとする。ここでの燃焼面

積は，燃料輸送車両の投影面積に等しいものとする。したが

って，燃焼半径 R[m]は燃料輸送車両の投影面積を円筒の底面

と仮定し算出する。 

R＝（S／π）0.5  

S：燃料輸送車両の投影面積（火炎円筒の底面積）＝41.25

［m2］ 

R＝（41.25／π）0.5＝3.62［m］ 

2.1 共通データの算出 

  各外壁，主排気筒及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。），残留熱除去系海水系ポン

プ，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）用海水ポンプ及び放水路ゲートに対する影響評

価に必要となる共通データを算出する。 

(1) 燃料輸送車両及び燃料に係るデータ

燃料輸送車両及び燃料に係るデータを第 2.1-1 表に示す。 

第 2.1-1 表 燃料輸送車両及び燃料に係るデータ 

(2) 燃焼半径の算出

円筒火炎モデルとして評価を実施するため，燃焼半径は延

焼面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出した。算出

結果を第 2.1-2 表に示す。 

Ｒ：燃焼半径（m），Ｓ：燃焼面積（m2） 

第 2.1-2 表 燃料輸送車両の燃焼半径 

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 2-2 表 軽油の評価条件 

(5) 燃焼半径の算出

燃料輸送車両の火災においては様々な燃焼範囲の形態が想定

されるが，円筒火炎を生ずるものとする。ここでの燃焼面積は，

燃料輸送車両の投影面積に等しいものとする。したがって，燃

焼半径R[m]は燃料輸送車両の投影面積を円筒の底面と仮定し算

出する。 

R＝（S／π）0.5 

S:燃料輸送車両の投影面積（火炎円筒の底面積）＝24.91[m2] 

R＝(24.91／π)0.5＝2.82[m] 
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(6) 燃焼継続時間の算出  

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 

   

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]M：質量低下速度[kg/m2･s]， 

ρ：密度[kg/m3]，m：質量[kg]  

ここで，m＝ρV＝16000[kg]，M＝0.099[kg/m2･s]として，燃

焼継続時間を求めると， 

t＝16000／（41.25×0.099）＝3918[s]＝1.08[h] 

 

 

 

(7) 危険輻射強度の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 燃焼継続時間の算出 

   燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。算出結果を第 2.1-3 表に示す。 

   

ｔ：燃焼継続時間(s)，Ｖ：燃料量(m３) 

Ｒ：燃焼半径(m)，ｖ：燃焼速度＝Ｍ／ρ(m／s) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s)，ρ：燃料密度(kg／m３) 

 

第 2.1-3 表 燃料輸送車両火災の燃焼継続時間 

 

 

2.2 評価結果 

2.2.1 外壁に対する危険距離評価 

 (1) 評価対象範囲 

   評価対象施設の外壁について，燃料輸送車両の火災を想定

して評価を実施した。 

 (2) 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.2.1-1

表に，位置関係を第 2.2.1-1 図に示す。 

 

第 2.2.1-1 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 燃焼継続時間の算出 

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値に

なる。 
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　より，，  

 

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2・s]，ρ：密度[kg/m3] 

 

ここで，ρ＝918[kg/m3]，M＝0.044[kg/m2・s]として，燃焼継

続時間を求めると， 

v＝0.044／918＝4.79×10-5 

t＝30／（24.91×4.79×10-5）＝25148[s]＝6.99[h] 

 

 

(7) 危険輻射強度の算出 
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a. 外壁面の危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとし

て，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より，コンク

リートの表面の温度上昇が 200℃となる危険輻射強度を求め

る。 

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，日

本建築センター  

Ts：外表面温度[200℃],T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度

[W/m2]， 

ε：コン クリート表面の放射率（0.95）※，ｈ：コンクリー

ト表面熱伝達率[34.9W/m2K]※，ｋ：コンクリート熱伝導

第 2.2.1-1 図 火災発生場所と評価対象施設の位置関係 

(3) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合において，

コンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃以

下とする。 

  ｂ．評価方法 

 火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で外壁が昇温されるものとして，式１の一次

元非定常熱伝導方程式の一般解の式より外壁表面（x=0）の

温度が 200℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を算出する。 

  Ｔ：ｺﾝｸﾘｰﾄ許容温度（200℃）  Ｔ0：初期温度（50℃）※1 

  ａ：熱伝達率（17W／m2／K）※2 

  κ：ｺﾝｸﾘｰﾄ温度伝達率（=λ／ρＣｐ）（7.7×10-7m2／s） 

  ρ：ｺﾝｸﾘｰﾄ密度（2,400kg／m3） 

Ｃｐ：ｺﾝｸﾘｰﾄ比熱（880J／kg／K） 

λ：ｺﾝｸﾘｰﾄ熱伝導率（1.63W／m／k），Ｅ：輻射強度（W／m2） 

  ｔ：燃焼継続時間（14,826s） 

ａ．外壁面の危険輻射強度 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の

輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとして，下

記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より，コンクリートの

表面温度が 200℃となる危険輻射強度を求める。 

𝑇 = 𝑇0 +
1

(
√𝑘𝜌𝑐

1.18ℎ√𝑡
+ 1)

ℎ
𝜀𝐸

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計， 

財団法人 日本建築センター 

T：外表面温度[200℃]，T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度

[W/m2]，ε：コンクリート表面の放射率[0.94]※1，h：コンク

リート表面熱伝達率[23.3W/m2K]※2，k：コンクリート熱伝導

率[1.6W/mK] ※2，ρ：コンクリート密度[2,200kg/m3]※2， 
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率[1.6W/mK]※，ρ：コンクリート密度[2200kg/m3]※，ｃ：

コンクリート比熱[879J/kgK]※，t：燃焼継続時間[s] 

※：建築設計竣工図書 原子炉建屋構造計算書 

 

 

E＝9295[W/m2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｘ：温度評価の対象となる深さ位置（外壁表面：0m） 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に保守性

を持たせた値 

※２ 空気調和・衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面の

形状や周囲の環境条件を受け変化するが，一般的な値として垂直

外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏季，冬季の値が示されている。

評価上放熱が少ない方が保守的であることから，これらのうち最

も小さい値である 17W／m2／Kを用いる。） 

 

式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２よ

り算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より算

出する。 

 

 Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

 Ｒ：燃焼半径（m） 

  （出典：評価ガイド） 

 

上記のとおり危険距離を算出し，当該燃料輸送車両から各

評価対象施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。な

お，天井スラブは以下の理由により，外壁の評価に包絡され

るため実施しない。 

    ・火炎長が天井より短い場合，天井に輻射熱を与えない

ことから熱影響はない。 

    ・火炎長が天井より長い場合，天井に輻射熱を与えるが，

その輻射熱は外壁に与える輻射熱より小さい。 

    ・火炎からの距離が等しい場合，垂直面（外壁）と水平

面（天井）の形態係数は，垂直面の方が大きいことか

c：コンクリート比熱[879J/kgK] ※2，t：燃焼継続時間[s] 

 

※1:伝熱工学資料，※2:原子炉建物 構造計算書 

 

 

E=5,224[W/m2] 
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ら，天井の熱影響は外壁に比べて小さい。 

    建屋外壁の評価概念図を第 2.2.1-2 図に，天井スラブの

評価概念図を第 2.2.1-3 図に示す。 

 

 

第 2.2.1-2 図 建屋外壁の評価概念図 

 

 

第 2.2.1-3 図 天井スラブの評価概念図 

 

ｃ．評価結果 

    評価対象施設の外壁表面温度が 200℃となる危険距離を

算出した結果，各評価対象施設の危険距離が離隔距離以下

であることを確認した。 

    評価結果を第 2.2.1-2 表に示す。 
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b. 軽油タンクの危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で軽油タンクが昇温されるものとして，下記の式

より軽油の温度が 225℃となる危険輻射強度を求める。 

T0：初期温度[38℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：軽油タンク表

面の放射率（0.9）※1，h：軽油タンク表面熱伝達率[17W/m2K]

※2，S＝S2：軽油タンク受熱・放熱面積[m2]，

C:軽油タンク及び軽油の熱容量[8.72×108J/K]，t：燃焼継続

時間 [s]，Tair：外気温度[℃]

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E＝208372[W/m2] 

c. 燃料移送ポンプ（防護板（鋼板））の危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で燃料移送ポンプの周囲に設置されている防護板

（鋼板）が昇温されるものとして，下記の式より燃料移送ポ

ンプ（防護板（鋼板））の温度が 100℃となる危険輻射強度を

求める。 

第 2.2.1-2 表 外壁への燃料輸送車両火災影響評価結果 

ｂ．海水ポンプの危険輻射強度 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の

輻射強度で海水ポンプの冷却空気が昇温されるものとして，下

記の式より海水ポンプの冷却空気温度が55℃となる危険輻射強

度を求める。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても，設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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ε：防護板（鋼板）外面の放射率（0.9）※1，S：防護板（鋼

板）受熱面積[16.2m2]，h：防護板（鋼板）表面熱伝達率[17W/m2K]

※2，C:防護板（鋼板）の熱容量[2.41×106J/K]，t：燃焼継続

時間[s]，T：許容温度[100℃]，Tair：外気温度（初期 温度）

[55℃] 

※1:伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E＝2873[W/m2] 

d. 主排気筒の危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で主排気筒が昇温されるものとして，下記の式よ

り主排気筒の温度が 325℃となる危険輻射強度を求める。 

T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：主排気筒表面

の放射率（0.9）※1，h：主排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E＝10388 [W/m2] 

(8) 形態係数の算出

火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻

射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度となる

形態係数を算出する。 

Emax＝Rf×φ  

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

𝑇 = 𝑇0 +
𝐸 × 𝐴𝑇
𝐺 × 𝐶𝑝

T0：通常運転時の上昇温度[22℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

AT：受熱面積[10.93m2]，G：重量流量[1.96kg/s]， 

Cp:空気比熱[1007J/(kg・K)]※1 

※1:伝熱工学資料

E=5,948[W/m2] 

ｃ．排気筒の危険輻射強度 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の

輻射強度で排気筒が昇温されるものとして，下記の式より，排

気筒の温度が 325℃となる危険輻射強度を求める。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝜀𝐸

2ℎ

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

ε：排気筒表面の放射率[0.9]※1， 

h：排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2:空気調和・衛生工学便覧

E=10,388[W/m2] 

(8) 形態係数の算出

火炎からの任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，

輻射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度とな

る形態係数を算出する。 

Emax＝Rf×φ 

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 
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第 2-3 表 形態係数の算出結果 

(9) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。

φ：形態係数，L：危険距離[m]，H：火炎高さ[m]， 

R：燃焼半径[m] 

第 2-4 表 危険距離の算出結果 

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，燃料輸送車両において火災が発生した場

合を想定したとしても，離隔距離(約 811ｍ)が危険距離(最大

約 26m)以上であることから，発電用原子炉施設に熱影響をお

よぼすことはないと評価する。 

第2-3表 形態係数の算出結果 

(9) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。


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φ：形態係数，L：危険距離[m]，H：火炎高さ[m]， 

R：燃焼半径[m] 

第2-4表 危険距離の算出結果 

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，燃料輸送車両において火災が発生した場

合を想定したとしても，離隔距離（約 890m）が危険距離（最

大 10m）以上であることから，発電用原子炉施設に熱影響を

及ぼすことはないと評価する。 
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2.2.2 主排気筒に対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

主排気筒について，燃料輸送車両の火災を想定して評価を

実施した。 

なお，主排気筒の評価にあたっては，保守性を考慮して，

筒身よりも離隔距離の短くなる鉄塔について評価した。 

(2) 評価対象施設の仕様

主排気筒仕様を第 2.2.2-1 表に，主排気筒外形図を第

2.2.2-1 図に示す。 

第 2.2.2-1 表 評価対象施設の仕様 

第 2.2.2-1 図 評価対象施設の外形図 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.2.2-2 表

に示す。 

第 2.2.2-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

(4) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

主排気筒鉄塔（SS400，STK400）の許容温度は，火災時に

おける短期温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度

が維持される保守的な温度 325℃以下とする。 
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  ｂ．評価方法 

    一定の輻射強度で主排気筒鉄塔が昇温されるものとし

て，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達による外部へ

の放熱量が釣り合うことを表した式１により主排気筒鉄塔

表面の温度が 325℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を求

める。 

   

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計， 

財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

 

   Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温

38.4℃に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，

受熱面の形状や周囲の環境条件を受け変化する

が，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び

上げ裏面の夏季，冬季の値が示されている。評

価上放熱が少ない方が保守的であることから，

これらのうち最も小さい値である 17W／m２／K

を用いる。） 

 

式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２

より算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ               （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より

算出する。 
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  Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

  Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

上記のとおり危険距離を算出し，当該燃料輸送車両から

評価対象施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。

なお，評価に当たって主排気筒は鉄塔と筒身で構成されて

いるが，筒身よりも鉄塔が燃料輸送車両との距離が近いこ

と，材質も鉄塔は SS400，STK400，筒身では SS400 であり，

物性値が鉄塔，筒身ともに軟鋼で同一であることから，鉄

塔の評価を実施することで筒身の評価は包絡される。 

主排気筒の評価概念図を第 2.2.2-2 図に示す。 

第 2.2.2-2 図 主排気筒の評価概念図 

ｃ．評価結果 

主排気筒鉄塔の表面温度が 325℃となる危険距離を算出

した結果，主排気筒の危険距離が離隔距離以下であること

を確認した。評価結果を第 2.2.2-3 表に示す。 

第 2.2.2-3 表 主排気筒への燃料輸送車両火災影響評価結果 

439



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

2.2.3 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）に対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）の流入空気温度について，燃料輸送車両の火

災を想定して評価を実施した。 

(2) 空気の流入口となり熱影響を受ける非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口の

仕様を第 2.2.3-1 表に，外形図を第 2.2.3-1 図に示す。 

第 2.2.3-1 表 評価対象施設の仕様 

第 2.2.3-1 図 評価対象施設の外形図 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.2.3-2

表に示す。 

第 2.2.3-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

(4) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）の流入空気の許容温度は，火災時における温

度上昇を考慮した場合において，非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の性能維持に必

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても，設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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要な温度 53℃以下※とする。 

※ 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電機を含む。）の流入空気温度が上昇すると，空気

冷却出口温度が上昇し，シリンダへの必要空気量が確保

できなくなる。 

 

  ｂ．評価方法 

    火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度による入熱が非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）に流入する空気

の温度上昇に寄与することを表した式１により流入する空

気の温度が 53℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を求め

る。 

    
   Ｔ：許容温度(53℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

Ｇ：重量流量(4kg／s)※２，Ａ：輻射を受ける面積(7.8m２) 

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)※３， 

ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）※４ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ ディーゼル発電機機関の内，給気流量が少ない高

圧炉心スプレイ系を評価対象とする。ディーゼル

発電機機関吸気流量（228ｍ３／min）×空気密度

（1.17kg／ｍ３）÷60 

※３ 日本機械学会 伝熱工学資料 

※４ 最高到達温度を想定した場合の温度上昇 

 

    式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２

より算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ               （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 
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式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より

算出する。 

Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

上記のとおり危険距離を算出し，当該燃料輸送車両から評

価対象施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。空気

の流入口となり熱影響を受ける非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口の評価概

念図を第 2.2.3-2 図に示す。 

第 2.2.3-2 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）吸気口の評価概念図 

ｃ．評価結果 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）に流入する空気の温度が 53℃となる危険距

離を算出した結果，危険距離が離隔距離以下であることを確

認した。評価結果を第 2.2.3-3 表に示す。 
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第 2.2.3-3 表 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）への燃料輸送車両火災影響評価結果 

 

 

2.2.4 残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポ

ンプに対する危険距離評価 

 (1) 評価対象範囲 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水

ポンプ電動機は，海水ポンプ電動機高さより高い海水ポンプ

室の壁で囲まれており，側面から直接火災の影響を受けるこ

とはないが，上面は熱影響を受ける可能性がある。評価にお

いては，海水ポンプ室の壁による遮熱効果を考慮せず，側面

から直接火災の影響を受けることを想定する。また，残留熱

除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ電

動機は，電動機本体を全閉構造とした全閉外扇形の冷却方式

であり，外部火災の影響を受けた場合には，周囲空気の温度

上昇により，冷却機能への影響が懸念されることから，冷却

空気の温度を評価対象とする。火災発生位置と海水ポンプの

位置関係を第 2.2.4-1 図に示す。 

電動機内部の空気冷却対象は固定子巻線及び軸受であり，

そのうち許容温度が低い軸受温度の機能維持に必要となる冷

却空気の温度が，許容温度以下となることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても，設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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第 2.2.4-1 図 火災発生位置と海水ポンプの位置関係 

(2) 評価対象施設の仕様

残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプの海

水ポンプ室内の配置図を第 2.2.4-2 図，外形図を第 2.2.4-3 図

に示す。仕様を第 2.2.4-1 表に示す。 

第 2.2.4-2 図 海水ポンプの配置図 

第 2.2.4-3 図 海水ポンプの外形図 
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第 2.2.4-1 表 評価対象施設の仕様 

 

 

(3) 評価対象施設までの離隔距離 

残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプを内

包する海水ポンプ室から火災源までの離隔距離を第 2.2.4-2 表

に示す。 

 

第 2.2.4-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

 

(4) 判断の考え方 

  ａ．許容温度 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル

発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用

海水ポンプ電動機の冷却空気の許容温度は，上部及び下部

軸受のうち，運転時の温度上昇が高い下部軸受の上昇温度

を考慮し，軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度を

第 2.2.4-3 表に示す。 

 

第 2.2.4-3 表 下部軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度 
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ｂ．評価方法 

  火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，残留熱

除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ電動機

が受ける輻射熱によって上昇する冷却空気温度を求め，第

2.2.4-3 表に示す許容温度を下回るかを熱エネルギーの式より

求まる下式で評価を実施した。評価に用いた諸元を第 2.2.4-4

表に，評価概念図を第 2.2.4-4 図に示す。 

 

 Ｔ：評価温度(℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

Ｇ：重量流量(kg／s)，Ａ：輻射を受ける面積(m２) 

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)， 

ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に保

守性を持たせた値 

※２ 航空機火災による構造物を介した冷却空気の温度上昇

（ΔＴｂ＝2.2℃）を包絡する 5℃に設定 

 

第 2.2.4-4 表 評価に用いた諸元 

 

 

 

第 2.2.4-4 図 評価概念図 
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式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２より

算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より算出

する。 

Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

上記のとおり危険距離を算出し，当該燃料輸送車両から評価

対象施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。 

  ｃ．評価結果 

輻射熱によって上昇する冷却空気の到達温度を算出した

結果，許容温度以下であることを確認した。評価結果を第

2.2.4-5 表に示す。 

第 2.2.4-5 表 燃料輸送車両火災影響評価結果 

2.2.5 放水路ゲートに対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

放水路ゲートについて，燃料輸送車両の火災を想定して評

価を実施した。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン
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 (2) 評価対象施設の仕様 

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置

外殻の仕様を第 2.2.5-1 表に，外形図を第 2.2.5-1 図に示す。 

 

第 2.2.5-1 表 評価対象施設の仕様 

 

第 2.2.5-1 図 評価対象施設の外形図 

 

(3) 評価対象施設までの離隔距離 

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.2.5-2 表

に示す。 

 

第 2.2.5-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

 

(4) 判断の考え方 

  ａ．許容温度 

    放水路ゲート駆動装置外殻の許容温度は，火災時におけ

る短期温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維

持される保守的な温度 325℃以下とする。 

  ｂ．評価方法 

    一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置外殻が昇温され

るものとして，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達に

よる外部への放熱量が釣り合うことを表した式１により外

殻表面の温度が 325℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を

求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても，設置していな

いため影響評価対象外。

なお，島根 2号炉では，

海水ポンプは，屋外設置

のため影響評価を実施 
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（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計， 

財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に保

守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面

の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，一般的な

値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏季，冬

季の値が示されている。評価上放熱が少ない方が保守

的であることから，これらのうち最も小さい値である

17W／m２／Kを用いる。） 

 

  式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２より

算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                  （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より算出

する。 

 

 Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

 Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

 

上記のとおり危険距離を算出し，当該燃料輸送車両から評価

対象施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。放水路ゲ

ートの評価概念図を第 2.2.5-2 図に示す。 
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3. 燃料輸送車両の爆発影響評価 

(1) 燃料輸送車両の火災の想定の条件 

発電所敷地外 10km 以内の施設において液化石油ガス輸送

車両が許可申請されていることから，最大規模の液化石油

ガス輸送車両が発電所敷地周辺道路で火災・爆発を起こし

た場合を想定する。 

燃料積載量は液化石油ガス輸送車両の中で最大クラスのも

の（16t）とする。 

燃料輸送車両は燃料を満載した状態を想定する。 

輸送燃料は液化石油ガス（プロパン）とする。 

発電所敷地境界の道路での高圧ガス漏えい，引火による燃

料輸送車両の爆発を想定する。 

気象条件は無風状態とする。 

 

 

第 2.2.5-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

 

ｃ．評価結果 

  放水路ゲート駆動装置外殻の表面温度が 325℃となる危険距

離を算出した結果，放水路ゲートまでの危険距離が離隔距離以

下であることを確認した。評価結果を第 2.2.5-3 表に示す。 

 

第 2.2.5-3 表 放水路ゲートへの燃料輸送車両火災影響評価結果 

 
 

3. 燃料輸送車両の爆発影響評価 

 (1) 燃料輸送車両及び燃料に係るデータ 

   発電所敷地外の公道上での燃料輸送車両の爆発を想定し，

評価対象施設に対する影響評価を行った。 

 

 

   可燃性ガスを輸送する燃料輸送車両は，最大クラスの燃料

輸送車両（積載量：15.1t）に液化天然ガス（ＬＮＧ）及び液

化石油ガス（ＬＰＧ）が積載された状況を想定した。評価条

件を第 3-1 表に示す。 

 

 

   また，爆発発生場所としては，発電所敷地外の近隣の国道

２４５号線上の評価対象施設に最も近い場所を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 燃料輸送車両の爆発影響評価 

(1) 燃料輸送車両の爆発の想定条件 

・ＬＰガスボンベを運搬する車両が発電所出入口ゲートで

爆発を起こした場合を想定する。 

 

 

・燃料輸送車両は運用上の最大値（0.5 トン）を積載した

状態とする。 

・輸送燃料はＬＰガス（プロパン）とする。  

・発電所出入口ゲートでの高圧ガス漏えい，引火による燃

料輸送車両の爆発を想定する。 

・気象条件は無風状態とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，発電所

敷地周辺の道路状況や

運用状況を踏まえ，プロ

パンガスボンベを輸送

している車両について

影響評価を実施 

 

 

 

 

 

450



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

(2) 評価手法の概要  

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する燃料輸送車両のガ

ス爆発による影響の有無の評価を目的としている。具体的な評

価指標とその内容を以下に示す。 

 

第 3-1 表 評価指標及びその内容 

 
 

(3) 評価対象範囲  

評価対象範囲は，発電所敷地境界の道路で出火する燃料輸送

車両とする。 

 

(4) 必要データ  

評価に必要なデータを以下に示す。 

 

第 3-2 表 高圧ガス爆発の評価条件 

 

 

 

(5) W 値の算出 

最大規模の燃料輸送車両の積載量を貯蔵能力とし，W 値を

算出する。  

積載量（貯蔵能力）＝16[t] 

W＝161/2＝4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-1 表 爆風圧影響評価で想定した評価条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価手法の概要 

本評価は，島根原子力発電所に対する燃料輸送車両のガス

爆発による影響の有無の評価を目的としている。具体的な評

価指標とその内容を以下に示す。 

 

第 3-1 表 評価指標及びその内容 

 

 

(3) 評価対象範囲 

評価対象範囲は，発電所出入口ゲートで出火する燃料輸送

車両とする。 

 

(4) 必要データ 

評価に必要なデータを以下に示す。 

 

第 3-2 表 高圧ガス爆発の評価条件 

 

 

(5) W 値の算出 

貯蔵能力が 1 トン未満のものは，貯蔵能力（単位：トン）

の数値とすることから，W値を算出する。  

   積載量（貯蔵能力）＝0.5[トン] 

W＝0.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

地域特性を踏まえた

評価対象及び評価条件

の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

地域特性を踏まえた

評価条件の相違 
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(6) 危険限界距離の算出

次の式から危険限界距離を算出する。ここで算出した危険限

界距離が燃料輸送車両と発電用原子炉施設の間に必要な離隔

距離となる。

X：危険限界距離[m]，λ：換算距離 14.4[m･kg-1/3]，K：石油

類の定数，W：設備定数 

K＝888000，W＝4 として，危険限界距離を求める。  

X＝約 88[m] 

(7) 爆発による影響評価結果

以上の結果から，燃料輸送車両において爆発が発生した場合

を想定したとしても，離隔距離（約 811m）が危険限界距離(約 

88m)以上であることから，発電用原子炉施設に爆風圧による影

響はないと評価する。 

4. 燃料輸送車両の飛来物の影響評価

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成 25 年 3

月 消防庁特殊災害室）※に基づき，飛来物の最大飛散距離の

評価を行ったところ，最大飛散距離に対し柏崎刈羽原子力発

電所までの離隔距離が評価上必要となる距離以下であった。 

このため，飛来物を想定した上での詳細な評価を実施した

ところ，飛来物は発電用原子炉施設に衝突することはない。 

※：石油コンビナート等特別防災区域を有する都道府県が防

災計画を作成するに当たって，災害の想定をできるだけ客

観的かつ現実的に行うための評価手法 を示した指針 

第 4-1 表 飛来物の評価条件 

(2) 危険限界距離の算出

  評価ガイドに基づき，下式より危険限界距離を算出した結果，

危険限界距離が離隔距離以下であることを確認した。評価結果

を第 3-2 表に示す 

  X：危険限界距離（m)，K：石油類の定数（-），W：設備定数（-） 

第 3-2 表 外壁への燃料輸送車両爆発影響評価結果 

4. 燃料輸送車両の爆発飛来物影響評価

(6) 危険限界距離の算出

次の式から危険限界距離を算出する。ここで算出した危険

限界距離が燃料輸送車両と発電用原子炉施設の間に必要な離

隔距離となる。 

X：危険限界距離[m]，λ：換算距離14.4[m･kg-1/3]， 

K：石油類の定数，W：設備定数， 

K＝888,000，W＝0.5として，危険限界距離を求める。 

X＝約 44 [m] 

(7) 爆発による影響評価結果

以上の結果から，燃料輸送車両において爆発が発生した場

合を想定したとしても，離隔距離（約 890m）が危険限界距離

（約 44m）以上であることから，発電用原子炉施設に爆風圧

による影響はないと評価する。 

4. 燃料輸送車両の飛来物の影響評価

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成25年３

月 消防庁特殊災害室）※に基づき，飛来物の最大飛散距離の

評価を行ったところ，最大飛散距離に対し，島根原子力発電

所までの離隔距離が評価上必要となる距離以上であった。

このため，飛来物は発電用原子炉施設に衝突することはない。 

※：石油コンビナート等特別防災区域を有する都道府県が防

災計画を作成するにあたって，災害の想定をできるだけ

客観的かつ現実的に行うための評価手法を示した指針 

第4-1表 飛来物の評価条件 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

条件の相違に伴う評

価結果の相違 
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(1) 飛来物の最大飛散距離の算出方法

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」に基づき，

容器の破損による 破片の飛散範囲を以下の式にて算出する。 

L：破片の最大飛散範囲[m]，M：破裂時の貯蔵物質量[kg] 

となり，飛来物の最大飛散距離 L は約 1,225m となる。 

(2) 飛来物の最大飛散距離の詳細な評価

上記「石油コンビナート防災アセスメント指針」に基づく

飛散範囲の推定式によると，飛来物が発電用原子炉施設に到

達するおそれがあることから，燃料輸送車両（第 4-1 図参照）

から発生すると考えられる飛来物を想定した上での評価を行

った。 

飛来物の想定にあたり，BLEVE 現象※1 を引き起こす可能性

がある液化石油ガス輸送車両のうち積載量が国内最大クラス

ものの構造図をもとに，飛来物化することが想定される爆風

の影響を直接受ける可能性がある部位を選定したところ，タ

ンク本体・はしご・バンパー部が抽出された。台車部等タン

ク下部に位置する部品は，爆発力の方向をふまえると，発電

用原子炉施設に到達せず，また横 転した場合を考えても，下

部の部品の飛散方向は発電所周辺道路の地形の高まりや森林

の樹木に干渉し発電用原子炉施設に到達しないことから影響

はない。トレーラーについては，鋼板で構成されており，そ

の大きさからタンク本体の評価に包絡される。 

抽出した飛来物に対して，第 4-2 表のとおり液化石油ガス

輸送車両の構造図，車両制限令に定められる限界値，「原子力

発電所の竜巻影響評価ガイド」に例示の飛来物から，包絡的

4.1 飛来物の最大飛散距離の簡易評価 

  国道２４５号線を通る加圧貯蔵の燃料輸送車両について，「石

油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成 25 年 3 月 消

防庁特殊災害室）に基づき，下式よりタンクの破損による破片

の飛散範囲を算出した。 

Ｌ＝465Ｍ０．１０  （容積 5m３以上の容器） 

Ｌ：破片の最大飛散範囲，Ｍ：破裂時の貯蔵物質量 

  算出したタンク破片の飛散距離は 1,218m であり発電所敷地

に到達することを確認した。このため，より現実的な飛来物形

状等の想定を踏まえた詳細評価を実施することとした。 

4.2 飛来物の最大飛散距離の詳細評価 

  上記「石油コンビナートの防災アセスメント指針」に基づく

飛散範囲の推定式によると，飛来物が発電用原子炉施設に到達

するおそれがあることから，燃料輸送車両（第 4.2.2-1 図参照）

から発生すると考えられる飛来物を想定した上での評価を行っ

た。 

  飛来物の想定に当たり，ＢＬＥＶＥを引き起こす可能性があ

る加圧貯蔵の燃料輸送車両のうち積載量が国内最大クラスの構

造図を基に，飛来物化することが想定される爆風の影響を直接

受ける可能性がある部位を選定したところ，タンク本体（鋼板）

及びはしご（鋼製パイプ）を抽出した。 

  台車部などタンク下部に位置する部品は，爆発力の方向を踏

まえると，発電用原子炉施設に到達せず，また横転した場合を

考えても，タンク下部の部品の飛散方向は発電所周辺道路の地

形の高まりや森林の樹木に干渉し発電用原子炉施設に到達しな

いことから影響はない。 

  抽出した飛来物に対して，第 4.2.2-1 図のとおり燃料輸送車

両の構造図，車両制限令に定められる限界値，「原子力発電所の

竜巻影響評価ガイド」に例示の飛来物から，包絡的な飛来物を

設定した。なお，現実的には以下に示す車両の部品は存在しな

(1) 飛来物の最大飛散距離の算出方法

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」に基づき，

容器の破損による破片の飛散範囲を以下の式にて算出する。 

L＝90Ｍ0.333

L：破片の最大飛散範囲[m]，M：破裂時の貯蔵物質量[kg] 

L＝90×5000.333＝712.85 

となり，飛来物の最大飛散距離 Lは約 713m となる。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

条件の相違に伴う評

価結果の相違 
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な飛来物を設定する。 

はしご及び，バンパーの長さはともに 2.5m 程度である。

棒状の物体は長さが大きくなると飛距離が大きくなる傾向に

あることから，保守的な評価として鋼製パイプ及び鋼製材に

ついては車両制限令に定められる車両長さの最大限度の 

16.5m での評価を実施する。 

また，タンク板の破片としては鏡板部分の破損を想定し 

2.5m×2.5m 程度が最大と考えられるが，平板は幅，長さが大

きくなるほど，飛距離が大きくなる傾向にあることから，保

守的な評価としてタンクの半分が破片となる想定をする。幅

は車両制限令に定められる車両の幅の最大限度の 2.5m，長さ

を車両制限令に定められる車両長さの最大限度の 16.5m の平

板について評価を実施する。厚さについては，構造図から

0.01m とする。 

竜巻飛来物の飛行解析モデル（Simiu and Cordes, 1976）

（東京工芸大，2011）（江口ら, 2014 及び 2015）と同じモデ

ルを使用し，空中では物体はランダムに回転すると仮定し，

外力としては重力及び平均抗力（各方向に平均化した抗力係

数と投影面積の積に比例して定義されるもの）を受けるもの

とする。 

「BLEVE 時の破片最大速度は 150-200m/s」（Handbook of 

Hazardous Materials Spills Technology の 22.4.4 節）で

あることから，初期条件として地上にあるタンクローリ破片

の初期速度を 200m/s とする。また，感度解析の結果より，

もっとも遠くまで到達する放出角を鋼製パイプ及び鋼製材は 

31°，鋼板は 30°とする。 

想定飛来物の諸元及び，飛散距離の計算結果を第 4-2 表に

示す。離隔距離 811m は，最大飛散距離である鋼製パイプの 

550m を上回ることから，飛来物が発電用原子炉施設に到達す

ることはなく，影響はない。 

※1：BLEVE 現象（沸騰液膨張蒸気爆発）：液化ガスを貯蔵

するタンク火災等で，タンクが破損した場合に急激に

液化ガスが気化することに伴う爆発現象。 

いが，飛散距離を保守的に評価するため，存在すると仮定して

評価を実施する。 

トラクターについては，鋼板で構成されており，その大きさ

からタンク本体の評価に包絡される。 

  はしご（鋼製パイプ）の長さは 2.5m 程度である。棒状の物体

は長くなるほど飛散距離が長くなる傾向にあることから，保守

的な評価としてはしご（鋼製パイプ）については車両制限令に

定められる車両長さの最大限度の 17.0m での評価を実施する。 

  また，タンク本体（鋼板）の破片としては鏡板部分の破損を

想定し 2.5m×2.5m 程度が最大と考えられるが，平板状の物体は

幅，長さが長くなるほど，飛散距離が長くなる傾向にあること

から，保守的な評価としてタンクの半分が破片となる想定をす

る。幅は車両制限令に定められる車両の幅の最大限度の 2.5m，

長さを車両制限令に定められる車両長さの最大限度の 17.0m の

平板での評価を実施する。厚さについては，構造図※から 0.01m

とする。 

※ 高圧ガスタンクローリーの事故防止について（高圧ガス

保安協会） 

4.2.1 タンク爆発により発生する飛来物の最高速度の算出 

タンク爆発により発生する飛来物の最高速度の算出は，別紙

3.3と同様に「Methods for the Calculation of Physical Effects 

(TNO Yellow Book, CPR14E(Part 1),3rd edn)」に基づき求めた。

以下に抜粋を示す。 
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第 4-1 図 燃料輸送車両概要図 

第 4-2 表 想定飛来物の諸元・飛散距離 

（参考文献） 

1）Simiu, E. and Cordes, M., NBSIR 76-1050 Tornado-Borne
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度原子力安全基盤調査研究(平成 22 年度) 竜巻による原子

力施設への影響に関する調査研究，独立行政法人原子力安全

基盤機構委託研究成果報告書 (2011). 

3）江口譲，杉本聡一郎，服部康男，平口博丸, 竜巻による物体の

浮上・飛来解析コード TONBOS の開発，電力中央研究所 研究

報告 N14002 (2014). 

4）江口譲，杉本聡一郎，服部康男，平口博丸,原子力発電所での

竜巻飛来物速度の合理的評価法（Fujita の竜巻モデルを用い

た数値解析コードの妥当性確認）,日本機械学会論文集 ， 

なお，タンク材重量については，タンク体積が最大の 33m３と

なる円筒型のタンク形状を想定して算出した。評価条件を第

4.2.1-1 表に示す。 

Ｖ：タンクの体積(33m３)，L：タンク長さ(m) 

ｒ：円筒状タンク底面の半径(1.25m)※１ 

Ｍ：タンクの質量(kg),ｔ：タンク外層の厚さ(0.01m)※２ 

ρ：タンク材密度（7,850kg／m３）※３ 

※１ 車両制限令（積載物），道路運送車両の保安基準（車

両）により制限される最大幅 2.5m を直径と想定した

場合の半径 

※２ 高圧ガスタンクローリーの事故防止について（高圧

ガス保安協会）に記載のタンク厚さ（0.012m）を参

考に，薄いほど評価上保守的になるため，厚さを

0.01m に設定 

※３ 合金鋼の密度

第 4.2.1-1 表 評価対象タンクの評価条件 

爆発により発生するエネルギが，ある割合で飛来物に移行す

ると仮定して最高速度を算出した。算出に用いた式は以下，評

価結果は第 4.2.1-2 表のとおり。 
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ｖ：飛来物の最高速度（m／s），Ｍ：タンクの質量(kg) 

Ｅ：タンク爆発により発生するエネルギ(Ｊ) 

ρ１：タンク内の圧力（3.4MPa※１），ρ２：大気圧力（0.1MPa） 

Ｖ：タンクの体積（33m３），γ：比熱比（1.1） 

Ａ：爆発エネルギの飛来物への移行係数（0.04※２）  

※１ 高圧ガス例示基準を参考とし，安全弁設定圧力×1.2

と設定 

※２ Methods for the Calculation of Physical Effects 

(TNO Yellow Book, CPR14E(Part 1),3rd edn), van den 

Bosch, C. J. H. & Weterings 

 

第 4.2.1-2 表 飛来物の最高速度の評価結果 

 
 

4.2.2 最大飛散距離の算出 

  空中では物体はランダムに回転すると仮定し，外力としては

重力及び，平均抗力（各方向に平均化した抗力係数と投影面積

の積に比例して定義されるもの）を受けるものとし，放出角は

感度解析の結果，最も遠くまで到達する角度とした。 

   

   

   

   

  ｍ：飛来物の質量（kg），Ｆ：空気抵抗による外力（-） 

ｇ：重力加速度（9.8m／s２），ＣＤ：流体抗力係数（-） 

Ａ：飛来物の速度方向に対する投影面積（m２） 

Ｖ：飛来物の速度(m／s)，ρ：空気密度(1.2kg／m３) 
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(3) 飛来物影響評価結果  

燃料輸送車両からの飛来物を想定した上での評価を実施し

たところ，離隔距離（約 811m）が最大飛散距離（約 550m）

を上回る結果となった。したがって，発電所周辺道路で燃料

輸送車両が事故等により爆発し，なおかつその飛来物が発電

用原子炉施設に衝突することはなく，影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  燃料輸送車両概要図を第 4.2.2-1 図に，想定飛来物の諸元及

び，飛散距離の計算結果を第 4.2.2-1 表に示す。 

 

第 4.2.2-1 図 燃料輸送車両概要図 

 

第 4.2.2-1 表 想定飛来物の諸元・飛散距離 

 

 

鋼製パイプの評価結果である最大飛散距離 435m は，離隔距離

450m を下回ることから，燃料輸送車両の爆発飛来物により評価

対象施設の安全機能を喪失することはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 飛来物影響評価結果 

燃料輸送車両からの飛来物を想定したうえでの評価を実施

したところ，離隔距離（約 890m）が最大飛散距離（約 713m）

を上回る結果となった。したがって，発電所の敷地境界（発

電所出入口ゲート）で燃料輸送車両が事故等により爆発し，

なおかつその飛来物が発電用原子炉施設に衝突することはな

く，影響はない。 
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参考資料 4－1 

燃料物性値について 

燃料輸送車両の火災影響評価では，爆発による影響が大きいこ

とを考慮し，最大クラスの液化石油ガス輸送車両が火災・爆発を

起こした場合を想定している。液化石油ガスはガソリンに対して，

輻射発散度が大きく輻射強度も大きくなるため保守的であるが，

質量低下速度が速く燃焼時間が短い。このため，燃料積載量が大

きいガソリンを搭載したタンクローリと比較し，想定の妥当性に

ついて評価する。 

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 1 表 プロパンとガソリンの評価条件 

火災による熱影響（危険距離）は 2.(5)から(9)と同様に算出

する。 

第 2 表 危険距離の算出結果 

以上の結果から，プロパンとガソリンの燃料物性値の相違によ

る評価結果への影響はない。なお，離隔距離(約 811m)が危険距離

以上であることから，発電用原子炉施設に熱影響をおよぼすこと

はないと評価できる。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，発電所

敷地周辺の道路状況や

運用状況を踏まえ，プロ

パンガスボンベを輸送

している車両について

影響評価を実施 
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参考資料 4－2 

燃料輸送車両の飛来物による影響評価について 

1. はじめに

柏崎刈羽原子力発電所では，燃料輸送車両の爆発時の飛来物の

影響について，離隔距離が十分であることから影響はないとして

いる。一方，「石油コンビナート防災アセスメント指針」に基づく

評価によると，離隔距離(811m)が，最大飛散距離（1,225m）以下

であることから，参考として，頻度及び影響度の観点からリスク

について評価する。 

2. 燃料輸送車両の飛来物による影響がないことについて

(1) 発電所周辺道路の交通状況

発電所周辺道路としては国道 352 号線があるが，発電所付近

は工業地域を走行する道路ではなく，より高規格で直線的な線

形の道路である国道 116 号線に加え，国道 8号線や高速自動車

国道が並走しているため，新潟市（新潟東港地区・新潟西港地

区）－（刈羽村・柏崎市）－上越市（直江津地区）等のコンビ

ナート間の通過交通に積極的に使用される道路ではない。また，

発電所周辺 10km 以内において液化石油ガスの許可申請を実施

している 15 事業所に聞き取りを実施したところ，回答を得ら

れた 12 事業所のうち，定常的に敷地付近の主要な道路である国

352 号線の発電所付近を通過するタンクローリを取扱い，受け

入れするのは 1 事業所のみであり，繁忙期においても週 1 回程

度の低頻度である。 

(2) 爆発時の発電用原子炉施設への影響

燃料輸送車両は，高圧ガス保安法等の規制のもと製造・維持・

管理されており，信頼性が確保されているが，万が一燃料輸送

車両の爆発により飛来物が発生したとしても，周辺道路からの

離隔距離は 811m 以上であり，BLEVE 現象※1 により容器が破損

した場合の最大飛散範囲 1,225m に及ばないものの一定の離隔

距離が確保されており影響は緩和される。発電用原子炉施設に

衝突するものは多くても数個程度，また重量も小さいものであ

ると考えられ，建屋が一定の頑健性を持っていることを踏まえ

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，発電所

敷地周辺の道路状況や

運用状況を踏まえ，プロ

パンガスボンベを輸送

している車両について

影響評価を実施 
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ると，同時に複数の設備に影響を与えることは考え難い。した

がって，広範な影響を及ぼす可能性のある地震，津波を初めと

する自然現象・人為事象に比べ，影響が小さいと言える。 

また，次項に述べるような確率論的な考察によっても，リス

クが小さいと言える。 

以上のように，発電所周辺においては燃料輸送車両の交通が少

ないことに加え，最大飛距離には及ばないものの一定の離隔が

あること，また事象が生じた際の影響が小さく一部設備にとど

まることから，燃料輸送車両の爆発に伴う飛来物による発電用

原子炉施設への影響はないと判断できる。 

※1：BLEVE 現象（沸騰液膨張蒸気爆発）：液化ガスを貯蔵する

タンク火災等で，タンクが破損した場合に急激に液化ガス

が気化することに伴う爆発現象。 

 

3. 燃料輸送車両の飛来物による影響の確率論的考察について  

前項で述べたとおり，燃料輸送車両が爆発した際の影響は小さ

く無視できると考えられるが，本項では，過去の事故発生頻度を

用いて燃料輸送車両の爆発飛来物が発電用原子炉施設へ損傷を与

える可能性がある確率を算出しても極めて低い値となることを確

認する。 

 

(1) 評価条件 

評価対象は原子炉建屋・コントロール建屋・廃棄物処理建屋・

海水熱交換器区域・軽油タンクとする。 

敷地付近の主要道路である国道 352 号線を通行する燃料輸

送車両の火災を想定する。 

積載物としては，BLEVE 現象を引き起こす，液化石油ガスを

想定する。 

燃料積載量は，液化石油ガス輸送車両の中で最大クラスの 

16t を想定する。 

 

(2) 評価方法 

評価に使用する各パラメータについて第 1 表に示す。  

a. 新潟県内での燃料輸送車両の爆発事故発生頻度 

発電用原子炉施設に影響を及ぼすような爆発を想定する

車両として，BLEVE 現象を引きおこすおそれがある，可燃
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性の高圧ガスを積載した車を考える。新潟県内では平成 16 

年から平成 26 年までの 10 年間で 3 件の，可燃性の高圧

ガスを積載したタンクローリに関する事故が発生してい

る。これらは，いずれも漏えい等に留まり爆発事故には至

っていないが，保守的な値として新潟県内において燃料輸

送車両の爆発事故が発生する頻度を次のように求める。 

3 / 10 = 0.3[件/年] 

 

b. 周辺道路での燃料輸送車両の爆発事故発生頻度 

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」に基づく，

容器の破損による破片の飛散範囲 L は以下のとおり約 

1.3km である。 

L = 465 × (16,000)0.10 = 1,224.23 [m] 

したがって，爆発事故が発生した際に，飛来物が発電用原

子炉施設に影響を与え得る道路延長は第 1 図のとおり，約 

2.3km である。 

周辺道路での燃料輸送車両の爆発事故発生頻度は，県内の

燃料輸送車両の事故が，すべて新潟県内の高速自動車国道（実

延長 379.5km）あるいは一般国道（実延長 1781.9km）で発生

したと仮定し算出する。高速自動車国道及び一般国 道の実延

長は 379.5 + 1781.9 = 2161.4 km から 2000km，周辺道路の

長さは約 2.3km から 3km とそれぞれ保守的に設定する。 

周辺道路での燃料輸送車両の爆発事故発生頻度は次のよう

になる。  

b.3 ×3 / 2000 = 4.5×10-4 [件/年] 

 

 

c. 飛来物の発電用原子炉施設衝突確率  

燃料輸送車両の爆発時に飛来物が発電用原子炉施設に到

達する確率は，燃料輸送車両を中心とする半径が最大飛距

離 1,225m の円内に飛来物が等しい確率で落下すると仮定

し算出する。評価対象施設の合計面積は，11843.5m2 である

から飛来物の発電用原子炉施設衝突確率は 11843.5 / (π

×12252) = 2.51×10-3 となる。 
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(3) 評価結果

以上を踏まえると，燃料輸送車両による爆発により発電用

原子炉設備に影響を与える確率は， 

4.5×10-4×2.5×10-3 = 1.1 ×10-6 程度と算出される。 

(4) 結論

燃料輸送車両が爆発しその飛来物が，発電用原子炉施設に

落下する確率は 1.1×10-6 と極めて小さく，稀にしかおこら

ない。また建屋による防護にも期待できることから影響は無

視できる。 

第 1 図 敷地内概要図 
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第 1 表 各種入力条件 
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添付資料－5 

 

 

 

 

 

 

漂流船舶の火災・爆発について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料-5 

  

 

 

 

 

 

漂流船舶の火災・爆発について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料-5 

 

 

 

 

 

 

漂流船舶の火災・爆発について 
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1. はじめに 

本評価は，発電所敷地外で発生する漂流船舶の火災やガス爆

発に対してより一層の安全性向上の観点から，その火災やガス

爆発が柏崎刈羽原子力発電所に隣接する地域で起こったとし

ても外部事象防護対象施設を内包する発電用原子炉施設に影

響を及ぼさないことを評価するものである。 

 

 

2. 漂流船舶の火災・爆発の影響評価について  

本評価は漂流船舶の火災に対する防護の有効性を確認する

ことが目的であるため，敷地周辺において現実的に想定される

船舶に比べ，火災影響が厳しくなる保守的な船舶の規模とし

て，入港可能な最大の船舶が敷地へ到達することを仮定した評

価を実施する。 

 

(1) 想定の条件 

漂流船舶は新潟県内で輸送実績が多く，発電所前面の海域に

航路がある液化石油ガス輸送船舶を想定する。 

 

漂流船舶は港湾内に入港可能な大きさで実際に存在する最

大の船舶（積載量 1021t）を想定する。 

漂流船舶は燃料を満載した状態を想定する。 

港湾内での漂流船舶の全面火災を想定する。 

気象条件は無風状態とする。 

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 

倍とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 目 的 

  発電所敷地外で発生する漂流船舶の火災やガス爆発により，

安全機能を有する構築物，系統及び機器を内包する発電用原子

炉施設に影響を及ぼさないことについて，「原子力発電所の外部

火災影響評価ガイド 附属書Ｂ 石油コンビナート等火災・爆発

の原子力発電所への影響評価について」（以下「評価ガイド」と

いう。）に基づき，評価を実施する。 

 

2. 漂流船舶の火災影響評価 

発電所敷地周辺に漂流物を想定した軌跡解析を実施した結

果，いずれの評価点においても最初の地点の近辺に留まるか，

発電所から離れていく結果となったことから，発電所敷地外で

発生する漂流物は発電所へ接近してくることはないが，本評価

では保守的に対象船舶の喫水位置から火災発生位置を特定し評

価することとした。 

  ａ．発電所から約 1,500m の位置にある高圧ガス貯蔵施設（東

京ガス株式会社が所有する日立ＬＮＧ基地のＬＮＧタン

ク及びＬＰＧタンク）にＬＮＧ及びＬＰＧを輸送する輸

送船（以下「ＬＮＧ輸送船」及び「ＬＰＧ輸送船」とい

う。），内航船及び発電所港湾内に定期的に入港する燃料

等輸送船（以下「定期船」という。）の火災を想定し，評

価対象施設に対する影響評価を行った。 

  ｂ．輸送船の喫水は    であり，    である発電所

岸壁から    の位置までしか近づけないことから， 

のポイントから評価対象施設までの離隔距離が

最も短くなる地点での火災を想定した。 

  ｃ．内航船及び定期船のうち火災影響が最大となる船舶の火

災を想定し，評価対象施設に対する影響評価を行った。

内航船及び定期船は満載時でも喫水が    と浅く，

発電所岸壁まで接近可能であるため，発電所岸壁から評

価対象施設までの離隔距離が最も短くなる地点での火災

を想定した。 

 

 

 

 

1. はじめに 

本評価は，発電所敷地外で発生する漂流船舶の火災やガス爆

発に対してより一層の安全性向上の観点から，その火災やガス

爆発が島根原子力発電所に隣接する地域で起こったとしても外

部事象防護対象施設を内包する発電用原子炉施設に影響を及ぼ

さないことを評価するものである。 

 

 

2. 漂流船舶の火災・爆発の影響評価について 

本評価は漂流船舶の火災に対する防護の有効性を確認するこ

とが目的であるため，敷地周辺において現実的に想定される船

舶のうち，火災影響が厳しくなる保守的な船舶の規模として，

入港可能な最大の船舶が敷地へ到達することを仮定した評価を

実施する。 

 

(1) 想定の条件 

・漂流船舶は，島根原子力発電所前面の海域に船舶の主要

な航路がないことから，港湾内へ入港する船舶を想定す

る。 

・漂流船舶は，入港する船舶の中で燃料保管量が最大の重

油運搬船（保管容量：1,246kL）を想定する。 

・漂流船舶は，燃料を満載した状態を想定する。 

・港湾内での漂流船舶の全面火災を想定する。 

・気象条件は，無風状態とする。 

・火災は，円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径

の３倍とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，喫水位

置によらず港湾内へ船

舶が漂流するとして評

価を実施 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，発電所

近傍に液化石油ガスの

輸送船舶が航行するこ

とはないため，発電所港

湾内の運用状況を踏ま

え，入港する最大規模の

船舶である重油運搬船

について影響評価を実

施 
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(2) 評価手法の概要

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する漂流船舶の火災

影響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指標とそ

の内容を以下に示す。 

第 2-1 表 評価指標及びその内容 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上に

あると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半

径が 3m を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生

し輻射発散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行う

ために，火災規模による輻射発散度の低減がないものとす

る。 

輻射熱に対する設備の危険輻射強度を調査し，輻射強度が

その設備の危険輻射強度以下になるように発電用原子炉施

設は危険距離（離隔距離）を確保するものとする。 

(3) 評価対象範囲

評価対象範囲は，発電所港湾内で出火する漂流船舶とす

る。なお，以前は船舶にて構内の重油タンクへの重油の補給

を行っていたが，現在は重油タンクの運用を廃止しており，

発電所構内に入港する危険物輸送船舶は存在しないことか

ら，発電所前面の海域で航行中の船舶が漂流し，港湾内に進

入し，出火した場合を想定する。 

仮に，津波による船舶の漂流を想定したとしても，カーテ

ン・ウォールの高さ（T.M.S.L+3.2m），基準津波による最大

水位の高さ（T.M.S.L+7.2m），想定している船舶の喫水（5.7m）

2.1 共通データの算出 

  各外壁，主排気筒及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心ス

プレイ系ディーゼル発電機を含む。），非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ

及び放水路ゲートに対する影響評価に必要となる共通データを

算出する。 

(1) 船舶及び燃料に係るデータ

船舶及び燃料に係るデータを第 2.1-1 表に，各対象との位

置関係を第 2.1-1 図，第 2.1-2 図に示す。 

第 2.1-1 表 船舶及び燃料に係るデータ 

(2) 評価手法の概要

本評価は，島根原子力発電所に対する漂流船舶の火災影響

の有無の評価を目的としている。具体的な評価指標とその内

容を以下に示す。 

第 2-1 表 評価指標及びその内容 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上に

あると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半

径が３m を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生し

輻射発散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行うた

めに，火災規模による輻射発散度の低減がないものとする。 

輻射熱に対する設備の危険輻射強度を調査し，輻射強度が

その設備の危険輻射強度以下になるように発電用原子炉施設

は危険距離（離隔距離）を確保するものとする。 

(3) 評価対象範囲

評価対象範囲は，発電所港湾内で出火する漂流船舶とする。

なお，評価に用いる離隔距離は，喫水深さ等を考慮せず保守

的に港湾内で発電用原子炉施設に対し最も接近する位置（護

岸の境）から出火した場合を想定する。（第 2-1 図） 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，喫水位

置によらず港湾内へ船

舶が漂流するとして評

価を実施 
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の関係※から，船舶がカーテン・ウォールを乗り越えて発電

用原子炉施設に接近することはない（第 2-1 図）。 

※：水面はカーテン・ウォールより 4.0m 高い位置となるが，

船舶の水面から船底の最深部までの垂直深さが 5.7m で

あり，水面がさらに上昇しなければ乗り越えることはな

い。なお，カーテン・ウォールが地震・津波により損傷し

た場合，敷地内の海側で低いエリア（T.M.S.L+3.0m）及び

基準津波の検討における大湊側遡上域の最大水位（7.5m）

より上陸可能な船舶の喫水は4.5m以下である。 

取水口エリア近傍の法面高さが約 12m（T.M.S.L+12.0m）

となっており，これ以上，発電用原子炉施設に接近するこ

とはない。よって，この位置における発電用原子炉施設と

の離隔距離（約 178m）が積載量最大の船舶にて評価した

危険距離（最大約 148m）以上であることに加え，喫水 4.5m 

程度の船舶の積載量（960ton 程度）が最大積載量

（1021ton）未満であることから，想定している船舶の評

価に包絡される。 

第 2-1 図 漂流船舶の離隔距離 

第 2.1-1 図 ＬＮＧ輸送船火災と評価対象施設の位置関係 

第 2.1-2 図 定期船火災と評価対象施設の位置関係 第2-1図 対象施設と重油運搬船の位置関係 
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(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第 2-2 表 プロパンの評価条件 

(5) 燃焼半径の算出

漂流船舶の火災においては様々な燃焼範囲の形態が想定

されるが，円筒火炎を生ずるものとする。ここでの燃焼面積

は，漂流船舶の投影面積に等しいものとする。したがって，

燃焼半径 R[m]は漂流船舶の投影面積を円筒の底面と仮定し

算出する。 

R＝（S／π）0.5 

S：漂流船舶の投影面積（火炎円筒の底面積）＝881［m2］ 

R＝（881／π）0.5＝16.74［m］ 

(6) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 

(2) 燃焼半径の算出

円筒火炎モデルとして評価を実施するため，燃焼半径は燃

焼面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出した。 

なお，船舶の燃料タンクの破損等による火災を想定し、燃

焼面積は船舶の全長と船幅より四角形として算出している。 

算出結果を第 2.1-2 表に示す。 

Ｒ=√
Ｓ

π

Ｒ：燃焼半径(m)，Ｓ：燃焼面積(m２) 

第 2.1-2 表 船舶の燃焼半径 

(3) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。算出結果を第 2.1-3 表に示す。 

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第 2-2 表 重油の評価条件 

(5) 燃焼半径の算出

漂流船舶の火災においては様々な燃焼範囲の形態が想定さ

れるが，円筒火炎を生ずるものとする。ここでの燃焼面積は，

漂流船舶の投影面積に等しいものとする。したがって，燃焼

半径R[m]は漂流船舶の投影面積を円筒の底面と仮定し算出す

る。  

R＝（S／π）0.5

S:漂流船舶の投影面積（火炎円筒の底面積）＝678[m2] 

R＝（678／π）0.5＝14.69[m] 

(6) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 
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t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]M：質量低下速度[kg/m2･s]，ρ：密度[kg/m3]， 

m：質量[kg] 

ここで，m＝ρV＝1,021,000[kg]，M＝0.099[kg/m2･s]として，

燃焼継続時間を求めると， 

t＝1,021,000／（881×0.099）＝11,706[s]＝3.25[h] 

(7) 危険輻射強度の算出

a. 外壁面の危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとし

て，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より，コンク

ｔ＝
Ｖ

πＲ
２
×ｖ

ｔ：燃焼継続時間(s)，Ｖ：燃料量(m３) 

Ｒ：燃焼半径(m)，ｖ：燃焼速度＝Ｍ／ρ(m／s) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s)，ρ：燃料密度(kg／m３) 

第 2.1-3 表 船舶火災の燃焼継続時間 

2.2 外壁に対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

評価対象施設の外壁について，船舶の火災を想定して評価

を実施した。 

(2) 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.2-1 表

に示す。 

第 2.2-1 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

(3) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合において，

コンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃以

下とする。 

  ｂ．評価方法 

 火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で外壁が昇温されるものとして，式 1の一次

元非定常熱伝導方程式の一般解の式より外壁表面（x=0）の

MR

V
t

M

R

V
t









22 







　より，，

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2・s]， 

ρ：密度[kg/m3] 

ここで，ρ＝1000[kg/m3]，M＝0.035[kg/m2・s]として，燃

焼継続時間を求めると， 

v＝0.035／1000＝3.5×10-5 

ｔ＝1246／（678×3.5×10-5）＝52477[s]＝14.58[h] 

(7) 危険輻射強度の算出

ａ．外壁面の危険輻射強度 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものと

して，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より，コ
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リートの表面の温度上昇が 200℃となる危険輻射強度を求

める。 

    

 

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計， 

日本建築センター  

Ts：外表面温度[200℃],T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

ε：コンクリート表面の放射率（0.95）※，ｈ：コンクリート

表面熱伝達率[34.9W/m2K]※，ｋ：コンクリート熱伝導率

[1.6W/mK]※，ρ：コンクリート密度[2200kg/m3]※， 

ｃ：コンクリート比熱[879J/kgK]※，t：燃焼継続時間[s] 

 

※：建築設計竣工図書 原子炉建屋構造計算書  

 

E＝7701[W/m2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温度が 200℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を算出する。 

 

 

Ｔ：表面から x（m）の位置の温度（℃）， 

Ｔ0：初期温度（50℃）※ 

   α：ｺﾝｸﾘｰﾄ温度伝導率（=λ／ρＣｐ）（7.7×10-7m2／s） 

   ρ：ｺﾝｸﾘｰﾄ密度（2,400kg／m3）， 

Ｃｐ：ｺﾝｸﾘｰﾄ比熱（880J／kg／K） 

   λ：ｺﾝｸﾘｰﾄ熱伝導率（1.63W／m／K），Ｅ：輻射強度（W／m2） 

   ｔ：燃焼継続時間（s） 

   ｘ：温度評価の対象となる深さ位置（外壁表面：0m） 

※ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に

保守性を持たせた値 

式 1で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式 2より

算出する。 

 Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

 

 Ｅ：輻射強度（W／m2），Ｒｆ：輻射発散度（W／m2）， 

 Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

 

式 2 で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式 3より算出

する。 

 

Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

 

 

 

ンクリートの表面温度が 200℃となる危険輻射強度を求め

る。 

𝑇 = 𝑇0 +
1

(
√𝑘𝜌𝑐

1.18ℎ√𝑡
+ 1)

ℎ
𝜀𝐸

 

 

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，

財団法人 日本建築センター 

T：外表面温度[200℃]，T０：初期温度[50℃]，E：輻射強

度[W/m2]，ε：コンクリートの表面放射率[0.94]※1，h：

コンクリート表面熱伝達率[23.3W/m2K]※2，k：コンクリ

ート熱伝導率[1.6W/mK] ※2，ρ：コンクリート密度

[2,200kg/m3]※2，c：コンクリート比熱[879J/kgK] ※2，t：

燃焼継続時間[s] 

※1:伝熱工学資料，※2:原子炉建物 構造計算書 

 

E=4,759[W/m2] 
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上記のとおり危険距離を算出し，当該船舶から評価対象施

設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。なお，天井ス

ラブは以下の理由により，外壁の評価に包絡されるため実施

しない。 

・火炎長が天井より短い場合，天井に輻射熱を与えないこ

とから熱影響はない。 

・火炎長が天井より長い場合，天井に輻射熱を与えるが，

その輻射熱は外壁に与える輻射熱より小さい。 

・火炎からの離隔距離が等しい場合，垂直面（外壁）と水

平面（天井）の形態係数は，垂直面の方が大きいことか

ら，天井の熱影響は外壁に比べて小さい。 

建屋外壁の評価概念図を第 2.2-1 図に，天井スラブの評価

概念図を第 2.2-2 図に示す。 

第 2.2-1 図 建屋外壁の評価概念図 

第 2.2-2 図 天井スラブの評価概念図 
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b. 軽油タンクの危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で軽油タンクが昇温されるものとして，下記の式

より軽油の温度が 225℃となる危険輻射強度を求める。 

T0：初期温度[38℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：軽油タンク表

面の放射率（0.9）※1，h：軽油タンク表面熱伝達率[17W/m2K]

※2，S1＝S2：軽油タンク受熱・放熱面積[m2]，C:軽油タンク

及び軽油の熱容量[8.72×108J/K]，t：燃焼継続時間[s]，

Tair：外気温度[℃]

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E＝70930[W/m2] 

  ｃ．評価結果 

 評価対象施設の外壁表面温度が 200℃となる危険距離を

算出した結果，各評価対象施設の危険距離が離隔距離以下

であることを確認した。 

 なお，ＬＮＧ輸送船について積載量が 0m３の場合の喫水

を考慮しても最短の離隔距離は 1,100m（原子炉建屋）であ

り危険距離以上であるため，積載量が少ない場合の火災位

置を想定しても危険距離が離隔距離を上回ることはない。

評価結果を第 2.2-2 表に示す。 

第 2.2-2 表 外壁への船舶火災影響評価結果 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油タ

ンク，燃料移送ポンプ，

非常用ディーゼル発電

機は，地下構造等の屋内

設備のため影響評価対

象外。 

また，放水路ゲートに

ついても設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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c. 燃料移送ポンプ（防護板（鋼板））の危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で燃料移送ポンプの周囲に設置されている防護

板（鋼板）が昇温されるものとして，下記の式より燃料移送

ポンプ（防護板（鋼板））の温度が 100℃となる危険輻射強

度を求める。 

ε：防護板（鋼板）外面の放射率（0.9）※1，S：防護板（鋼板）

受熱面積[16.2m2]，h：防護板（鋼板）表面熱伝達率[17W/m2K]

※2，C:防護板（鋼板）の熱容量[2.41×106J/K]，t：燃焼継続時

間[s]，T：許容温度[100℃]，Tair：外気温度（初期 温度）[55℃] 

※1:伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E＝1825[W/m2] 

d. 主排気筒の危険輻射強度

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で主排気筒が昇温されるものとして，下記の式よ

り主排気筒の温度が325℃となる危険輻射強度を求める。 

T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：主排気筒表

面の放射率（0.9）※1，h：主排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]

※2

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E＝10388 [W/m2] 

(8) 形態係数の算出

火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻

射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度となる

形態係数を算出する。 

Emax＝Rf×φ  

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

ｂ．海水ポンプの危険輻射強度 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で海水ポンプの冷却空気が昇温されるものと

して，下記の式より海水ポンプの冷却空気温度が 55℃とな

る危険輻射強度を求める。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝐸×𝐴𝑇

𝐺×𝐶𝑝

T0：通常運転時の上昇温度[22℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

AT：受熱面積[10.93m2]，G：重量流量[1.96kg/s]， 

Cp:空気比熱[1007J/(kg・K)]※1 

※1:伝熱工学資料

E=5,948[W/m2] 

ｃ．排気筒の危険輻射強度 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で排気筒が昇温されるものとして，下記の式

より，排気筒の温度が 325℃となる危険輻射強度を求める。

𝑇 = 𝑇0 +
𝜀𝐸

2ℎ

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：排気筒表

面の放射率[0.9]※1，h：排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2:空気調和・衛生工学便覧

E=10,388[W/m2] 

(8) 形態係数の算出

火災からの任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，

輻射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度とな

る形態係数を算出する。 

Emax＝Rf×φ 

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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第 2-3 表 形態係数の算出結果 

(9) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。

φ：形態係数，L：危険距離[m]，H：火炎高さ[m]， 

R：燃焼半径[m] 

第 2-4 表 危険距離の算出結果 

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，漂流船舶において火災が発生した場合を

想定したとしても，離隔距離(約 273m)が危険距離(最大約 

148m)以上であることから，外部事象防護対象施設を内包す

る発電用原子炉施設に熱影響をおよぼすことはないと評価

できる。 

なお，発電所港湾内に入港する船舶火災の影響評価につい

ては，発電所港湾内に入港する危険物輸送船舶がないことを

踏まえると，入港船舶の燃料積載量は運航に必要な程度であ

り，その熱影響は漂流船舶における火災影響評価において想

定した液化石油ガス輸送船舶のものより小さく，漂流船舶の

火災影響評価に包絡される。 

第2-3表 形態係数の算出の結果 

(9) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。
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φ:形態係数，L:離隔距離[m]，H:火炎高さ[m]， 

R:燃焼半径[m] 

第2-4表 危険距離の算出結果 

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，漂流船舶において火災が発生した場合を

想定したとしても，各発電用原子炉施設の離隔距離が危険距

離以上であることから，外部事象防護対象施設を内包する発

電用原子炉施設に熱影響をおよぼすことはないと評価でき

る。 

なお，隠岐諸島と島根半島（七類港等）を結ぶ定期船（フ

ェリー等）については，発電所付近を航行しておらず，漂流

等の影響はないと考えるが，仮に漂流し，発電所周辺に到達

した場合であっても，燃料積載量（フェリー：約 180kL）か

ら，重油運搬船の評価結果に包絡される。(第 2-2 図) 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

地域特性を踏まえた

対象の相違 
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2.3 主排気筒に対する危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

主排気筒について，船舶の火災を想定して評価を実施した。 

なお，主排気筒の評価に当たっては，保守性を考慮して，

筒身よりも離隔距離の短くなる鉄塔について評価した。 

(2) 評価対象施設の仕様

主排気筒仕様を第 2.3-1 表に，主排気筒外形図を第 2.3-1

図に示す。 

第 2.3-1 表 評価対象施設の仕様 

第 2.3-1 図 評価対象施設の外形図 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.3-2 表

に示す。 

第 2-2 図 島根原子力発電所周辺の主要航路 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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第 2.3-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

(4) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

主排気筒鉄塔（SS400，STK400）の許容温度は，火災時に

おける短期温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度

が維持される保守的な温度 325℃以下とする。 

  ｂ．評価方法 

一定の輻射強度で主排気筒鉄塔が昇温されるものとし

て，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達による外部へ

の放熱量が釣り合うことを表した式１により主排気筒鉄塔

表面の温度が 325℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を求

める。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
（式 1） 

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計， 

財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温

38.4℃に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，

受熱面の形状や周囲の環境条件を受け変化する

が，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び

上げ裏面の夏季，冬季の値が示されている。評

価上放熱が少ない方が保守的であることから，

これらのうち最も小さい値である 17W／m２／K

を用いる。） 

 式 1 で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２

より算出する。 
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Ｅ＝Ｒｆ・Φ （式 2） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

式 2で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式 3より

算出する。 

Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

 上記のとおり危険距離を算出し，当該船舶から評価対象

施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。なお，評

価に当たって主排気筒は鉄塔と筒身で構成されているが，

筒身よりも鉄塔が当該船舶との距離が近いこと，材質も鉄

塔は SS400，STK400，筒身では SS400 であり，物性値が鉄

塔，筒身ともに軟鋼で同一であることから，鉄塔の評価を

実施することで筒身の評価は包絡される。 

主排気筒の評価概念図を第 2.3-2 図に示す。 
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第 2.3-2 図 主排気筒の評価概念図 

  

 ｃ．評価結果 

    主排気筒鉄塔の表面温度が 325℃となる危険距離を算出

した結果，主排気筒の危険距離が離隔距離以下であること

を確認した。なお，ＬＮＧ輸送船について積載量が 0m３の

場合の喫水を考慮しても最短の離隔距離は 850m であり危

険距離以上であるため，積載量が少ない場合の火災位置を

想定しても危険距離が離隔距離を上回ることはない。評価

結果を第 2.3-3 表に示す。 

 

第 2.3-3 表 主排気筒への船舶火災影響評価結果 

 

 

2.4 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）に対する危険距離評価 

 (1) 評価対象範囲 

   非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む。）の流入空気温度について，船舶の火災を想定

して評価を実施した。 

 (2)  評価対象施設の仕様 
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空気の流入口となり熱影響を受ける非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口の

仕様を第 2.4-1 表に，外形図を第 2.4-1 図に示す。 

第 2.4-1 表 評価対象施設の仕様 

第 2.4-1 図 評価対象施設の外形図 

(3) 評価対象施設までの離隔距離

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.4-2 表

に示す。 

第 2.4-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

(4) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む。）の流入空気の許容温度は，火災時におけ

る温度上昇を考慮した場合において，非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）の性

能維持に必要な温度 53℃以下※とする。 

※ 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機を含む。）の流入空気温度が上昇する

と，空気冷却出口温度が上昇し，シリンダへの必要

空気量が確保できなくなる。 
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  ｂ．評価方法 

    火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度による入熱が非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）に流入する空気

の温度上昇に寄与することを表した式１により，流入する

空気の温度が 53℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を求

める。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ・Ａ

Ｇ・Ｃｐ

＋ΔＴ           （式 1） 

Ｔ：許容温度(53℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

Ｇ：重量流量(4kg／s)※２，Ａ：輻射を受ける面積(7.8m２) 

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)※３， 

ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）※４ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ ディーゼル発電機機関の内，給気流量が少ない高圧

炉心スプレイ系を評価対象とする。 

ディーゼル発電機機関吸気流量（228ｍ３/min）×

空気密度（1.17kg/ｍ３）÷60 

※３ 日本機械学会 伝熱工学資料 

※４ 最高到達温度を想定した場合の温度上昇 

 

    式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２

より算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ               （式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より

算出する。 
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Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

 上記のとおり危険距離を算出し，当該船舶から評価対象

施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。空気の流

入口となり熱影響を受ける非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）吸気口の評価概

念図を第 2.4-2 図に示す。 

第 2.4-2 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）吸気口の評価概念図 

  ｃ．評価結果 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む。）に流入する空気の温度が 53℃となる危

険距離を算出した結果，危険距離が離隔距離以下であるこ

とを確認した。評価結果を第 2.4-3 表に示す。 

第 2.4-3 表 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機を含む。）への船舶火災影響評価結果 
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2.5 残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプに対す

る危険距離評価 

(1) 評価対象範囲

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水

ポンプ電動機は，海水ポンプ電動機高さより高い海水ポンプ

室の壁で囲まれており，側面から直接火災の影響を受けるこ

とはないが，上面は熱影響を受ける可能性がある。評価にお

いては，海水ポンプ室の壁による遮熱効果を考慮せず，側面

から直接火災の影響を受けることを想定する。また，残留熱

除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ電

動機は，電動機本体を全閉構造とした全閉外扇形の冷却方式

であり，外部火災の影響を受けた場合には，周囲空気の温度

上昇により，冷却機能への影響が懸念されることから，冷却

空気の温度を評価対象とする。火災発生位置と海水ポンプの

位置関係を第 2.5-1 図に示す。 

電動機内部の空気冷却対象は固定子巻線及び軸受であり，

そのうち許容温度が低い軸受温度の機能維持に必要となる冷

却空気の温度が，許容温度以下となることを確認する。 

第 2.5-1 図 火災発生位置と海水ポンプの位置関係 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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(2) 評価対象施設の仕様 

残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポン

プの海水ポンプ室内の配置図を第 2.5-2図，外形図を第 2.5-3

図に示す。仕様を第 2.5-1 表に示す。 

 

第 2.5-2 図 海水ポンプの配置図 

 

 

第 2.5-3 図 海水ポンプの外形図 
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第 2.5-1 表 評価対象施設の仕様 

 

 

 (3) 評価対象施設までの離隔距離 

残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポン

プを内包する海水ポンプ室から各火災源までの離隔距離を第

2.5-2 表に示す。 

 

第 2.5-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

 

  

(4) 判断の考え方 

  ａ．許容温度 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル

発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用

海水ポンプ電動機の冷却空気の許容温度は，上部及び下部

軸受のうち，運転時の温度上昇が高い下部軸受の上昇温度

を考慮し，軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度を

第 2.5-3 表に示す。 
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第 2.5-3 表 下部軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度 

  ｂ．評価方法 

 火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，残

留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水

ポンプ電動機が受ける輻射熱によって上昇する冷却空気温

度を求め，第 2.5-3 表に示す許容温度を下回るかを熱エネ

ルギーの式より求まる下式で評価を実施した。評価に用い

た諸元を第 2.5-4 表に，評価概念図を第 2.5-4 図に示す。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ・Ａ

Ｇ・Ｃｐ

＋ΔＴ （式１）

Ｔ：評価温度(℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

Ｇ：重量流量(kg／s)，Ａ：輻射を受ける面積(m２) 

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)， 

ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ 航空機火災による構造物を介した冷却空気の温度

上昇（ΔＴｂ＝2.2℃）を包絡する 5℃に設定 

第 2.5-4 表 評価に用いた諸元 

485



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5-4 図 評価概念図 

 

    式１で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２

より算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ                       

（式２） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形

態係数 

（出典：評価ガイド） 

式２で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式３より

算出する。 

 

 Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

 Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

 

    上記のとおり危険距離を算出し，当該船舶から評価対象

施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。 

 

  ｃ．評価結果 

     輻射熱によって上昇する冷却空気の到達温度を算出した

結果，許容温度以下であることを確認した。評価結果を第

2.5-5 表に示す。 
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第 2.5-5 表 船舶火災影響評価結果 

 

 

2.6 放水路ゲートに対する危険距離評価 

 (1) 評価対象範囲 

   放水路ゲートについて，船舶の火災を想定して評価を実施

した。 

(2) 評価対象施設の仕様 

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置

外殻の仕様を第 2.6-1 表に，外形図を第 2.6-1 図に示す。 

 

第 2.6-1 表 評価対象施設の仕様 

 

第 2.6-1 図 評価対象施設の外形図 

 

 (3) 評価対象施設までの離隔距離 

想定火災源から評価対象施設までの離隔距離を第 2.6-2 表

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

また，放水路ゲートに

ついても設置していな

いため影響評価対象外。 

なお，島根 2 号炉で

は，海水ポンプは，屋外

設置のため影響評価を

実施 
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第 2.6-2 表 想定火災源から評価対象施設までの離隔距離 

(4) 判断の考え方

  ａ．許容温度 

放水路ゲート駆動装置外殻の許容温度は，火災時におけ

る短期温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維

持される保守的な温度 325℃以下とする。 

  ｂ．評価方法 

一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置外殻が昇温され

るものとして，表面での輻射による入熱量と対流熱伝達に

よる外部への放熱量が釣り合うことを表した式１により外

殻表面の温度が 325℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を

求める。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ

（式 1） 

（出典：建築火災のﾒｶﾆｽﾞﾑと火災安全設計， 

財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ） 

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃

に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受

熱面の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，

一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏

面の夏季，冬季の値が示されている。評価上放熱

が少ない方が保守的であることから，これらのう

ち最も小さい値である 17W／m２／Kを用いる。） 
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    式 1 で求めた危険輻射強度Ｅとなる形態係数Φを，式２

より算出する。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ               （式 2） 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

（出典：評価ガイド） 

 

式 2 で求めた形態係数Φとなる危険距離Ｌを，式 3より

算出する。 

 

 

 Φ：形態係数，Ｌ：離隔距離（m），Ｈ：炎の高さ（m）， 

 Ｒ：燃焼半径（m） 

（出典：評価ガイド） 

 

    上記のとおり危険距離を算出し，当該船舶から評価対象

施設までの離隔距離を下回るか評価を実施した。放水路ゲ

ートの評価概念図を第 2.6-2 図に示す。 

 

第 2.6-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

 

  ｃ．評価結果 

    放水路ゲート駆動装置外殻の表面温度が 325℃となる危

険距離を算出した結果，放水路ゲートまでの危険距離が離

隔距離以下であることを確認した。評価結果を第 2.6-3 表

に示す。 
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3. 漂流船舶の爆発の想定 

(1) 想定の条件 

漂流船舶は新潟県内で輸送実績が多く，柏崎刈羽原子力発

電所前面の海域に航路がある液化石油ガス輸送船舶を想

定する。 

漂流船舶は港湾内に入港可能な大きさで実際に存在する

最大の船舶（積載量 1021t）を想定する。 

漂流船舶は燃料を満載した状態を想定する。 

港湾内での高圧ガス漏えい，引火による漂流船舶の爆発を

想定する。 

気象条件は無風状態とする。 

 

(2) 評価手法の概要  

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する漂流船舶のガス爆

発による影響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指

標とその内容を以下に示す。 

 

第 3-1 表 評価指標及びその内容 

 

 

(3) 評価対象範囲  

評価対象範囲は，発電所港湾内で出火する漂流船舶とする。

なお，以前は船舶にて構内の重油タンクへの重油の補給を行っ

ていたが，現在は重油タンクの運用を廃止しており，発電所構

内に入港する危険物輸送船舶は存在しないことから，発電所前

面の海域で航行中の船舶が漂流し，港湾内に進入し，出火した

場合を想定する。 

 

第 2.6-3 表 放水路ゲートへの船舶火災影響評価結果 

 

 

3. 漂流船舶の爆発影響評価 

 (1) 評価対象船舶の抽出 

   発電所から約 1,500m の位置にある高圧ガス貯蔵施設（東京

ガス株式会社が所有する日立ＬＮＧ基地）にＬＮＧ及びＬＰ

Ｇを輸送する輸送船（内航船含む）の爆発を想定し，評価対

象施設に対する影響評価を行った。 

   爆発地点は，火災発生と同じ場所を想定した。評価条件を

第 3-1 表に，各対象との位置関係を第 3-1 図，第 3-2 図に示

す。 

 

第 3-1 表 爆風圧影響評価で想定した評価条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 漂流船舶の爆発想定 

港湾内へ入港する最大規模の漂流船舶である重油運搬船につ

いては，重油が爆発する危険性はないことから，影響が無いこ

とを確認している。 

なお，爆発の危険性がある液化石油ガス輸送船舶が発電所に

入港した実績が無いことを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉は，発電所

港湾内に入港する最大

規模の船舶である重油

運搬船を想定しており，

重油は爆発の危険性は

ないため，影響評価対象

外 
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(4) 必要データ  

評価に必要なデータを以下に示す。 

 

 

第 3-2 表 高圧ガス爆発の評価条件 

 

 

(5) W 値の算出 

港湾内に入港し得る最大船舶の積載量を貯蔵能力とし，W 値

を算出する。 

積載量（貯蔵能力）＝1021[t] 

W＝10211/2＝31.95 

 

 

 

 

 

(6) 危険限界距離の算出  

次の式から危険限界距離を算出する。 

ここで算出した危険限界距離が漂流船舶と発電用原子炉施

設の間に必要な離隔距離となる。 

 

X：危険限界距離[m]，λ：換算距離 14.4[m･kg-1/3]， 

K：石油類の定数，W：設備定数K＝888000，W＝31.95 として，

第 3-1 図 発電所とＬＮＧ,ＬＰＧ輸送船の位置関係 

 

  

第 3-2 図 発電所と内航船の位置関係 

 

 (2) 危険限界距離の算出 

   評価ガイドに基づき，下式より危険限界距離を算出した結

果，危険限界距離が離隔距離以下であることを確認した。 

   なお，それぞれの輸送船について積載量が 0m３の場合の喫

水を考慮しても最短の離隔距離は，ＬＮＧ輸送船で 680m，Ｌ

ＰＧ輸送船で 560m となり危険距離以上となるため，積載量が

少ない場合の爆発位置を想定しても危険限界距離が離隔距離

を上回ることはない。評価結果を第 3-2 表に示す。 
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危険限界距離を求める。 

X＝約 176[m] 

(7) 爆発による影響評価結果

以上の結果から，漂流船舶において爆発が発生した場合を想

定したとしても，離隔距離(約 273m)が危険限界距離(約 176m)

以上であることから，発電用原子炉施設に影響をおよぼすこと

はない。 

4. 漂流船舶の飛来物の影響評価

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成 25 年 3 

月 消防庁特殊災害室）※に基づき，飛来物の最大飛散距離の評価

を行ったところ，離隔距離が最大飛散距離以下であった。 

※：石油コンビナート等特別防災区域を有する都道府県が防災

計画を作成するに当たって，災害の想定をできるだけ客観的

かつ現実的に行うための評価手法 を示した指針 

第 4-1 表 飛来物の評価条件 

(1) 飛来物の最大飛散距離の算出方法

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」に基づき，容

器の破損による破片の飛散範囲を以下の式にて算出する。 

L：破片の最大飛散範囲[m]，M：破裂時の貯蔵物質量[kg] 

L＝465×(1,021,000)0.10＝1,855.04 

となり，飛来物の最大飛散距離 L は約 1,855m となる。 

X=0.04×14.4√(K×1,000×W)
3

 

X:危険限界距離(m)，K：石油類の定数(-)，W：設備定

数(-) 

第 3-2 表 船舶の爆風圧影響評価結果 

4. 漂流船舶の爆発飛来物影響評価

  発電所周辺を航行する船舶として，日立ＬＮＧ基地に出入り

する輸送船があるが，これらの船舶が停泊しているときに津波

警報等が発表された場合には，荷役及び作業を中止した上で，

緊急退避又は係留避泊する運用としており，実際に漂流し発電

所に接近する可能性は低いこと等から，想定した漂流船舶の飛

来物が発電所に影響を及ぼすことはない。 
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(2) 飛来物影響評価結果

飛来物による影響については，離隔距離（約 273m）が最大

飛散距離(約 1,855m)以下であるが，発電所遠方で漂流した船

舶が飛散距離である 1,855m 以内に流れ着いた後に爆発し，な

おかつその飛来物が発電用原子炉施設に衝突する可能性は非

常に低いことから，想定した漂流船舶の飛来物の柏崎刈羽原子

力発電所への影響はない。 

また，柏崎刈羽原子力発電所付近には石油コンビナートが無

く，発電所付近の航路を調査した結果，最も距離の近い航路で

も 30km の離隔距離があることを確認した（第 4-1 図）。よっ

て，漂流した船舶が発電所周辺まで流れてくる可能性は低く，

それに加えて飛来物が発電用原子炉施設に衝突する可能性は

非常に低い。 

なお，(1)で用いた「石油コンビナートの防災アセスメント

指針」の計算式は，大規模な爆発を伴う LPG 容器の BLEVE 現

象を取り扱うものであるが，発電所港湾内に入港する LPG 輸

送船舶等の危険物輸送船舶はなく，発電所港湾内に入港する船

舶火災に伴う著しい飛来物の発生は想定されない。 

第 4-1 図 発電所周辺の主要航路 
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別紙 5－1 

 

漂流船舶の選定について 

 

船舶には外航船（国外航路を航行する船舶）及び内航船（国内

航路を航行する船 舶）がある。これらの船舶が漂流してきた場

合を想定しても外航船の喫水（水面から船底の最深部までの垂直

深さ）は 11ｍ程度であり，発電所港湾内まで進入することがで

きない。よって，発電所港湾内まで進入可能な内航船が，漂流し

港湾内に進 入し火災・爆発した場合を想定する。 

発電所港湾内に進入可能な内航船にも様々な種類の燃料を積

載する船舶が存在するが，火災・爆発を想定することから液化ガ

ス輸送船舶を対象とし，その中でも船舶数が多く 1)，発電所前

面の海域に航路が存在する 2)液化石油ガス輸送船舶を対象とし

た。液化石油ガスは，家庭業務用，一般工業用，発電用等がある

が，最も使用量の多い家庭業務用のプロパンガス 3,4,5)とした。

発電所港湾内に進入可能な内航船の積載燃料別隻数割合を第 1 

図に示す。 

船舶の規模は，100t 以上の内航船をすべて収録した内航船舶

明細書に記載の液化石油ガス船舶の中で，最大の容積のものと

し，評価に使用する入力値を以下に示す。 

容積 V：2010.28[m3]6) 全長 L：67.77[m]6) 

全幅 H：13[m]6) 密度ρ：0.5076[t/m3]7) 投影面積 S＝L×H：

881[m2]  

積載量 M＝ρ×V：1021[t] 

 

第 1 図 柏崎刈羽原子力発電所に進入可能な内航船の積載燃料

別隻数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，発電所

近傍に液化石油ガスの

輸送船舶が航行するこ

とはないため，発電所港

湾内の運用状況を踏ま

え，入港する最大規模の

船舶である重油運搬船

について影響評価を実

施 
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1)平成 13 年度 危険物の海上輸送時の事故対応策の研究報告書

（その１）, H14.3, 社団法人日本海難防止協会

2)平成 23 年度 新潟港統計年報,H24.12,新潟県新潟地域振興

局新潟港湾事務局 

3)日本ＬＰガス協会統計資料 LP ガス需給の推移

4)液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施

行規則第十二条 

5)経済産業省 LPガスの規格

http://www.lpgpro.go.jp/guest/learning/basic/01_03.html 

6)内航船舶明細書の LPG 船舶の中で容積が最大の船舶の値

7)日本 LP ガス協会 物性一覧
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参考資料 5－1 

漂流船舶（火災）の二次的影響について 

発電所港湾内で漂流船舶が出火し重油が流出したとしても，港

湾内の取水口にはカーテンウォールが設置されており，深層取水

していることから発電用原子炉施設（海水系ポンプ）への影響は

ない。 

また，柏崎刈羽原子力発電所から主要航路までの距離は約 

30km である。過去に発生したタンカーからの大規模油流出事故

より推定すると，24 時間程度※1 で油がサイトに到達する可能性

があるが，海上保安庁より漂流船舶に関する連絡を受けた場合，

オイルフェンスの設置に要する時間は 11 時間程度※2 であるこ

とから，油の到達時間内にオイルフェンスを設置することができ

る。 

よって，港湾内への油の流入を妨げることが可能であると評価

する。 

※1：平成 9 年 1 月 2 日，島根県隠枝島の北北東約 110km の

海上において，ロシア国籍タンカー「ナホトカ号」の重油流

出事故が発生。流出量としては当時過去 2 番目となる重油

約 6240kl（推定）が流出。流出した重油は，2 日間で 60 数

km程度広がった。 

※2：作業員の参集に 3 時間程度，オイルフェンスは作業開始か

ら 7～8 時間程度で設置が可能。設置手順としては，オイル

フェンス等の資機材を保管エリアから港湾まで移動（その間

に作業船が柏崎港より移動），オイルフェンスを接続後，作

業船によりオイルフェンスを展張する。なお，オイルフェン

スを設置するための資機材はコンテナに収納し，防火帯内側

の資材倉庫エリアにて保管している。 

5. 漂流船舶の二次的影響

  発電所港湾内で漂流船舶が出火し油が流出したとしても，港

湾内の取水口にはカーテンウォールが設置されており，深層取

水していることから発電用原子炉施設（海水ポンプ）への影響

はない。 

なお，発電所港湾外で船舶の油が流出した場合は，油の流出

を確認し次第，速やかにオイルフェンスを設置し，発電用原子

炉施設への影響がないよう対応する。 

参考 5－1 

オイルフェンスの設置について

重油運搬船の受け入れ時等に，輪谷湾（海上）に油が流出した

場合には，公設消防に連絡するとともに，オイルフェンス設置に

よる拡散防止等の油流出災害の拡大防止措置を講じている。 

また，深層取水していることから発電用原子炉施設（海水ポン

プ）への影響はない。 

なお，重油運搬船の受け入れ時には，作業開始前にオイルフェ

ンスを設置する運用を行っているため，重油流出時において緊急

でオイルフェンスを設置する必要はない。 

第 1図 オイルフェンス設置範囲 
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添付資料－6 

敷地内における危険物タンクの火災について 

添付資料-6 

敷地内における危険物貯蔵施設等の火災・爆発について 

添付資料-6 

敷地内における危険物タンクの火災について 
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1. はじめに

本評価は，発電所敷地内の危険物タンクの火災に対してより

一層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとしても発

電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するものであ

る。 

2. 構内危険物タンクの火災影響評価

(1) 構内危険物タンクの火災の想定

構内危険物タンクは発電用原子炉施設周辺に設置されて

おり，発電用原子炉施設までの距離が近く貯蔵量の多い各

号炉の軽油タンクとする。なお，各号炉の軽油タンクは 2

基隣接して設置しているが，耐震 S クラス設備であり地

震随伴事象としても 2 基同時火災の想定はしにくいこ

と，隣接軽油タンク火災時にもう一方の軽油タンクの温度

は発火点まで上昇しないため 2 基同時出火することはな

いことから，発電用原子炉施設に近い軽油タンク 1 基の

火災を想定する。

構内危険物タンクは危険物を満載した状態を想定する。

構内危険物タンクの損傷等による防油堤内での全面火災

を想定する。

泡消火設備の消火機能には期待しない。

気象条件は無風状態とする。

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3

倍とする。

(2) 評価手法の概要

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する構内危険物タン

クの火災影響の有無の評価を目的としている。具体的な評価

指標とその内容を以下に示す。 

1. 目的

東海第二発電所敷地内の危険物貯蔵設備の火災・爆発が，安

全機能を有する構築物，系統及び機器を内包する発電用原子炉施

設に影響を及ぼさないことについて，「原子力発電所の外部火災影

響評価ガイド附属書Ｂ石油コンビナート火災・爆発の原子力発電

所への影響評価について」及び，「附属書Ｃ「原子力発電所の敷地

内への航空機墜落による火災の影響評価について」（ともに以下

「評価ガイド」という。）に基づき，評価を実施する。 

1. はじめに

本評価は，発電所敷地内の危険物タンクの火災に対してより

一層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとしても発

電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するものであ

る。 

2. 構内危険物タンクの火災影響評価

(1) 構内危険物タンクの火災の想定

・構内危険物タンクは発電用原子炉施設周辺に設置されて

おり，発電用原子炉施設までの距離が近く貯蔵量の多い

ガスタービン発電機用軽油タンク及び貯蔵量の多い重油

タンクとする。なお，隣接して設置している危険物タン

クについては，同時に火災が発生することを想定する。

・構内危険物タンクは危険物を満載した状態を想定する。

・構内危険物タンクの損傷等による防油堤内での全面火災

を想定する。

・泡消火設備の消火機能には期待しない。

・気象条件は無風状態とする。

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の

３倍とする。

(2) 評価手法の概要

本評価は，島根原子力発電所に対する構内危険物タンクの

火災影響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指標

とその内容を以下に示す。 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，隣接し

て設置している危険物

タンクについては，同時

に火災が発生すること

を想定 
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第 2-1 表 評価指標及びその内容 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上にあ

ると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半径が 

3m を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生し輻射発

散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行うために，火

災規模による輻射発散度の低減がないものとする。  

輻射熱に対する設備の温度上昇を評価し，温度上昇がその設

備の熱許容限界値以下になるように発電用原子炉施設は離隔

距離を確保するものとする。 

(3) 評価対象範囲

評価ガイドに基づき，発電所敷地内に存在する石油類やヒ

ドラジン等の危険物タンク火災の影響評価を実施する。消防

法又は柏崎市火災予防条例に基づく届出対象施設（第 

2-2(a)(b)(c)表）より，評価対象とする危険物タンク等を抽

出する（第 2-1 図のフロー図）。発電所敷地内の発火源とな

る施設のうち，建屋内に設置している設備及び地下貯蔵タン

クは外部への火災が発生する可能性が低いことから除外し，

危険物を貯蔵し屋外に設置しているタンク等を想定発火源

とする。発電所敷地内における危険物施設等の位置を第 2-2 

図に示す。 

2. 火災源又は爆発源となる設備の影響評価

2.1 評価対象の考え方 

  評価ガイドに基づき，発電所敷地内の火災源又は爆発源とな

る石油類等の危険物貯蔵設備について，火災・爆発の影響評価

を実施する。第 2.1-1 図のフローに基づき評価対象を抽出した。

火災源の抽出結果を第 2.1-1表に，爆発源の抽出結果を第 2.1-2

表に示す。 

・屋内貯蔵所は評価対象外とした。

・地下タンク貯蔵所については，地表面で火災が発生する可能

性は低いことから，評価対象外とした。 

・常時「空」状態で運用する設備については，評価対象外とし

た。 

・貯蔵燃料の種類が同じ場合，貯蔵量が少なくかつ評価対象施

設までの離隔距離が長い設備は，貯蔵量が多くかつ評価対象

施設までの離隔距離が短い他設備に包絡されるため，評価対

象外とした。 

・火災源となる設備から評価対象施設を直接臨まないものにつ

いては，当該危険物貯蔵設備において火災・爆発が発生して

も，その影響が及ばないため，評価対象外とした。 

・発電所構外より入所してくるタンクローリについては，燃料

第2-1表 評価指標及びその内容 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上に

あると仮定して評価する。油の液面火災では，火炎面積の半

径が３m を超えると空気供給不足により大量の黒煙が発生し

輻射発散度が低減するが，本評価では保守的な判断を行うた

めに，火災規模による輻射発散度の低減がないものとする。 

輻射熱に対する設備の温度上昇を評価し，温度上昇がその

設備の熱許容限界値以下になるように発電用原子炉施設は離

隔距離を確保するものとする。 

(3) 評価対象範囲

評価ガイドに基づき，発電所敷地内に存在する石油類やヒ

ドラジン等の危険物タンク火災の影響評価を実施する。消防

法又は松江市火災予防条例に基づく届出対象施設（第 2-2 表）

より，評価対象とする危険物タンク等を抽出する（第 2-1 図

のフロー図）。発電所敷地内の発火源となる施設のうち，建

物内に設置している設備及び地下貯蔵タンクは外部への火災

が発生する可能性が低いことから除外し，危険物を貯蔵し屋

外に設置しているタンク等を想定発火源とする。発電所敷地

内における危険物施設等の位置を第 2-2 図に示す。 
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【抜粋】外部火災影響評価ガイド 

4.1 考慮すべき発電所敷地外の火災 

(2) 近隣の産業施設の火災・爆発

近隣の産業施設で発生した火災・爆発により，原子炉施設

が，その影響を受けないよう適切な防護措置が施されてお

り，その二次的な影響も含めて，原子炉施設の安全性を損な

うことのない設計とする。なお，発電所敷地外の 10km 以内

を発火点とし，森林等に延焼することによって発電所に迫る

場合は(1)の森林火災として評価する。（ただし，発電所敷地

内に存在する石油類やヒドラジンなどの危険物タンク火災

については，(3)の航空機墜落と同様に原子炉施設への熱影

響評価等を行う。） 

発電所構内には，危険物施設のほかにタンクローリ（990L

×2 台，4kL×4 台，16kL×1 台）を配備している。990L タ

ンクローリのうち 1 台には指定数量以下の軽油を貯蔵し，

訓練後の電源車や消防車等への燃料補給に使用するが，それ

以外のタンクローリは通常時「空」の状態で運用している。

通常時「空」の状態であるタンクローリは発火の可能性はな

いことから評価対象から除外する。同様に，発電所構内には

重油タンクがあるが，現在は当該タンクの重油を抜き危険物

貯蔵所として廃止届出をしており，重油タンク内の重油は

「空」であることから，評価対象から除外する。 

以上より，評価対象は，各号炉の軽油タンク，危険物を貯

蔵する車両（タンク ローリ），指定数量以下の危険物を貯蔵

する倉庫（K3/4 少量危険物倉庫）及びガスタービン車他燃

料供給設備（一般取扱所）となる。 

ここで，指定数量以下の危険物を貯蔵する車両等（タンク

ローリ）は，貯蔵量が少なく周辺監視区域外に設置・保管さ

れており，評価対象とした軽油タンク火災の評価に包絡され

補給時は監視人が立会を実施し，万が一の火災発生時は速や

かに消火活動が可能であることから，評価対象外とした。 

  敷地内の火災源及び爆発源となる設備及び評価対象施設の位

置を第 2.1-2 図に示す。 

【抜粋】外部火災影響評価ガイド 

固化材タンクの火災による熱影響を考慮し，固化材を可燃

性の「不飽和ポリエステル樹脂」から「セメント」に変更す

ることから，２号炉運転中において使用する予定はなく，「空」

の状態で運用するため，評価対象から除外する。 

同様にタンクローリについても，通常時「空」の状態で運

用しており，発火の可能性はないことから評価対象から除外

する。 

また，島根 3 号炉原子炉設置変更許可（平成 17 年 4 月 26

日付け 平成 15・12・18 原第 3 号）を踏まえて設置した「3

号炉非常用ディーゼル発電設備軽油タンク」については，平

成 27年 11 月 13 日付けで「危険物貯蔵所 廃止届出書」を所

轄消防に提出し，危険物貯蔵所としての使用を廃止し，軽油

を貯蔵しない運用としていることから評価対象から除外す

る。 

以上より，評価対象は，ガスタービン発電機用軽油タンク，

重油タンク，補助ボイラ等となる。 

ここで，補助ボイラ等は，評価対象としたガスタービン発

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

評価対象物の抽出結

果の相違 

４．１ 考慮すべき発電所敷地外の火災 

（２）近隣の産業施設の火災・爆発 

  近隣の産業施設で発生した火災・爆発により，原子炉施

設が，その影響を受けないような適切な防護措置が施され

ており，その二次的な影響も含めて，原子炉施設の安全性

を損なうことのない設計とする。なお，発電所敷地外の

10km 以内を発火点とし，森林等に延焼することによって発

電所に迫る場合は（１）の森林火災として評価する。（た

だし，発電所敷地内に存在する石油類やヒドラジンなどの

危険物タンク火災については，（３）の航空機墜落と同様

に原子炉施設への熱影響評価等を行う。） 
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るため熱影響評価は実施しない。 

同様に，指定数量以下の危険物を貯蔵する倉庫（K3/4 少

量危険物倉庫）は，評価対象とした軽油タンクと発電用原子

炉施設の距離に比べ離れた位置に配置しており，貯蔵量が少

ないため熱影響評価は実施しない。ガスタービン車他燃料供

給設備（一般取扱所）は各号炉の軽油タンクより離れた位置

に配置しており貯蔵量も少なく，軽油タンク火災評価に包絡

されることから熱影響評価は実施しない。また，他号炉の軽

油タンク（6 号炉評価時の 7 号炉軽油タンク）は，自号炉

の軽油タンクより距離が離れており自号炉の軽油タンク火

災評価に包絡されることから熱影響評価は実施しない。 

第 2-1 図 敷地内危険物施設のうち評価対象抽出フロー 第 2.1-1 図 敷地内の火災及び爆発評価対象抽出フロー 

電機用軽油タンク及び重油タンクと比べ貯蔵量が少なく，当

該評価に包絡されるため熱影響評価は実施しない。 

第 2-1 図 敷地内危険物施設のうち評価対象抽出フロー 
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第 2-2(a)表 危険物製造所等許可施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1-1 表 敷地内の火災源となる設備一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-2 表 危険物製造所等許可施設一覧（１／５） 
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第 2-2(b)表 危険物製造所等許可施設一覧 第 2-2 表 危険物製造所等許可施設一覧（２／５）
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第 2-2(c)表 危険物製造所等許可施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2-2 表 危険物製造所等許可施設一覧（３／５） 
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第 2-2 表 危険物製造所等許可施設一覧（４／５） 

第 2-2 表 危険物製造所等許可施設一覧（５／５） 
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第 2-3 表 指定数量以下の危険物 

第 2-2 図 危険物タンク及び危険物保存庫の位置（発電所全体） 

第 2.1-2 表 敷地内の爆発源となる設備一覧 

第 2.1-2 図 火災源及び爆発源となる設備及び評価対象施設の位置 

2.2 発電所敷地内危険物貯蔵設備の熱影響評価 

2.2.1 火災源となる設備の火災の想定 

  火災源となる設備の火災の想定は以下のとおりとした。 

(1) 想定条件

  ａ．火災源となる設備は 2.1 で抽出した溶融炉灯油タンクと

した。 

第 2-2 図 危険物タンクの位置（発電所全体） 
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(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

  ｂ．火災源となる設備の燃料は満載した状態を想定した。 

  ｃ．離隔距離は，評価上厳しくなるよう，a．で想定した火災

源となる設備位置から評価対象施設までの直線距離とし

た。 

  ｄ．火災源となる設備の破損等による防油堤内の全面火災を

想定した。 

  ｅ．気象条件は無風状態とした。 

  ｆ．火災は円筒火炎モデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3

倍とした。 

(2) 評価対象施設

原子炉建屋，タービン建屋，海水ポンプ室（非常用ディー

ゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

用海水ポンプ），主排気筒を評価対象施設とし，直接臨まない

使用済燃料乾式貯蔵建屋，非常用ディーゼル発電機（高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）及び放水路ゲートは

対象外とする。 

2.2.2 共通データの算出 

  各対象施設の外壁及び主排気筒に対する熱影響評価に必要と

なる共通データを算出する。 

(1) 火災源となる設備及び燃料に係るデータ

火災源となる設備及び燃料に係るデータを第 2.2.2-1 表に

示す。 

第 2.2.2-1 表 火災源となる設備及び燃料に係るデータ 

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 
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第 2-4 表 軽油タンク火災影響評価に必要なデータ 

(5) 燃焼半径の算出

防油堤には貯槽その他不燃障害物が存在し，火災面積はその

面積分だけ小さくなるが，防油堤全面火災のような大規模な火

災の場合は，多少の障害物も無視できる。したがって，本評価

では，防油堤面積と等しい円筒火炎を生ずるものと想定し，次

の式から燃焼半径 R[m]を算出する。 

R＝（S／π）0.5  

S：防油堤面積（火炎円筒の底面積）＝289［m2］ 

R＝（289／π）0.5＝9.59［m］ 

(6) 形態係数の算出

次の式から形態係数を算出する。

(2) 燃焼半径の算出

円筒火炎モデルとして評価を実施するため，燃焼半径は防

油堤面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出した。算

出結果を第 2.2.2-2 表に示す。 

Ｒ=√
Ｓ

π

Ｒ：燃焼半径(m)，Ｓ：防油堤面積（＝燃焼面積）(m２) 

第 2.2.2-2 表 火災源の燃焼半径 

第 2-3 表 危険物タンク火災影響評価に必要なデータ 

(5) 燃焼半径の算出

防油堤には貯槽その他の不燃障害物が存在し，火災面積は

その面積分だけ小さくなるが，防油堤全面火災のような大規

模な火災の場合は，多少の障害物も無視できる。したがって，

本評価では，防油堤面積と等しい円筒火炎を生ずるものと想

定し，次の式から燃焼半径 R[m]を算出する。 

（重油タンク） 

R＝（S／π）0.5 

S:防油堤面積（円筒火炎の底面積）＝491.7[m2] 

R＝（491.7／π）0.5＝12.51[m] 

（ガスタービン発電機用軽油タンク） 

R＝（S／π）0.5 

S:防油堤面積（円筒火炎の底面積）＝302.7[m2] 

R＝（302.7／π）0.5＝9.82[m] 

(6) 形態係数の算出

次の式から形態係数を算出する。
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φ：形態係数，L：離隔距離，H：火炎高さ，R：燃焼半径 

第 2-5 表 形態係数の算出結果 

(7) 輻射強度の算出

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式から輻射

強度を算出する。  

E＝Rf×φ  

E：輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 2-6 表 輻射強度の算出結果 
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m ただし，

φ：形態係数，L：離隔距離，H：火炎高さ，R:燃焼半径 

第 2-4-1 表 重油タンク No.1,2,3 の形態係数算出結果 

第 2-4-2 表 ガスタービン発電機用軽油タンクの 

形態係数算出結果 

(7) 輻射強度の算出

火災の火炎から任意の位置にある点(受熱点)の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式から輻射

強度を算出する。 

E＝Rf×φ 

E:輻射強度，Rf:輻射発散度，φ：形態係数 

第2-5-1表 重油タンクNo.1,2,3の輻射強度算出結果 
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(8) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値に

なる。 

MR

V
t

M

R

V
t









22 







　より，，

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]， M：質量低下速度[kg/m2･s]， 

ρ：密度[kg/m3]  

ここで，V＝565[m3]，M＝0.044[kg/m2･s]，ρ＝918[kg/m3] と

して，燃焼継続時間を求めると，  

v＝0.044／918＝4.793×10-5 [m/s] 

t＝565／（289×4.793×10-5）＝40788[s]＝11.3[h] 

（出典）質量低下速度，密度：NUREG-1805 

(9) 評価結果

a. 建屋外壁の温度評価

(a)許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

一般的にコンクリートの強度に影響がないとされる 200℃

とする。  

(3) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。算出結果を第 2.2.2-3 表に示す。 

  ｔ＝
Ｖ

πＲ
２
×ｖ

ｔ：燃焼継続時間(s)，Ｖ：燃料量(m３) 

Ｒ：燃焼半径(m)，ｖ：燃焼速度＝Ｍ／ρ(m／s) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s)，ρ：燃料密度(kg／m３) 

第 2.2.2-3 表 火災源となる設備の燃焼継続時間 

第2-5-2表 ガスタービン発電機用軽油タンクの 

輻射強度算出結果 

(8) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 

MR

V
t

M

R

V
t









22 







　より，，

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]，

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2・s]， 

ρ：密度[kg/m3] 

（重油タンクNo.1,2,3） 

ここで，V＝900[m3]，ρ＝1000[kg/m3]，M＝0.035[kg/m2・

s]として，燃焼継続時間を求めると，

v＝0.035／1000＝3.50×10-5[m/s] 

t＝900／（491.7×3.50×10-5）＝14.53[h] 

（ガスタービン発電機用軽油タンク） 

ここで，V＝560[m3]，ρ＝918[kg/m3]，M＝0.044[kg/m2・

s]として，燃焼継続時間を求めると，

v＝0.044／918＝4.79×10-5

t＝560／（302.7×4.79×10-5）＝10.73[h] 

（出典）質量低下速度，密度：NUREG-1805 

(9) 評価結果

ａ．建物外壁の温度評価

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）について

は，一般的にコンクリートの強度に影響がないとされる

200℃とする。 
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(b)耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとし

て，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より，コンク

リートの表面の温度上昇を求め，コンクリートの表面温度が

許容温度以下であるか評価を実施した。その結果，発電用原

子炉施設外壁の表面温度は約 119℃となり，許容温度を下回

ることを確認した（第 2-3 図）。 

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，日

本建築センター 

T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：コンクリート

表面の放射率（0.95）※，ｈ：コンクリート表面熱伝達率

[34.9W/m2K]※，ｋ：コンクリ ート熱伝導率[1.6W/mK]※， 

ρ：コンクリート密度[2200kg/m3]※，ｃ：コ ンクリート比

熱[879J/kgK]※，t：燃焼継続時間[s] 

※：建築設計竣工図書 原子炉建屋構造計算書 

(b) 耐火性能の評価結果

ア．重油タンク（No.1,2,3）

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの

間，一定の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温さ

れるものとして，下記の一次元非定常熱伝導方程式の

解の式より，コンクリートの表面の温度上昇を求め，

コンクリートの表面温度が許容温度以下であるか評

価を実施した。その結果，発電用原子炉施設外壁の表

面温度は約 52℃となり，許容温度を下回ることを確

認した。（第 2-3 図） 

𝑇 = 𝑇0 +
1

(
√𝑘𝜌𝑐

1.18ℎ√𝑡
+ 1)

ℎ
𝜀𝐸

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全 

設計，財団法人 日本建築センター 

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：コンクリ

ートの表面の放射率[0.94]※1，h：コンクリート表面熱伝

達率[23.3W/m2K]※2，k：コンクリート熱伝導率[1.6W/mK]

※2，ρ：コンクリート密度[2,200kg/m3]※2，c：コンクリ

ート比熱[879J/kgK]※2，t：燃焼継続時間[s] 

※1:伝熱工学資料，※2:原子炉建物 構造計算書
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第 2-3 図 外壁面の温度推移 

第2-3図 タービン建物外壁面の温度推移 

イ．ガスタービン発電機用軽油タンクの評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの

間，一定の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温さ

れるものとして，下記の一次元非定常熱伝導方程式の

解の式より，コンクリートの表面の温度上昇を求め，

コンクリートの表面温度が許容温度以下であるか評

価を実施した。その結果，発電用原子炉施設外壁の表

面温度は約 53℃となり，許容温度を下回ることを確

認した。（第 2-4 図） 

𝑇 = 𝑇0 +
1

(
√𝑘𝜌𝑐

1.18ℎ√𝑡
+ 1)

ℎ
𝜀𝐸

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全

設計，財団法人 日本建築センター 

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：コンク

リートの表面の放射率[0.94]※1，h：コンクリート表面

熱伝達率[23.3W/m2K]※2，k：コンクリート熱伝導率

[1.6W/mK]※2，ρ：コンクリート密度[2,200kg/m3]※2，c：

コンクリート比熱[879J/kgK]※2，t：燃焼継続時間[s]

※1:伝熱工学資料，※2:原子炉建物 構造計算書
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2.2.3 外壁に対する熱影響評価 

 (1) 評価対象範囲 

   評価対象施設の外壁について，溶融炉灯油タンクの火災を

想定して評価を実施した。 

 (2) 火災源となる設備と評価対象施設までの離隔距離 

   火災源となる設備と評価対象施設までの離隔距離を第

2.2.3-1 表に示す。 

 

第 2.2.3-1 表 火災源となる設備と評価対象施設までの離隔距離 

 
 

(3) 形態係数の算出 

   以下の式から形態係数を算出した。算出結果を第 2.2.3-2

表に示す。 

 

 

 

第2-4図 原子炉建物外壁面の温度推移 
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ただし 

ｍ＝
Ｈ

Ｒ
≒3 , ｎ＝

Ｌ

Ｒ
 , Ａ＝(1+ｎ)

２
+ｍ

２
 , Ｂ＝(1-ｎ)

２
+ｍ

２

Φ:形態係数，Ｌ:離隔距離(m)，Ｈ:炎の高さ(m)，Ｒ:燃焼半径(m) 

第 2.2.3-2 表 火災源となる設備の形態係数 

(4) 輻射強度の算出

火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻

射発散度に形態係数を掛けた値になる。算出結果を第2.2.3-3

表に示す。 

  Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

第 2.2.3-3 表 火災源となる設備の輻射強度 

(5) 判断の考え方

ａ．許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合において，コ

ンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃以下と

する。 

ｂ．評価結果 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度による入熱と対流による放熱を考慮した，下記の

一次元非定常熱伝導方程式の一般解の式よりコンクリート表
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面の温度上昇を求め，コンクリート表面の温度が許容温度以

下であるか評価した。 

なお，天井スラブは以下の理由により，外壁の評価に包絡

されるため実施しない。建屋外壁の評価概念図を第 2.2.3-1

図に示す。 

・火炎長が天井スラブより短い場合，天井スラブに輻射熱

を与えないことから熱影響はない。 

・火炎長が天井スラブより長い場合，天井スラブに輻射熱

を与えるが，その輻射熱は外壁に与える輻射熱より小さ

い。天井スラブの評価概念図を第 2.2.3-2 図に示す。 

・火炎からの離隔距離が等しい場合，垂直面（外壁）と水

平面（天井スラブ）の形態係数は，垂直面の方が大きい

ことから，天井スラブの熱影響は外壁に比べて小さい。 

Ｔ＝Ｔ0＋
２Ｅ√αｔ

λ
[

１

√π

exp(－
ｘ２

４αｔ
)－

ｘ

２√αｔ

erfc

(

ｘ

２√αｔ)]

Ｔ：表面から x(m)の位置の温度(℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※ 

κ：コンクリート温度伝導率(=λ／ρＣｐ)(7.7×10－７m２／s) 

ρ：コンクリート密度(2,400kg／m３) 

Ｃp：コンクリート比熱(880J／kg／K) 

λ：コンクリート熱伝導率(1.63W／m／K),Ｅ：輻射強度(W／m２) 

ｔ：燃焼継続時間(11,008s), x：コンクリート壁表面深さ(0m) 

※ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に保守性

を持たせた値

第 2.2.3-1 図 建屋外壁の評価概念図 
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第 2.2.3-2 図 天井スラブへの輻射熱の影響 

  コンクリート表面の温度上昇を評価した結果，許容温度200℃

以下であることを確認した。評価結果を第 2.2.3-4 表，第

2.2.3-4 図に示す。 

第 2.2.3-4 表 外壁に対する熱影響評価結果 

第 2.2.3-4 図 評価対象施設外壁表面の到達温度 

天井スラブ

建
屋
外
壁

屋内

天井スラブに輻射熱を与える範囲

外壁に輻射熱を与える範囲
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b. 軽油タンクの温度評価 

(a)許容限界値（許容限界温度）  

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

軽油の発火点225℃とする。 

 

(b)耐火性能の評価結果  

 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で軽油及び軽油タンクが昇温されるものとして，

下記の式より，軽油の温度上昇を求め，軽油の温度が許容温

度以下であるか評価を実施した。その結果，軽油の温度は約 

178℃となり，許容温度を下回ることを確認した。 

 

    
T0：初期温度[38℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：軽油タンク表

面の放射率（0.9）※1，h：軽油タンク表面熱伝達率[17W/m2K]

※2，S1＝S2：軽油タンク受熱・放熱面積[m2]，C:軽油タンク

及び軽油の熱容量[8.72×108J/K]，t： 燃焼継続時間[s] ， 

Tair：外気温度[℃] 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

島根 2号炉では，海水

ポンプは，屋外設置のた

め影響評価を実施 
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c. 燃料移送ポンプの温度評価

燃料移送ポンプは，軽油タンクの近傍に設置されており，

当該タンクにて火災が発生した場合，その輻射による熱影響

を受ける。このため，燃料移送ポンプを熱影響から防護する

ための防護板（断熱）をその周囲に設置する。第 2-4 図に

防護板（断熱）設置範囲の例を示す。 

以下，防護板（断熱）の設置を考慮した場合の熱影響評価

を実施する。 

(a)許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

端子ボックスパッキンの耐熱温度 100℃とする。パッキンの

耐熱温度は，JIS 規格に基づく耐熱性を決定するための試験

温度であり，この温度以下であれば，発火することなく，パ

ッキンとしての性能が維持できることから，燃料移送ポンプ

の機能に影響はない。 

(b)評価条件

(4) 必要データから(8) 燃焼継続時間に，以下の条件を加

えて評価する。 

第 2-4 図における①及び②の位置に設置する防護板（断

熱）は，防油堤により全ての面に輻射は当たらないが，全

面に輻射が当たる上面（③）の防護板（断熱）も含め，保

守的に，火炎から最短距離にて算出した最も厳しい条件の

輻射が①～③の全ての面に当たるものとする。なお，①～

③の防護板（断熱）に対する熱影響が支配的であることか

ら，これらについては評価上考慮するが，それ以外の面に

ついては，燃料移送ポンプエリアに接する面が小さく，コ

ンクリート製の防油堤もあること から評価上考慮しな

い。 

輻射が当たる面は，防護板（断熱）のみとして評価した防

護板（断熱）と燃料移送ポンプ間に防油堤が設置されてい

る箇所①については，防油堤による伝熱の低減は考慮しな

い。 

輻射を受けない面は，保守的に断熱とする。 

ｂ．海水ポンプの温度評価 

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）について

は，海水ポンプ電動機の下部軸受の許容温度55℃とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

島根 2号炉では，海水

ポンプは，屋外設置のた

め影響評価を実施 
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第 2-4 図 防護板（断熱）の設置概要と設置範囲の例 

（c）耐火性能の評価 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で燃料移送ポンプエリアに設置している防護板

（断熱）が昇温されるものとして，下記により，燃料移送ポ

ンプ周囲の最大温度（燃料移送ポンプの最大温度）を求め，

許容限界温度以下であるか評価を実施する。 

以下に概念図を示す。 

(b) 耐火性能の評価結果

ア．重油タンク（No.1,2,3）

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの

間，一定の輻射強度で海水ポンプの冷却空気が昇温さ

れるものとして，下記の式より海水ポンプの冷却空気

温度を求め，許容温度以下であるか評価を実施した。

その結果，海水ポンプの冷却空気温度は約23℃となり，

許容温度を下回ることを確認した。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝐸 × 𝐴𝑇

𝐺 × 𝐶𝑝

T0：通常運転時の上昇温度[22℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

AT：受熱面積[10.93m2]，G：重量流量[1.96kg/s]， 

Cp:空気比熱[1007J/(kg・K)]※1 

※1:伝熱工学資料

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

評価対象物の抽出結

果の相違 
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第 2-5 図 伝熱の概念図 

 

評価に必要なパラメータを以下に示す。 

 

 

第 2-7 表 燃料移送ポンプエリア温度算出時の 

入力パラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．ガスタービン発電機用軽油タンク 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの

間，一定の輻射強度で海水ポンプの冷却空気が昇温さ

れるものとして，下記の式より海水ポンプの冷却空気

温度を求め，許容温度以下であるか評価を実施した。

その結果，海水ポンプの冷却空気温度は約23℃となり，

許容温度を下回ることを確認した。 

 

𝑇 = 𝑇0 +
𝐸 × 𝐴𝑇

𝐺 × 𝐶𝑝
 

 

T0：通常運転時の上昇温度[22℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

AT：受熱面積[10.93m2]，G：重量流量[1.96kg/s]， 

Cp:空気比熱[1007J/(kg・K)]※1 

※1:伝熱工学資料 
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以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，防護

板（断熱）の内面並びに燃料移送ポンプエリア温度を求める。 

T：温度，t ：時刻，x ：防護板（断熱）からの距離，α：

熱拡散率 

防護板（断熱）及び防護板（断熱）内面温度上昇に伴う熱

負荷は次式で計算される。 

hin：防護板（断熱）内面熱伝達率,A：防護板（断熱）内

面の表面積， 

Tin： 防護板（断熱）内面温度，Troom：燃料移送ポンプエ

リア温度

燃料移送ポンプエリア温度は，軽油タンク火災による防護

板（断熱）内面温度上昇に伴う熱負荷がエリア内に蓄熱され

ることを考慮し，次式で求める。 

ρ：空気密度，C:空気比熱，V：ポンプエリア体積 

(d)耐火性能の評価結果

軽油タンク火災における燃料移送ポンプの評価結果を以下

に示す。 
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第 2-6 図 防護板（断熱）各部温度並びに燃料移送ポンプエリ

ア温度 

 

 

第 2-7 図 防護板（断熱）内部の温度分布 
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第 2-8 表 燃料移送ポンプ影響評価結果 

評価の結果，ポンプエリア（燃料移送ポンプ）の温度は約 

41℃となり，許容温度を下回ることを確認した。 

d. 主排気筒の温度評価

(a)許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

主排気筒鋼材の許容温度325℃とする。 

(b)耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で主排気筒が昇温されるものとして，下記の式よ

り主排気筒の最大温度を求め，許容温度以下であるか評価を

実施した。その結果，主排気筒の温度は約 83℃となり，許

容温度を下回ることを確認した。 

T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：主排気筒表面

の放射率（0.9）※1，h：主排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

ｃ．排気筒の温度評価 

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）について

は，排気筒鋼材の許容温度325℃とする。 

(b) 耐火性能の評価結果

ア．重油タンク（No.1,2,3）

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの

間，一定の輻射強度で排気筒が昇温されるものとして，

下記の式より，排気筒の最大温度を求め，許容温度以

下であるか評価を実施した。その結果，排気筒の温度

は約52℃となり，許容温度を下回ることを確認した。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝜀𝐸

2ℎ

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：排気筒表

面の放射率[0.9]※1，h：排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2:空気調和・衛生工学便覧

イ．ガスタービン発電機用軽油タンク

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの

間，一定の輻射強度で排気筒が昇温されるものとして，

下記の式より，排気筒の最大温度を求め，許容温度以

下であるか評価を実施した。その結果，排気筒の温度

は約52℃となり，許容温度を下回ることを確認した。 
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e. タービン建屋非常用電気品室の温度評価 

6 号及び 7 号炉の軽油タンクは山側にあり，タービン建屋

は海側にあることから，直接輻射熱が届くことはない。5 号炉

の軽油タンクは海側にあり輻射熱を受けることから熱影響評

価を実施する（第 2-8 図）。5 号炉軽油タンク火災時の6号炉

タービン建屋の熱影響評価を実施するにあたり使用するパラ

メータを以下に示す。また，(9)で熱影響評価を実施している 6 

号炉軽油タンク火災時の6号炉原子炉建屋での熱影響評価に使

用したパラメータを並べて示す。それぞれを比較すると，6 号

炉軽油タンク火災の方が防油堤面積が大きく，離隔距離が短

く，燃焼継続時間が長いことから，5 号炉軽油タンク火災時の 

6 号炉タービン建屋熱影響評価は 6 号炉原子炉建屋での熱影

響評価に包絡される。よって，5号炉軽油タンク火災時には，6 

号炉タービン建屋への熱影響はない。なお，5 号炉軽油タンク

から 7 号炉のタービン建屋までの距離は，6 号炉までの距離

より離 れていることから同様に熱影響はない。 

 

第 2-9 表 各建屋に対する軽油タンク火災の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

𝑇 = 𝑇0 +
𝜀𝐸

2ℎ
 

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：排気筒表

面の放射率[0.9]※1，h：排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2:空気調和・衛生工学便覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

6 号及び 7 号炉によ

って評価対象が相違 
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t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，S：防油堤面積[m2]，

v：燃焼速度[m/s]  

M：質量低下速度[kg/m2･s]，ρ：密度[kg/m3] 

第 2-8 図 非常用電気品室と危険物タンクまでの距離 

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，軽油タンクにおいて火災が発生した場合を

想定したとしても，許容限界温度を超えないことから，発電用

原子炉施設に熱影響をおよぼすことはないと評価する。 

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，重油タンク及びガスタービン発電機用軽

油タンクにおいて火災が発生した場合を想定したとしても，

許容限界温度を超えないことから，発電用原子炉施設に熱影

響を及ぼすことはないと評価する。 
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2.2.4 主排気筒に対する熱影響評価 

 (1) 評価対象範囲 

   主排気筒について，溶融炉灯油タンクの火災を想定して評

価を実施した。 

   なお，主排気筒の評価に当たっては，保守性を考慮して，

筒身よりも離隔距離の短くなる鉄塔について評価した。 

 (2) 評価対象施設の仕様 

主排気筒仕様を第 2.2.4-1 表に，主排気筒外形図を第

2.2.4-1 図に示す。 

 

第 2.2.4-1 表 評価対象施設の仕様 

 

第 2.2.4-1 図 評価対象施設の外形図 

 

 (3) 火災源となる設備から主排気筒までの離隔距離 

   火災源となる設備から主排気筒までの離隔距離を第

2.2.4-2 表に示す。 

 

第 2.2.4-2 表 火災源となる設備から主排気筒までの離隔距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

526



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(4) 形態係数の算出

第 2.2.4-3 表 火災源となる設備の形態係数 

(5) 輻射強度の評価

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数を掛けた値になる。算出結果を第

2.2.4-4 表に示す。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

第 2.2.4-4 表 火災源となる設備の輻射強度 

(6) 判断の考え方

ａ．許容温度 

主排気筒鉄塔（SS400，STK400）の許容温度は，火災時にお

ける短期温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が維

持される保守的な温度 325℃以下とする。 

ｂ．評価結果 

一定の輻射強度で主排気筒鉄塔が昇温されるものとして，

輻射による入熱量と対流による放熱量が釣り合うことを表し

た下記の温度評価式により主排気筒鉄塔表面の温度上昇を求
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め，表面温度が許容温度以下であるか評価した。 

なお，評価に当たって主排気筒は鉄塔と筒身で構成されて

いるが，筒身よりも鉄塔が火災源との距離が近いこと，材質

も鉄塔は SS400，STK400，筒身では SS400 であり，物性値が

鉄塔，筒身ともに軟鋼で同一であることから，鉄塔の評価を

実施することで筒身の評価は包絡される。主排気筒の評価概

念図を第 2.2.4-2 図に示す。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持たせた値

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面の形状や周囲の環

境条件を受け変化するが，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏

面の夏季，冬季の値が示されている。評価上放熱が少ない方が保守的である

ことから，これらのうち最も小さい値である 17W／m２／Kを用いる。） 

第 2.2.4-2 図 主排気筒の評価概念図 

主排気筒鉄塔表面の温度上昇を評価した結果，許容温度

325℃以下であることを確認した。評価結果を第 2.2.4-5 表に

示す。 

円筒火炎

対流による放熱

主排気筒
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第 2.2.4-5 表 評価対象施設に対する熱影響評価結果 

 

 

2.2.5 残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプに

対する熱影響評価 

 (1) 評価対象範囲 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポン

プ電動機は，海水ポンプ電動機高さより高い海水ポンプ室の壁

で囲まれており，側面から直接火災の影響を受けることはない

が，上面は熱影響を受ける可能性がある。評価においては，海

水ポンプ室の壁による遮熱効果を考慮せず，側面から直接火災

の影響を受けることを想定する。また，残留熱除去系海水系ポ

ンプ電動機及び非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプ電動機は，電動機本体

を全閉構造とした全閉外扇形の冷却方式であり，外部火災の影

響を受けた場合には，周囲空気の温度上昇により，冷却機能へ

の影響が懸念されることから，冷却空気の温度を評価対象とす

る。火災発生位置と海水ポンプの位置関係を第 2.2.5-1 図に示

す。 

電動機内部の空気冷却対象は固定子巻線及び軸受であり，そ

のうち許容温度が低い軸受温度の機能維持に必要となる冷却空

気の温度が，許容温度以下となることを確認する。 
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第 2.2.5-1 図 火災発生位置と海水ポンプの位置関係 

 

(2) 評価対象施設の仕様 

残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプの海

水ポンプ室内の配置図を第 2.2.5-2 図，外形図を第 2.2.5-3 図

に示す。仕様を第 2.2.5-1 表に示す。 

 

 

第 2.2.5-2 図 海水ポンプの配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海水ポンプ

：火災からの輻射熱

海水ポンプ室の上面は開放のため
一部熱が当たる可能性あり

海水ポンプ室

海
水
ポ
ン
プ
室
の
壁
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第 2.2.5-3 図 海水ポンプの外形図 

第 2.2.5-1 表 評価対象施設の仕様 

(3) 火災源となる設備から主排気筒までの離隔距離

残留熱除去系海水系ポンプ及び非常用ディーゼル発電機（高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水ポンプを内

包する海水ポンプ室から火災源までの離隔距離を第 2.2.5-2 表

に示す。 

第 2.2.5-2 表 火災源となる設備から海水ポンプ室までの 

離隔距離 
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(4) 形態係数の算出

  以下の式から形態係数を算出した。算出結果を第 2.2.5-3 表

に示す。 

第 2.2.5-3 表 火災源となる設備の形態係数 

(5) 輻射強度の評価

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数を掛けた値になる。算出結果を第

2.2.5-4 表に示す。 

  Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)，Φ：形態係数 

第 2.2.5-4 表 火災源となる設備の輻射強度 

(6) 判断の考え方

ａ．許容温度 

残留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発

電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水

ポンプ電動機の冷却空気の許容温度は，上部及び下部軸受の

うち，運転時の温度上昇が高い下部軸受の上昇温度を考慮し，

軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度を第 2.2.5-5 表

に示す。 
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第 2.2.5-5 表 下部軸受の機能維持に必要な冷却空気の許容温度 

  ｂ．評価結果 

 火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，残

留熱除去系海水系ポンプ電動機及び非常用ディーゼル発電

機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）用海水

ポンプ電動機が受ける輻射熱によって上昇する冷却空気温

度を求め，第 2.2.5-5 表に示す許容温度を下回るかを熱エ

ネルギの式より求まる下式で評価を実施した。評価に用い

た諸元を第 2.2.5-6 表に，評価概念図を第 2.2.5-4 図に示

す。 

Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ・Ａ

Ｇ・Ｃｐ

＋ΔＴ （式１） 

Ｔ：評価温度(℃)，Ｔ０：初期温度(39℃)※１，Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

Ｇ：重量流量(kg／s)，Ａ：輻射を受ける面積(m２) 

Ｃｐ：空気比熱(1,007J／kg／K)，ΔＴ：構造物を介した温度上昇（5℃）

※２

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温 38.4℃に保守性を持

たせた値 

※２ 航空機火災による構造物を介した冷却空気の温度上昇（ΔＴｂ＝

2.2℃）を包絡する 5℃に設定 

第 2.2.5-6 表 評価に用いた諸元 
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第 2.2.5-4 図 評価概念図 

 

   輻射熱によって上昇する冷却空気の到達温度を算出した結

果，許容温度以下であることを確認した。評価結果を第

2.2.5-7 表に示す。 

 

第 2.2.5-7 表 評価対象施設に対する熱影響評価結果 

 
 

2.3 爆風圧影響評価 

2.3.1 想定事象 

 (1) 評価対象とする爆発源となる設備は 2．1で抽出した，水素

貯槽とした。 

 (2) 水素貯槽は，ガスを満載した状態を想定した。 

 

2.3.2 爆発源となる設備及びガスに係るデータ 

  爆発源となる設備及びガスに係るデータを第 2.3.2-1 表に示

す。 
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第 2.3.2-1 表 爆発源となる設備及びガスに係るデータ 

 

 

2.3.3 危険限界距離の算出 

  評価ガイドに基づき，下式より危険限界距離を算出した結果，

危険限界距離が離隔距離以下であることを確認した。評価結果

を第 2.3.3-1 表に示す。 

 

   X=0.04×14.4√(K×1,000×W)
3

 

X:危険限界距離(m)，K：石油類の定数(-)，W：設備定数(-) 

 

第 2.3.3-1 表 爆発源となる設備と評価対象施設までの離隔距離 
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3. 構内危険物タンク以外の設備の火災影響評価  

評価対象範囲 

消防法又は柏崎市火災予防条例に基づく届出対象施設では

ない施設について，火災影響評価を実施する。評価対象とする

設備を危険物タンクと同様に第 3-1 図のフローに基づき抽出

する（第 3-1 表）。危険物を貯蔵し屋外に設置している設備を

想定発火源（主変圧器，水素ガストレーラー）とする。 

なお，薬品を取り扱う設備は輻射熱を受けない屋内設置であ

ること，外部への火災が発生する可能性が低いことから，評価

対象から除外する（第 3-2 表）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 敷地内貯蔵設備以外の影響評価 

3.1 評価対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  敷地内貯蔵設備以外の火災源又は爆発源となる設備を，第

3.1-1 図のフローに基づき抽出した。抽出結果を第 3.1-1 表に

示す。 

  ・貯蔵燃料の種類が同じ場合，貯蔵量が少なくかつ評価対象

施設までの離隔距離が長い設備は，貯蔵量が多くかつ評価

対象施設までの離隔距離が短い他設備に包絡されるため，

評価対象外とした。可搬型重大事故等対処設備及び自主設

備（第 3.1-2 表）についても，同じフローに基づき評価対

象を抽出した。 

  敷地内貯蔵設備以外の火災源又は爆発源となる設備及び評価

対象施設の位置を第 3.1-2 図に，可搬型重大事故等対処設備及

び自主設備の保管位置を第 3.1-3 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 構内危険物タンク以外の設備の火災影響評価 

(1) 評価対象範囲 

消防法又は松江市火災予防条例に基づく届出対象設備では

ない施設について，火災影響評価を実施する，評価対象とす

る設備を危険物タンクと同様に第3-1図のフローに基づき抽

出する（第3-1表）。危険物を貯蔵し屋外に設置している設備

を想定発火源（主変圧器，水素ガストレーラ）とする。 

なお，薬品を取り扱う設備は輻射熱を受けない屋内設置で

あること，外部への火災が発生する可能性が低いことから，

評価対象から除外する。 
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第 3-1 図 構内危険物タンク以外の設備のうち評価対象

抽出フロー 

第 3.1-1 図 敷地内貯蔵設備以外の設備の対象抽出フロー 第3-1図 構内危険物タンク以外の設備のうち 

評価対象抽出フロー 
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第 3-1(a)表 その他の危険物 第 3.1-1 表 敷地内貯蔵設備以外の火災源又は爆発源となる 

設備一覧 

第 3.1-2 図 火災源となる変圧器及び評価対象施設の設置位置 

第 3-1 表 その他の危険物 
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第 3-1(b)表 その他の危険物 第 3.1-2 表 可搬型重大事故等対処設備及び自主設備一覧 

第 3.1-3 図 可搬型重大事故等対処設備及び自主設備保管場所の 

設置位置 
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第 3-2 表 薬品類 

3.1 変圧器の火災影響評価について 

発電所敷地内の変圧器の火災に対して，より一層の安全性向

上の観点から，その火災が起こったとしても発電用原子炉施設

に影響を及ぼさないことを評価 するものである。 

3.1.1 評価対象変圧器 

評価対象は，5～7 号炉周辺の屋外（建屋屋上を含む）に設

置してある変圧器を対象とする。各変圧器の設置場所を第 

3.1.1-1 図，保有油量を第 3.1.1-1 表に示す。 

第 3.1.1-1 図 変圧器の位置 

3.1 変圧器の火災影響評価について 

発電所敷地内の変圧器の火災に対して，より一層の安全性向

上の観点から，その火災が起こったとしても発電用原子炉施設

に影響を及ぼさないことを評価するものである。 

3.1.1 評価対象変圧器 

評価対象は，２号炉周辺の屋外に設置してある変圧器を

対象とする。各変圧器の設置場所を第 3.1.1-1 図，保有油

量を第 3.1.1-1 表に示す。 

第 3.1.1-1 図 変圧器の位置 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，建物屋

上に変圧器等の評価対

象を設置していない 
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第 3.1.1-1 表 変圧器保有油量 

3.1.2 発電用原子炉施設（外壁面）及び屋外施設の影響評価 

(1) 変圧器の火災の想定

発電用原子炉施設周辺に設置されており，発電用原子炉施

設までの距離が近く，内包している絶縁油の多い主変圧器

を対象とする。なお，主変圧器の周辺に所内変圧器等も設

置しているが，防火壁を設置していることから，隣接変圧

器への延焼は考慮しない。

変圧器の損傷等による変圧器の全面火災を想定する。

変圧器防災設備（防火水幕装置）の消火機能等には期待し

ない。 

気象条件は無風状態とする。 

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 

倍とする。 

3.2 熱影響評価 

3.2.1 変圧器火災の想定 

  変圧器火災の想定は以下のとおりとした。 

(1) 想定条件

  ａ．評価対象とする火災源は 3.1 で抽出した主要変圧器，所

内変圧器２Ａ及び起動変圧器２Ｂとした。なお，隣接す

る変圧器間には耐火壁があるため，隣接変圧器への延焼

は考慮しない。 

  ｂ．変圧器の防火設備の消火機能等※には期待しない。 

  ｃ．離隔距離は，評価上厳しくなるよう，a．で想定した変圧

器設置位置から評価対象施設までの直線距離とした。 

  ｄ．変圧器の破損等による変圧器の全面火災を想定した。 

  ｅ．気象条件は無風状態とした。 

  ｆ．火災は円筒火炎モデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3

倍とした。 

※ 変圧器の防火対策として，水噴霧の自動消火設備を設置している

ことに加え，耐震性向上対策を行っている。（別紙 6.4） 

第 3.1.1-1 表 変圧器保有油量 

3.1.2 発電用原子炉施設（外壁面）及び屋外施設の影響評価 

(1) 変圧器の火災の想定

・発電用原子炉施設周辺に設置されており，発電用原子炉

施設までの距離が近く，内包している絶縁油の多い主変

圧器を対象とする。なお，主変圧器の周辺に所内変圧器

等も設置しているが，防火壁を設置していることから，

隣接変圧器への延焼は考慮しない。

・変圧器の損傷等による変圧器の全面火災を想定する。

・変圧器消火設備の消火機能等には期待しない。

・気象条件は無風状態とする。

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の

３倍とする。
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(2) 評価手法の概要

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する変圧器の火災影

響の有無の評価を目的としている。具体的な評価指標とその

内容を以下に示す。 

第 3.1.2-1 表 評価指標及びその内容 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上に

あると仮定して評価する。 

※：油の液面火災では，火炎面積の半径が 3m を超えると

空気供給不足により大量の黒煙が発生し輻射発散度

が低減するが，本評価では保守的な判断を行うため

に，火災規模による輻射発散度の低減がないものとす

る。 

(3) 評価対象範囲

5～7 号炉周辺の屋外には，主変圧器，所内変圧器，起動

変圧器，励磁変圧器が存在するが，貯蔵量の多い主変圧器を

評価対象とする。 

」 

(2) 輻射強度の算定

油火災において任意の位置にある輻射強度（熱）を計算に

より求めるため，火炎の高さ（輻射体）を半径の 3倍にした

円筒火炎モデルを採用した。 

3.2.2 共通データの算出 

  各対象施設の外壁に対する熱影響評価に必要となる共通デー

タを算出する。

(1) 変圧器及び燃料に係るデータ

変圧器及び燃料に係るデータを第 3.2.2-1 表に示す。 

第 3.2.2-1 表 火災源の輻射強度 

(2) 評価手法の概要

本評価は，島根原子力発電所に対する変圧器の火災影響の

有無の評価を目的としている。具体的な評価指標とその内容

を以下に示す。 

第3.1.2-1表 評価指標及びその内容 

上記の評価指標は，受熱面が輻射体の底部と同一平面上にある

と仮定して評価する。 

※：油の液面火災では，火炎面積の半径が３m を超えると空気

供給不足により大量の黒煙が発生し輻射発散度が低減する

が，本評価では保守的な判断を行うために，火災規模によ

る輻射発散度の低減がないものとする。 

(3) 評価対象範囲

２号炉周辺の屋外には，主変圧器，所内変圧器，起動変圧

器が存在するが，貯蔵量の多い主変圧器を評価対象とする。 
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(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 3.1.2-2 表 変圧器火災影響評価に必要なデータ 

第 3.1.2-1 図 変圧器の投影面積 

(5) 燃焼半径の算出

変圧器周りの防油堤には玉砂利が敷き詰められているこ

と，及び漏えいした油を回収する防災地下タンクを設置して

いることから防油堤の全面火災が生じることは考えにくい。

よって，変圧器本体の全面火災により円筒火炎を生じること

(2) 燃焼半径の算出

変圧器周りの防油堤には玉砂利が敷き詰められていること

及び漏えいした油を回収する地下タンクを設置していること

から，防油堤の全面火災が生じることはない。したがって，

変圧器本体の全面火災により円筒火炎を生じることとし，燃

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第3.1.2-2表 主変圧器火災影響評価に必要なデータ

第 3.1.2-1 図 主変圧器の投影面積 

(5) 燃焼半径の算出

変圧器周りの防油堤には玉砂利が敷き詰められているこ

と，及び漏えいした油は，装置下の防油堤内に滴下すること

から防油堤の全面火災が生じることは考えにくい。よって，

変圧器本体の全面火災により円筒火炎を生じることとし，燃
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とし，燃焼面積は変圧器の投影面積に等しいものとする。し

たがって，燃焼半径は変圧器の投影面積を円筒の底面と仮定

し算出する。6 号炉主変圧器について示す。（ ）内は 7 

号炉。  

R＝（S／π）0.5 

S：投影面積（火炎円筒の底面積）＝150［m2］（155[m2]） 

R＝（150／π）0.5＝6.91［m］（7.03[m]） 

(6) 形態係数の算出

次の式から形態係数を算出する。 

  φ：形態係数，L：離隔距離，H：火炎高さ，R：燃焼半径 

第 3.1.2-3 表 形態係数の算出結果 

(7) 輻射強度の算出

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式から輻射

強度を算出する。  

E＝Rf×φ 

E：輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

焼面積は変圧器の投影面積に等しいものとして燃焼半径を算

出する。変圧器の投影面積を第 3.2.2-1 図に，算出結果を第

3.2.2-2 表に示す。 

Ｒ=√
Ｓ

π

Ｒ：燃焼半径(m)，Ｓ：防油堤面積（＝燃焼面積）(m２) 

第 3.2.2-1 図 変圧器の投影面積 

第 3.2.2-2 表 火災源の燃焼半径 

焼面積は変圧器の投影面積に等しいものとする。したがって，

燃焼半径は変圧器の投影面積を円筒の底面と仮定し算出す

る。 

R＝（S／π）0.5 

S：投影面積（火炎円筒の底面積）＝35.7[m2] 

R＝（35.7／π）0.5＝3.37[m] 

(6) 形態係数の算出

次の式から形態係数を算出する。






















































 

)1(

)1(
tan

1

)1(

)1(
tan

)2(

1
tan

1 11

2

1

n

n

nnB

nA

ABn

nAm

n

m

n 


2222 )1(,)1(,,3 mnBmnA
R

L
n

R

H
m ただし，

φ：形態係数，L：離隔距離，H:火炎高さ，R：燃焼半径 

第3.1.2-3表 形態係数の算出結果 

(7) 輻射強度の算出

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数をかけた値となる。次式から輻射

強度を算出する。 

E＝Rf×φ 

E：輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 
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第 3.1.2-4 表 輻射強度の算出結果 

(8) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。6 号炉主変圧器について示す。（ ）内は 7 

号炉。 

，





M

R

V
t 




2

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s] ，M：質量低下速度[kg/m2･s]， 

ρ：密度[kg/m3] 

ここで，V＝200[m3]（214[m3]），M＝0.035[kg/m2･s]，ρ＝

960[kg/m3] として，燃焼継続時間を求めると， 

v＝0.035／960＝3.645×10-5 [m/s] 

t ＝ 200 ／ （ 150×3.645×10-5 ） ＝ 36553[s] ＝ 10.1[h]

（10.4[h]） 

（出典）質量低下速度，密度：NUREG-1805 

(9) 評価結果

a. 建屋外壁の温度評価

(a)許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

一般的にコンクリートの強度に影響がないとされる 200℃

とする。  

(b)耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

(3) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。算出結果を第 3.2.2-3 表に示す。 

  ｔ＝
Ｖ

πＲ
２
×ｖ

ｔ：燃焼継続時間(s)，Ｖ：燃料量(m３) 

Ｒ：燃焼半径(m)，ｖ：燃焼速度＝Ｍ／ρ(m／s) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s)，ρ：燃料密度(kg／m３) 

第 3.2.2-3 表 各変圧器の燃焼継続時間 

第3.1.2-4表 輻射強度の算出結果 

(8) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値に

なる。 

MR

V
t

M

R

V
t









22 







　より，，

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2・s]， 

ρ：密度[kg/m3] 

ここで，V＝77[m3]，M＝0.035[kg/m2・s]，ρ＝1000[kg/m3]

として，燃焼継続時間を求めると， 

v＝0.035/1000＝3.50×10-5 

t＝77/（35.7×3.50×10-5）＝17.12[h] 

（出典）質量低下速度，密度：NUREG-1805 

(9) 評価結果

ａ．建物外壁の温度評価

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容温度）については，

一般的にコンクリートの強度に影響がないとされる

200℃とする。 

(b) 耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，
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の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるものとし

て，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より，コンク

リートの表面の温度上昇を求め，コンクリートの表面温度が

許容温度以下であるか評価を実施した。その結果，発電用原

子炉施設外壁の表面温度は約184℃となり，許容温度を下回

ることを確認した。 

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，

日本建築センター 

T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：コンクリー

ト表面の放射率（0.95）※，ｈ：コンクリート表面熱伝達

率[34.9W/m2K]※，ｋ：コンクリ ート熱伝導率[1.6W/mK]※， 

ρ：コンクリート密度[2200kg/m3]※，ｃ：コ ンクリート

比熱[879J/kgK]※，t：燃焼継続時間[s] 

※：建築設計竣工図書 原子炉建屋構造計算書 

3.2.3 外壁に対する熱影響評価 

(1) 評価対象範囲

評価対象施設の外壁について，主要変圧器，所内変圧器２

Ａ及び起動変圧器２Ｂの火災を想定して評価を実施した。 

(2) 変圧器と評価対象施設までの離隔距離

変圧器と評価対象施設までの離隔距離を第 3.2.3-1 表に示

す。 

一定の輻射強度で発電用原子炉施設外壁が昇温されるも

のとして，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式よ

り，コンクリートの表面の温度上昇を求め，コンクリー

トの表面温度が許容温度以下であるか評価を実施した。

その結果，発電用原子炉施設外壁の表面温度は約 187℃

となり，許容温度を下回ることを確認した。 

𝑇 = 𝑇0 +
1

(
√𝑘𝜌𝑐

1.18ℎ√𝑡
+ 1)

ℎ
𝜀𝐸

出典：原田和典，建築火災のメカニズムと火災安全設計，

財団法人 日本建築センター 

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：コンクリ

ートの表面の放射率[0.94]※1，h：コンクリート表面熱伝

達率[23.3W/m2K]※2，k：コンクリート熱伝導率[1.6W/mK]

※2，ρ：コンクリート密度[2,200kg/m3]※2，c：コンクリ

ート比熱[879J/kgK]，t：燃焼継続時間[s] 

※1:伝熱工学資料，※2:原子炉建物 構造計算書
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第 3.2.3-1 表 各変圧器と評価対象施設までの離隔距離 

 

 

 (3) 形態係数の算出 

   以下の式から形態係数を算出した。算出結果を第 3.2.3-2

表に示す。 

 

 

第 3.2.3-2 表 各変圧器の形態係数 

 

 

(4) 輻射強度の評価 

   火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻

射発散度に形態係数を掛けた値になる。算出結果を第3.2.3-3

表に示す。 

   Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 
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第 3.2.3-3 表 各変圧器の輻射強度 

(5) 判断の考え方

ａ．許容温度 

火災時における短期温度上昇を考慮した場合において，コ

ンクリート圧縮強度が維持される保守的な温度 200℃を許容

温度とする。 

ｂ．評価結果 

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で外壁が昇温されるものとして，下記の一次元非

定常熱伝導方程式の一般解の式よりコンクリート表面の温度

上昇を求め，コンクリート表面の温度が許容温度以下である

か評価した。建屋外壁の評価概念図を第 3.2.3-1 図に示す。 

・火炎長が天井スラブより短い場合，天井スラブに輻射熱を

与えないことから熱影響はない。 

・火炎長が天井スラブより長い場合，天井スラブに輻射熱を

与えるが，その輻射熱は外壁に与える輻射熱より小さい。

天井スラブの評価概念図を第 3.2.3-2 図に示す。 

・火炎からの離隔距離が等しい場合，垂直面（外壁）と水平

面（天井スラブ）の形態係数は，垂直面の方が大きいこと

から，天井スラブの熱影響は外壁に比べて小さい。 

Ｔ＝Ｔ0＋
２Ｅ√αｔ

λ
[

１

√π

exp(－
ｘ２

４αｔ
)－

ｘ

２√αｔ

erfc

(

ｘ

２√αｔ)]

Ｔ：表面から x(m)の位置の温度(℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

κ：コンクリート温度伝導率(=λ／ρＣｐ)(7.7×10－７m２／s) 

ρ：コンクリート密度(2,400kg／m３) 

Ｃp：コンクリート比熱(880J／kg／K) 

λ：コンクリート熱伝導率(1.63W／m／K),Ｅ：輻射強度(W／m２) 

ｔ：燃焼継続時間(s), x：コンクリート壁表面深さ(0m) 
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※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に

保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱

面の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，一般

的な値として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏

季，冬季の値が示されている。評価上放熱が少ない

方が保守的であることから，これらのうち最も小さ

い値である 17W／m２／Kを用いる。） 

第 3.2.3-1 図 建屋外壁の評価概念図 

第 3.2.3-2 図 天井スラブの評価概念図 

ただし，上式で算出した建屋表面温度が許容温度である 200℃

を超える場合には，周囲への放熱を考慮した次式を用いて算出す

る。なお，現実的に起こり得る放熱量を上回ることがないよう，

放熱量が低くなる保守的な条件を設定した。 

Ｔ＝Ｔ０＋
Ｅ

ｈ
[１－exp(

ｈ２

λρＣｐ

ｔ) erfc(√
ｈ２ｔ

λρＣｐ

)] 
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b. 軽油タンクの温度評価 

(a)許容限界値（許容限界温度）  

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

軽油の発火点225℃とする。 

 

(b)耐火性能の評価結果 

 火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で軽油及び軽油タンクが昇温されるものとし

て，下記の式より，軽油の温度上昇を求め，軽油の温度が許

Ｔ：表面から x(m)の位置の温度(℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

ρ：コンクリート密度(2,400kg／m３) 

Ｃp：コンクリート比熱(880J／kg／K) 

λ：コンクリート熱伝導率(1.63W／m／K),Ｅ：輻射強度(W／m２) 

ｔ：燃焼継続時間(11,008s), x：コンクリート壁表面深さ(0m) 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に保

守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面

の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，一般的な値

として垂直外壁面，屋根面及び上げ裏面の夏季，冬季の

値が示されている。評価上放熱が少ない方が保守的であ

ることから，これらのうち最も小さい値である 17W／m２

／Kを用いる。） 

 

   コンクリート表面の温度上昇を評価した結果，許容温度

200℃以下であることを確認した。評価結果を第 3.2.3-4 表に

示す。 

 

第 3.2.3-4 外壁に対する熱影響評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

島根 2号炉では，海水

ポンプは，屋外設置のた

め影響評価を実施 
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容温度以下であるか評価を実施した。その結果，軽油の温度

は約 42℃となり，許容温度を下回ることを確認した。 

T0：初期温度[38℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：軽油タンク表

面の放射率（0.9）※1，h：軽油タンク表面熱伝達率[17W/m2K]

※2，S1＝S2：軽油タンク 受熱・放熱面積[m2]，C:軽油タンク

及び軽油の熱容量[8.72×108J/K]，t：燃焼継続時間[s]，

Tair：外気温度[℃]

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

c. 燃料移送ポンプの温度評価

(a)許容限界値（許容限界温度）

燃料移送ポンプの許容限界値（許容限界温度）が端子ボッ

クスパッキンの耐熱温度100℃であることを踏まえ，燃料移

送ポンプの周囲に設置されている防護板（鋼板）の許容温度

を当該ポンプの許容限界温度と同様の 100℃とする。 

(b)耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で燃料移送ポンプの防護板（鋼板）が昇温される

ものとして，下記の一次元非定常熱伝導方程式の解の式より

防護板（鋼板）の最大温度を求め，防護板（鋼板）の温度が

許容温度以下であるか評価を実施した。その結果，燃料移送

ポンプの温度は 71℃となり，許容温度を下回ることを確認

した。 

T0：初期温度[55℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：防護板（鋼

板）外面の放射率（0.9）※1，h：防護板（鋼板）表面熱伝

達率[17W/m2K]※2，S：防護板（鋼板）放熱面積[32.4m2]（S/2：

受熱面積は外面のみ），C:防護板（鋼板）の熱容量 [2.41

×106J/K]，t：燃焼継続時間[s]，Tair：外気温度[55℃] 

※1:伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

ｂ．海水ポンプの温度評価 

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）について

は，海水ポンプ電動機の下部軸受の許容温度55℃とする。 

(b) 耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度で海水ポンプの冷却空気が昇温されるも

のとして，下記の式より海水ポンプの冷却空気温度を求

め，許容温度以下であるか評価を実施した。その結果，

海水ポンプの冷却空気温度は約 30℃となり，許容温度を

下回ることを確認した。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝐸×𝐴𝑇

𝐺×𝐶𝑝

T0：通常運転時の上昇温度[22℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

AT：受熱面積[10.93m2]，G：重量流量[1.96kg/s]， 

Cp:空気比熱[1007J/(kg・K)]※1 

※1:伝熱工学資料

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根 2号炉では，軽油

タンク，燃料移送ポン

プ，非常用ディーゼル発

電機は，地下構造等の屋

内設備のため影響評価

対象外。 

島根 2号炉では，海水

ポンプは，屋外設置のた

め影響評価を実施 
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d. 主排気筒の温度評価

(a)許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）については，

主排気筒鋼材の許容温度325℃とする。 

(b)耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度で主排気筒が昇温されるものとして，下記の

式より主排気筒の最大温度を求め，許容温度以下であるか

評価を実施した。その結果，主排気筒の温度は約132℃と

なり，許容温度を下回ることを確認した。 

T0：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]， 

ε：主排気筒表面の放射率（0.9）※1， 

h：主排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，変圧器において火災が発生した場合を想

定したとしても，許容限界温度を超えないことから，発電用

原子炉施設に熱影響をおよぼすことはないと評価する。 

ｃ．排気筒の温度評価 

(a) 許容限界値（許容限界温度）

本評価で用いる許容限界値（許容限界温度）について

は，排気筒鋼材の許容温度 325℃とする。 

(b) 耐火性能の評価結果

火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度で排気筒が昇温されるものとして，下記

の式より，排気筒の最大温度を求め，許容温度以下であ

るか評価を実施した。その結果，排気筒の温度は約 52℃

となり，許容温度を下回ることを確認した。 

𝑇 = 𝑇0 +
𝜀𝐸

2ℎ

T０：初期温度[50℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：排気筒表

面の放射率[0.9]※1，h：排気筒表面熱伝達率[17W/m2K]※2 

※1：伝熱工学資料，※2:空気調和・衛生工学便覧

(10) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，変圧器において火災が発生した場合を想

定したとしても，許容限界温度を超えないことから，発電用

原子炉施設に熱影響を及ぼすことはないと評価する。 
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3.2.4 放水路ゲートに対する熱影響評価 

 (1) 評価対象範囲 

   放水路ゲートについて主要変圧器及び所内変圧器２Ａの火

災を想定して評価を実施した。 

(2) 評価対象施設の仕様 

放水路ゲート駆動装置の外殻となる放水路ゲート駆動装置

機械室の仕様を第 3.2.4-1 表に，外形図を第 3.2.4-1 図に示

す。 

 

第 3.2.4-1 表 評価対象施設の仕様 

 

第 3.2.4-1 図 評価対象施設の外形図 

 

 (3) 火災源となる設備から放水路ゲートまでの離隔距離 

   火災源となる設備から放水路ゲートまでの離隔距離を第

3.2.4-2 表に示す。 

 

第 3.2.4-2 表 火災源となる設備から放水路ゲートまでの 

離隔距離 

 

 

 (4) 形態係数の算出 

   以下の式から形態係数を算出した。算出結果を第 3.2.4-3

表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

島根 2号炉は，評価対

象となる津波防護施設

はない 
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第 3.2.4-3 表 火災源となる設備の形態係数 

(5) 輻射強度の評価

火災の火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度

は，輻射発散度に形態係数を掛けた値になる。算出結果を第

3.2.4-4 表に示す。 

Ｅ＝Ｒｆ・Φ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，Ｒｆ：輻射発散度(W／m２)， 

Φ：形態係数 

第 3.2.4-4 表 火災源となる設備の輻射強度 

(6) 判断の考え方

ａ．許容温度 

放水路ゲート駆動装置機械室外殻の許容温度は，火災時に

おける短期温度上昇を考慮した場合において，鋼材の強度が

維持される保守的な温度 325℃以下とする。 
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 ｂ．評価結果 

   一定の輻射強度で放水路ゲート駆動装置機械室外殻が昇温

されるものとして，輻射による入熱量と対流による放熱量が

釣り合うことを表した下記の温度評価式により放水路ゲート

駆動装置機械室外殻表面の温度上昇を求め，表面温度が許容

温度以下であるか評価した。放水路ゲートの評価概念図を第

3.2.4-2 図に示す。 

 

   Ｔ＝Ｔ0＋
Ｅ

2ｈ
  

Ｔ：許容温度(325℃),Ｔ０：初期温度(50℃)※１ 

Ｅ：輻射強度(W／m２)，ｈ：熱伝達率(17W／m２／K)※２ 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温

38.4℃に保守性を持たせた値 

※２ 空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，

受熱面の形状や周囲の環境条件を受け変化する

が，一般的な値として垂直外壁面，屋根面及び

上げ裏面の夏季，冬季の値が示されている。評

価上放熱が少ない方が保守的であることから，

これらのうち最も小さい値である 17W／m２／K

を用いる。） 

 

 

第 3.2.4-2 図 放水路ゲートの評価概念図 

 

   放水路ゲート駆動装置外殻表面の温度上昇を評価した結

果，許容温度 325℃以下であることを確認した。評価結果を

第 3.2.4-5 表に示す。 
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3.1.3 発電用原子炉施設（屋上）の影響評価 

コントロール建屋の屋上に設置している原子炉冷却材再循

環ポンプ可変周波数電源装置入力変圧器に対しては，(1)～(3)

のような設計上の配慮がなされて いる。 

(1)火災の発生防止

変圧器は基準地震動に対して絶縁油が漏えいしない設計

としていることから，地震の際に漏えい・火災発生のおそれ

はない（別紙 6－1 参照）。中越沖地震以前の主変圧器等の

設置状況とは異なり，変圧器・ブッシング等がコントロール

建屋屋上に設置されており，同一の躯体上にあることから相

対変位を生じることはなく，地盤沈下に伴うブッシング部の

破損による漏えいや火災発生はない。 

また中越沖地震後の点検においても異常は確認されてい

ない。定期的な点検や絶縁油分析を行い，信頼性を確保して

いる。なお，更なる安全性向上の観点から，万が一絶縁油が

漏えいした場合であっても，他号炉側の原子炉冷却材再循環

ポンプ可変周波数電源装置入力変圧器へ絶縁油が流出する

ことを防止するため防油堰を設ける。（第 3.1.3-1 図） 

(2) 火災の感知，消火

変圧器のエリアは中央制御室より ITV による状況の確認

が可能である。また，油火災に対応した大型消火器を設置し

ている。なお，更なる安全向上の観点から，感知器の設置を

行い，早期の検知，消火が可能な設計とする。 

「危険物の規制に関する規則」（昭和 34 年総理府令第 55 

号）では，「危険物は，指定数量の十倍を一所要単位とする

こと」と定めており，変圧器絶縁油（第4類 第3石油類非水

溶性）の指定数量が 2,000ℓであることをふまえると所要単

第 3.2.4-5 表 評価対象施設に対する熱影響評価結果 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2 号炉は，建物屋

上に変圧器等の評価対

象を設置していない 
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位は3.1単位となる。変圧器近傍には油火災用 B-20（20 単

位）の能力を持った消火器を各号炉 1 台備え付けており所

要能力を満たしている。 

なお，同様の考え方から，JEAG 5002「変電所等における

防火対策指針」では，「消火器具の所要能力単位は，全主要

変圧器内に貯蔵された絶縁油量を20,000ℓで除した値以上」

と定めており，当該エリアでは同じく 3.1 単位が必要な能

力値となる。 

 

(3) 火災の影響軽減  

コントロール建屋の屋上面や，周辺建屋はその外壁の厚さ

により，変圧器火災の影響を受けない設計としている。

（3.1.3.2 変圧器の火災による発電用原子炉施設（屋上）へ

の影響参照） 

以上のように，原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源

装置入力変圧器に対しては，火災防護上の対策がなされてい

ることから，安全施設への影響はないと考えられるが，以下

では万が一火災が生じた場合の影響評価を実施する。 

単なる漏えいでは周囲に火源がないことから，火災には至

らない。したがって，火災としては，地絡，短絡等電気事故

に伴うものが考えられるが，事故時には保護継電器が作動し

事故電流を遮断し，仮に過熱により内圧が上昇した場合でも

変圧器上部に設置した放圧装置により放圧する構造である

ため，タンクは損傷には至らず，変圧器上部での火災となる。

放圧する場合でも変圧器内は窒素ガスが封入されており変

圧器上部には窒素ガスの層があることと，受け容器へ導かれ

ることから油が吹き出すことはない。燃焼する位置は，酸素

供給の観点から放圧装置等が設置されている上部が考えら

れ，この場合，タンクの貫通部である放熱器フランジについ

ては，液位が高い間には絶縁油の液相部に浸っており火炎に

さらされないことから，著しい漏えいは生じない。（第

3.1.3-2 図） 

以上を踏まえ，変圧器は設計基準地震動に対して漏えいし

ない設計としており，複数台の同時火災は想定されないた

め，変圧器1台の投影面積での火災を想定し評価する。 
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第 3.1.3-1 図 変圧器・防油堰配

第 3.1.3-2 図 変圧器火災の概要図 

3.1.3.1変圧器の火災における延焼の危険性 

原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置入力変圧器

において，火災が起こったとしても周囲の変圧器に影響を及ぼ

さないことを評価するもので ある。 

(1) 変圧器の火災の想定の条件

周囲への熱影響を考慮し，保有油量が最大である 6 号炉

原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置(B-2)入力

変圧器の全面火災を想定する。 

配置上，油量が最大である 6 号炉原子炉冷却材再循環ポ

ンプ可変周波数電源装置(B-2)入力変圧器と向かい合い，

油量が少なく最も接近している7号炉原子炉冷却材再循環

ポンプ可変周波数電源装置(A-1)入力変圧器が輻射熱を受

ける状態を想定する。受熱面は下面と裏面を除く全ての面
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とし，表面以外の面は発熱源に最も近い表面と同等の輻射

熱を受けるものとする。また，輻射熱を受けない面は保守

的に断熱とし，大気への放熱は輻射を受ける面（下面と裏

面を除く全ての面）からのみなされるものとする。（第 

3.1.3.1-1 図） 

発熱側・受熱側とも絶縁油を満載した状態を想定する。 

変圧器の近傍に配備している大型消火器による消火には

期待しない。 

気象条件は無風状態とする。 

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 

倍とする。 

 

第 3.1.3.1-1 図 変圧器輻射影響範囲の概要図 

 

 

 

(2) 評価対象範囲  

評価対象範囲は，コントロール建屋の屋上に設置している

全ての変圧器及び発電機とする。発熱側は油量が最も多く燃

焼時間が長い 6 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数

電源装置(B-2)入力変圧器，受熱側は油量が少なく最も接近

している 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源

装置(A-1)入力変圧器とすることにより，他の変圧器等は本

評価に包絡される。 

 

(3) 必要データ 評価に必要なデータを以下に示す。 
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第 3.1.3.1-1 表 変圧器火災影響評価に必要なデータ 

(4) 燃焼半径の算出

6 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置

(B-2)入力変圧器本体の全面火災により円筒火炎を生じるこ

ととし，燃焼面積は変圧器の投影面積に等しいものとする。

したがって，燃焼半径は変圧器の投影面積を円筒の底面と仮

定し算出する。 

R＝（S／π）0.5 S：投影面積（火炎円筒の底面積）＝23.9

［m2］  

R＝（23.9／π）0.5＝2.75［m］ 

(5) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値に

なる。 

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]，v：

燃焼速度[m/s]  

M：質量低下速度[kg/m2･s]，ρ：密度[kg/m3]，m：質量[kg] 

ここで，V＝13.7[m3]，M＝0.035[kg/m2･s] ，ρ＝960[kg/m3]

として，燃焼継続時間を求めると， 

v＝0.035/960＝3.645×10-5[m/s] 

t＝13.7／（23.9×3.645×10-5）＝15708[s]＝4.36[h] 

(6) 危険輻射強度の算出

6 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置

(B-2)入力変圧器の火災が発生した時間から燃料が燃え尽き
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るまでの間，一定の輻射強度で 7 号炉原子炉冷却材再循環

ポンプ可変周波数電源装置(A-1)入力変圧器が昇温されるも

のとする。輻射による入熱量と対流熱伝達による放熱量の差

が変圧器の温度上昇に寄与することを表した下記の式から，

重油の温度 T が 200℃※1 となる危険輻射強度を求める。 

T0：変圧器初期温度[55℃]，Tair：外気温度 38[℃]，E：輻射

強度[W/m2]， 

ε：7号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置

(A-1)入力変圧器表面の放射率（0.9）※2，h：7号炉原子炉冷

却材再循環ポンプ可変周波数電源装置(A-1)入力変圧器表面

熱伝達率[17W/m2K]※3，S1(=S2)：7号炉原子炉冷却材再循環ポ

ンプ可変周波数電源装置(A-1)入力変圧器受熱面積[m2]，C:7

号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置 (A-1)

入力変圧器及び重油の熱容量 [6.64× 106J/K]※1，t：燃焼継

続時間[s] 

※1：変圧器用の絶縁油はその元素成分に関する規格がない

ため，物性値は重油の値を使用。絶縁油の品質記録に記載

されている発火温度の最低値とする。 

※2：伝熱工学資料（変圧器の金属筐体は塗装仕上げされて

いることから，表面の塗装に類似の塗装として「塗料（エ

ナメル・白）」の値を用いる。非金属の放射率は金属より

大きいため，非金属である塗料の値で評価することは保守

的である。） 

※3：空気調和･衛生工学便覧（外表面の熱伝達率は，受熱面

の形状や周囲の環境条件を受け変化するが，一般的な値と

して垂直外壁面（変圧器の側面部に相当），屋根面（変圧

器の上面部に相当）の夏季，冬季の値が示されている。評

価上放熱が少ない方が保守的であることから，これらのう

ち最も小さい値である 15kcal/m2h℃を SI 単位に換算し

た 17W/m2K を用いる。） 

結果として，危険輻射強度は以下になる。 

 E=7947[W/m2] 
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(7) 形態係数の算出

火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻射

発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度となる形態

係数を算出する。  

Emax＝Rf×φ 

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 3.1.3.1-2 表 形態係数の算出結果 

(8) 危険距離の算出 次の式から危険距離を算出する。

 φ：形態係数，L：危険距離[m]，H：火炎高さ[m]，R：燃焼半

径[m] 

第 3.1.3.1-3 表 危険距離の算出結果 

また，燃焼終了時点までの変圧器温度の推移を下図に示す。 

第 3.1.3.1-2 図 変圧器絶縁油温度の推移 
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(9) 火災による熱影響の有無の評価 

以上の結果から，6 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周

波数電源装置(B-2)入力変圧器において火災が発生した場合

を想定したとしても，離隔距離(4.1m)が危険距離(約 4.0m)

以上であることから，向かい合う他の変圧器等に影響を及ぼ

すことはないと評価できる。 

3.1.3.2変圧器の火災による発電用原子炉施設（屋上）への影響 

(1) 変圧器の基礎への熱影響 火災が発生した時間から絶縁油

が燃え尽きるまでの間，一定の火炎の熱で変圧器の基礎が昇

温されるものとして，基礎への熱影響について評価する。以

下に概念図を示す。 

 

第 3.1.3.2-1 図 変圧器基礎への熱影響 

評価に必要なパラメータを示す。 

 

第 3.1.3.2-1 表 変圧器火災影響評価に必要なパラメータ 

 

以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，基礎面

から屋上床躯体（下面）までの温度を求める。 

    

T：温度，t ：時刻，x ：基礎面からの距離，α：熱拡散率 以

下に評価結果を示す。 
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第 3.1.3.2-2 図 基礎面・屋上床躯体（下面）の温度 

第 3.1.3.2-3 図 基礎・躯体内部の温度変化 

第 3.1.3.2-2 表 変圧器基礎面の温度評価結果 

絶縁油の液面火災において，絶縁油（炎の直下の部分）の

温度は沸点近傍で安定すると考えられることから，本評価で

は加熱温度として絶縁油の沸点を用いる。大規模石油タンク

の燃焼に関する研究報告書（平成 11 年，自治省消防庁消防
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研究所）には，直径 10m のタンクの原油を燃焼させる実験を

行った際の原油の温度が掲載されている（第 3.1.3.2-4 図）。

これによると，最高温度は 350℃程度である。 

第 3.1.3.2-4 図 原油の温度変化（直径 10m のタンク） 

評価の結果，基礎の表面（変圧器の設置面）より約 0.12m

までコンクリートの許容限界温度を超えているが，屋上床躯

体（下面）については許容限界温度を超えないことを確認し

た。 

(2) コントロール建屋の屋上への熱影響

火災が発生した時間から絶縁油が燃え尽きるまでの間，一

定の輻射強度でコントロール建屋の屋上面が昇温されるも

のとして，屋上への熱影響について評価する。 

第 3.1.3.2-5 図 建屋屋上への熱影響 

評価に必要なパラメータを示す。 
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第 3.1.3.2-3 表 変圧器火災影響評価に必要なパラメータ 

以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，屋上

床仕上げから屋上床躯体（下面）までの温度を求める。 

T：温度，t ：時刻，x ：基礎面からの距離，α：熱拡散率 

なお，第 3.1.3.2-6 図のように，受熱面が火炎底面と異

なる高さにあることから，「石油コンビナートの防災アセス

メント指針」より，下記の考え方に基づき形態係数を算出し

輻射強度を求める。 

  φ：形態係数，L：危険距離[m]，H：火炎高さ[m]，R：燃焼

半径[m] 

第 3.1.3.2-6 図 受熱面の高さによる形態係数 

以下に評価結果を示す。 
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第 3.1.3.2-7 図 基礎面・屋上床躯体（下面）の温度 

 

 

第 3.1.3.2-8 図 躯体内部の温度変化 

 

 

第 3.1.3.2-4 表 屋上床仕上げ面の温度評価結果 

 

評価の結果，屋上床躯体（下面）の温度は燃焼開始から約 

15.6 時間後に最高温度に到達しているが，コンクリートの許

容限界温度を超えないことを確認した。ただし，屋上床躯体

（下面）の温度上昇が確認されたことから，変圧器の下部に

位置する中央制御室換気空調機室について，内気の温度評価

を実施する。なお，変圧器基礎面からの入熱による内気の温
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度上昇については，その面積が小さく内気への影響は限定的

であることから，屋上床仕上げからの入熱による内気の温度

評価に包絡される。 

 

(3) 屋上設置機器への影響  

コントロール建屋屋上階に設置する無線連絡設備及び衛

星電話設備のアンテナについては，原子炉冷却材再循環ポン

プ可変周波数電源装置入力変圧器に対して3.のとおり火災

に対する各種対策が取られていることから熱影響を受ける

おそれはない。また，万が一変圧器火災が発生し熱影響を受

けた場合であっても，送受話器，電力保安通信用電話設備の

有線系回線が使用可能であることから，必要な通信連絡の機

能は維持される。 

 

3.1.3.3 変圧器の下部に位置している中央制御室換気空調機室

への影響  

屋上床仕上げ面からの入熱による影響 変圧器の下部に位

置している中央制御室換気空調機室内の機器等への影響に

ついて評価する。 

第 3.1.3.3-1 図に概念図を示す。 

 

外壁及び内壁面温度上昇に伴う熱負荷（Qv,in）は次式で計

算される。 

    

hin：内壁面熱伝達率,A：内壁の表面積，Tin：内壁面温度， 

Troom：内気温度 
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第 3.1.3.3-1 図 伝熱の概念図 

以下に評価結果を示す。 

 

第 3.1.3.3-1 表 建屋内気温度の評価結果 

 

評価の結果，燃焼終了後の温度上昇を踏まえたとしても，

内気温度は最高で約 38℃となり，室内設備の最高使用温度 

40℃を下回ることを確認した。 

 

3.1.4 まとめ 

以上の結果から，コントロール建屋の屋上に設置している

変圧器の火災を想定した場合，変圧器の基礎面は許容限界温

度を超えるものの，屋上床躯体については許容限界温度を下

回ることから，建屋の強度に対する熱影響はないと評価す

る。 

また，変圧器の下部に位置している中央制御室換気空調機

室の内気温度は最高でも約 38℃であり，室内にある設備の

最高使用温度を下回ることから，熱影響はないと評価する。 
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3.2 水素トレーラの火災影響評価について 

1 号炉へ水素を供給する水素トレーラの火災に対して，より一

層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとしても発電用

原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するものである（1 号

炉の運転中以外であれば，水素トレーラが発電所敷地内に配備さ

れることはない）。 

なお，水素トレーラの火災では，展望台等により，6 号及び 7 

号炉の発電用原子炉施設は輻射熱を受けないことから爆発によ

る影響評価のみとする（第 3.2-1 図）。 

第 3.2-1 図 水素トレーラの離隔距離 

(1) 想定の条件

水素トレーラ建屋内にて，水素トレーラが停車中に火災・

爆発を起こした場合を想定する。

水素トレーラは水素ガスを満載した状態（最大積載量

13,987m3）を想定する。

燃料は水素とする。

水素トレーラ建屋内での水素ガス漏えい，引火による水素

トレーラの爆発を想定する。

気象条件は無風状態とする。 

(2) 評価手法の概要

本評価は，柏崎刈羽原子力発電所に対する水素トレーラの

ガス爆発による影響の有無の評価を目的としている。具体的

3.2 ２号水素ガストレーラの火災影響評価について 

２号炉へ水素を供給する水素ガストレーラの火災に対して，

より一層の安全性向上の観点から，その火災が起こったとして

も発電用原子炉施設に影響を及ぼさないことを評価するもので

ある（２号炉の運転中以外であれば，水素ガストレーラが発電

所敷地内に配備されることはない）。 

なお，水素ガストレーラの火災では，水素ガストレーラ保管

庫の壁等により，２号炉の発電用原子炉施設は輻射熱を受けな

いことから爆発による影響評価のみとする。 

第 3.2-1 図 水素ガストレーラと発電用原子炉施設の配置図 

(1) 想定の条件

・水素ガストレーラ設置場所にて水素ガストレーラが停車

中に爆発を起こした場合を想定する。

・水素ガストレーラは水素ガスを満載した状態（最大積載

量12,086m3）を想定する。

・燃料は水素とする。

・水素ガストレーラ設置場所での水素ガス漏えい，引火に

よる水素ガストレーラの爆発を想定する。

・気象条件は無風状態とする。

(2) 評価手法の概要

本評価は，島根原子力発電所に対する水素ガストレーラの

ガス爆発による影響の有無の評価を目的としている。具体的
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な評価指標とその内容を以下に示す。 

第 3.2-1 表 評価指標及びその内容 

(3) 評価対象範囲

評価対象範囲は発電所構内で出火する水素トレーラとする。 

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 3.2-2 表 水素爆発の評価条件 

(5) W 値の算出

水素トレーラの最大積載量を貯蔵能力とし，W 値を算出す

る。 

積載量（貯蔵能力）＝13987[m3]＝1.25[t] 

W＝1.251/2＝1.12 

(6) 危険限界距離の算出

次の式から危険限界距離を算出する。ここで算出した危険

限界距離が水素トレーラと発電用原子炉施設の間に必要な

離隔距離となる。 

な評価指標とその内容を以下に示す。 

第3.2-1表 評価指標及びその内容 

(3) 評価対象範囲

評価対象範囲は発電所構内で出火する水素ガストレーラと

する。 

(4) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第3.2-2表 水素爆発の評価条件 

(5) Ｗ値の算出

水素ガストレーラの最大積載量を貯蔵能力とし，Ｗ値を算出

する。 

積載量（貯蔵能力）＝1.085t 

W＝1.042 

(6) 危険限界距離の算出

次の式から危険限界距離を算出する。ここで算出した危険

限界距離が水素ガストレーラと発電用原子炉施設の間に必要

な離隔距離となる。 
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X：危険限界距離[m]，λ：換算距離 14.4[m･kg-1/3]， 

K：水素の定数，W：設備定数 

K＝2860000，W＝1.12 として，危険限界距離を求める。 

X＝約 85[m] 

(7) 爆発による影響評価結果

以上の結果から，水素トレーラにおいて爆発が発生した場

合を想定したとしても，離隔距離(約 1645m)が危険限界距離

(約 85m)以上であることから，外部事象防護対象施設を内包

する発電用原子炉施設に爆風圧による影響はないと判断す

る。 

4. 構内危険物タンク等における延焼の危険性について

4.1 軽油タンクの火災 

軽油タンク近傍で危険物を保管している設備はなく，現場作

業に伴い「屋外の危険物保管」や「火気の使用」をする場合は，

社内文書に基づき危険物や火気を管理した状態で取り扱って

いる。また，防火の観点から定期的なパトロール等にて現場の

状況を確認している。 

以上により，軽油タンクの火災を想定したとしても周囲の可

燃物への引火の可能性は低いと評価する。 

4.2 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災 

4.2.1 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の延焼 

可搬型重大事故等対処設備保管場所等（以下「保管所等」

という。）において，車両（可搬型重大事故等対処設備）の

火災が起こったとしても周囲の車両に影響を及ぼさないこ

とを評価するものである。 

なお，保管所等の一部は防火帯に近接しているが，当該箇

所における森林火災時の放射熱強度は火線強度が最大とな

ったケース2において最大でも 1.7kW/m2※程度であり，車両

が延焼するような輻射強度ではないことを確認して いる。 

X：危険限界距離[m]，λ：換算距離 14.4[m･kg-1/3]， 

K：水素の定数，W：設備定数 

K＝2860000，W＝1.042 として，危険限界距離を求める。 

X＝約 83[m] 

(7) 爆発による影響評価結果

以上の結果から，水素ガストレーラにおいて爆発が発生し

た場合を想定したとしても，離隔距離（約 90m）が危険限界

距離（約 83m）以上であることから，外部事象防護対象施設

を内包する発電用原子炉施設に爆風圧による影響はないと判

断する。 

4. 構内危険物タンク等における延焼の危険性について

4.1 ガスタービン発電機用軽油タンク，重油タンクの火災 

ガスタービン発電機用軽油タンク，重油タンク近傍で危険物

を保管している設備はなく，現場作業に伴い「屋外の危険物保

管」や「火気の使用」をする場合は，社内文書に基づき危険物

や火気を管理した状態で取り扱っている。また，防火の観点か

ら定期的なパトロール等にて現場の状況を確認している。 

以上により，ガスタービン発電機用軽油タンク，重油タンク

の火災を想定したとしても周囲の可燃物への引火の可能性は

低いと評価する。 

4.2 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災 

4.2.1 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の延焼 

可搬型重大事故等対処設備保管場所等（以下「保管場所等」

という。）において，車両（可搬型重大事故等対処設備）の火

災が起こったとしても周囲の車両に影響を及ぼさないことを

評価するものである。 

なお，保管場所及びアクセスルートの一部は防火帯に近接し

ているが，事故対応時の影響緩和のため，防火帯（約21m）に

加え空地を設けることにより，当該箇所における森林火災時の

放射熱強度は火線強度が最大となったケース１において最大

でも1.6kW/m2以下となり，車両が延焼するような輻射強度では

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，保管場

所及びアクセスルート
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なお，保管所近傍における森林火災の燃焼継続時間（約 14 

時間）のうち，保管所において，人が長時間さらされても苦

痛を感じない放射熱（輻射）強度である 1.6kW/m2 を超えて

いる時間は数十秒程度である。 

※：石油コンビナート等防災アセスメント指針では，人が

長時間さらされても苦痛を感じない放射熱強度を 

1.6 kW/m2 としている。 

 

(1) 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災の想定の条件 

周囲への熱影響を考慮し，燃料積載量の大きい第一ガスタ

ービン発電機車（GTG用燃料タンク）の火災を想定する。 

燃焼する第一ガスタービン発電機車（GTG 用燃料タンク）

からの輻射熱を受けやすくするため，第一ガスタービン発

電機車の走行用燃料タンクが向かい合う状態を想定する。

第一ガスタービン発電機車の走行用燃料タンクの受熱面

は裏面を除く全ての面とし，表面以外の面は発熱源に最も

近い表面と同等の輻射熱を受けるものとする。 

発熱側となる第一ガスタービン発電機車は燃料を満載し，

受熱側となる第一ガスタービン発電機車は燃料量を 1/2 

とする（受熱側の熱容量を小さくすることにより，燃料の

温度が上昇しやすい状態とする）。 

車両に積載している燃料は軽油とする。 

タンクローリと異なり大容量の燃料タンクではないこと

から，第一ガスタービン発電機車の GTG 用燃料タンクの

全面火災を想定する。 

第一ガスタービン発電機車は，2 基（同容量）の GTG 用

燃料タンクが近接した状態で配置されていることから，タ

ンクの同時火災を想定する。 

気象条件は無風状態とする。 

火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3 

倍とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ないことを確認している。 

 

 

 

 

※：石油コンビナート等防災アセスメント指針では，人が長

時間さらされても苦痛を感じない放射熱強度を1.6kW/ 

m2としている。 

 

(1) 車両（可搬型重大事故等対処設備）等の火災の想定の条件 

・周囲への熱影響を考慮し，燃料積載量の大きい大型送水

ポンプ車（エンジン用燃料タンク）の火災を想定する。 

・燃焼する大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タンク）か

らの輻射熱を受けやすくするため，タンクローリの走行

用燃料タンクが向かい合う状態を想定する。 

・タンクローリの走行用燃料タンクの受熱面は，裏面を除

くすべての面とし，表面以外の面は発熱源に最も近い表

面と同等の輻射熱を受けるものとする。 

・発熱側となる大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タンク）

は燃料を満載し，受熱側となるタンクローリ（車両用燃

料タンク）は燃料量を 1/2 とする（受熱側の熱容量を小

さくすることにより，燃料の温度が上昇しやすい状態と

する。） 

・車両に積載している燃料は軽油とする。 

・タンクローリと異なり大容量の燃料タンクではないこと

から，大型送水ポンプ車のエンジン用燃料タンクの全面

火災を想定する。 

・大型送水ポンプ車は，2 基（同容量）のエンジン用燃料

タンクが近接した状態で配置されていることから，タン

クの同時火災を想定する。 

・気象条件は無風状態とする。 

・火災は円筒火炎をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の

３倍とする。 

 

 

 

への影響がないように，

空地を設けている 
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(2) 評価対象範囲

評価対象範囲は，輻射熱の影響を考慮し燃料タンクが露出

している車両（第一ガスタービン発電機車，電源車）とする。

発熱側は燃料積載量の最も大きい第一ガスタービン発電機

車（GTG 用燃料タンク），受熱側は熱容量の最も小さい第一

ガスタービン発電機車（走行用燃料タンク）とすることによ

り，他の車両は本評価に包絡される。なお，消防車等は，燃

料タンクが露出しておらず，輻射熱の影響を受けないことか

ら評価対象外とする。 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第 4.2.1-1 表 ガスタービン発電機車火災影響評価に必要な

データ 

(4) 燃焼半径の算出

第一ガスタービン発電機車の火災においては様々な燃焼

範囲の形態が想定されるが，円筒火炎を生ずるものとする。

ここでの燃焼面積は，GTG 用燃料タンク（2基）の投影面積

に等しいものとする。したがって，燃焼半径 R[m]は GTG 用

燃料タンクの投影面積を円筒の底面と仮定し算出する。 

R＝（S／π）0.5  

S：発電用燃料タンクの投影面積（火炎円筒の底面積） 

＝1.0［m2］ 

R＝（1.0／π）0.5＝0.56［m］ 

(5) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 

(2) 評価対象範囲

評価対象範囲は，可搬型重大事故等対処設備の車両とする。

発熱側は燃料積載量の最も大きい大型送水ポンプ車（エンジ

ン用燃料タンク），受熱側は熱容量の最も小さいタンクローリ

（車両用燃料タンク）とすることにより，他の車両は本評価

に包絡される。 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。

第4.2.1-1表 大型送水ポンプ車及びタンクローリ火災影響評価

に必要なデータ 

(4) 燃焼半径の算出

大型送水ポンプ車の火災においては様々な燃焼範囲の形態

が想定されるが，円筒火炎を生ずるものとする。ここでの燃

焼面積は，エンジン用燃料タンク（2 基）の投影面積に等し

いものとする。したがって，燃焼半径 R[m]はエンジン用燃料

タンク（2基）の投影面積を円筒の底面と仮定し算出する。

R=（S/π）0.5

S:エンジン用燃料タンクの投影面積（火炎円筒の底面積）

＝1.6 [m2] 

R=（1.6/π）0.5＝0.71[m] 

(5) 燃焼継続時間の算出

燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。 

・条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，消防車

等も評価対象としてい

る 
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t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2･s]， 

ρ：密度[kg/m3]，m：質量[kg]  

ここで，V＝0.4[m3]，M＝0.044[kg/m2･s] ，ρ＝918[kg/m3]

として，燃焼継続時間を求めると，  

v＝0.044/918＝4.793×10-5[m/s] 

t＝0.4／（1.0×4.793×10-5）＝8279[s]＝2.29[h] 

(6) 危険輻射強度の算出

第一ガスタービン発電機車（GTG 用燃料タンク）の火災が

発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻射強

度で第一ガスタービン発電機車（走行用燃料タンク）が昇温

されるものとして，下記の式より燃料である軽油の温度Tが

225℃となる危険輻射強度を求める。 

T0：初期温度[38℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：走行用燃料タ

ンク表面の放射率（0.96）※1，h：走行用燃料タンク表面熱

伝達率[17W/m2K]※2，S：走行用燃料タンク受熱面積[m2]， 

C:走行用燃料タンク及び軽油の熱容量[8.92×104J/K]， 

t： 燃焼継続時間[s] 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E=4948[W/m2] 

MR

V
t

M

R

V
t









22 







　より，，

t：燃焼継続時間[s]，V：燃料量[m3]，R：燃焼半径[m]， 

v：燃焼速度[m/s]，M：質量低下速度[kg/m2・s]， 

ρ：密度[kg/m3] 

ここで，V＝0.99[m3]，ρ＝918[kg/m3]，M＝0.044[kg/m2・

s]として燃焼時間を求めると，

v＝0.044／918＝4.79×10-5[m/s]

t＝0.99／（1.6×4.79×10-5）＝3.60[h]

(6) 危険輻射強度の算出

大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タンク）の火災が発生

した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の輻射強度で

タンクローリ（車両用燃料タンク）が昇温されるものとして，

下記の式より，燃料である軽油の温度 T が 225℃となる危険

輻射強度を求める。 

   𝐸𝑚𝑎𝑥 =
𝑇ℎ𝑆2−ℎ𝑆2𝑇𝑎𝑖𝑟(1−𝑒

(−
ℎ𝑆2
𝐶 )𝑡

)−ℎ𝑆2𝑇0𝑒
(−

ℎ𝑆2
𝐶 )𝑡

𝜀𝑆1(1−𝑒
(−

ℎ𝑆2
𝐶 )𝑡

)

T0：初期温度[50℃]，T：許容限界温度[℃]，Tair：外気

温度[℃]，E：輻射強度[W/m2]，ε：車両用燃料タンク表

面の放射率[0.96]※1，h：車両用燃料タンク表面熱伝達率

[17W/m2K]※2，S1：車両用燃料タンク受熱面積[m2]，S2：車

両用燃料タンク放熱面積[m2]，C: 車両用燃料タンク及び

軽油の熱容量[8.39×104J/K]，t： 燃焼継続時間[s] 

※1：伝熱工学資料，※2：空気調和･衛生工学便覧

E=6,288 [W/m2] 
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(7) 形態係数の算出

火炎から任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，輻

射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度となる

形態係数を算出する。 

Emax＝Rf×φ 

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 4.2.1-2 表 形態係数の算出結果 

(8) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。  

φ：形態係数，L：危険距離[m]，H：火炎高さ[m]， 

R：燃焼半径[m] 

第 4.2.1-3 表 危険距離の算出結果 

(9) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，第一ガスタービン発電機車の GTG 用燃

料タンクにおいて火災が発生した場合を想定したとしても，

離隔距離(5m)が危険距離(1.8m)以上であることから，向かい

合う他の第一ガスタービン発電機車に影響をおよぼすこと

はないと評価できる。 

(7) 形態係数の算出

火炎からの任意の位置にある点（受熱点）の輻射強度は，

輻射発散度に形態係数をかけた値となる。危険輻射強度とな

る形態係数を算出する。 

 Emax＝Rf×φ 

Emax：危険輻射強度，Rf：輻射発散度，φ：形態係数 

第 4.2.1-2 表 形態係数の算出結果 

(8) 危険距離の算出

次の式から危険距離を算出する。
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φ：形態係数，L: 離隔距離[m]，H:火炎の高さ[m]，

R:燃焼半径[m] 

第4.2.1-3表 危険距離の算出結果 

(9) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，大型送水ポンプ車（エンジン用燃料タン

ク）において火災が発生した場合を想定したとしても，離隔

距離（3m）が危険距離(2.2m)以上であることから，周囲の車

両（可搬型重大事故等対処設備）に影響を及ぼすことはない

と評価できる。 

576



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

また，他の車両についても離隔距離が 2m 以上あることか

ら，周囲の車両（可搬型重大事故等対処設備）に影響をおよ

ぼすことはないと評価できる。 

4.2.2 第一ガスタービン発電機の火災 

(1) 火災延焼の影響

第一ガスタービン発電機の発電機車の GTG 用燃料タンク

において火災が発生した場合を想定したとしても，「4.2.1」

と同様に危険距離（1.8m）以上の離隔距離（5m）を確保する

ことから，隣接するガスタービン発電機への影響はない。 

(2) アクセスルートへの影響

第一ガスタービン発電機車はアクセスルートに近接して

いるが，隣接道路への離隔距離は 5m 以上確保する。第一ガ

スタービン発電機車の GTG 用燃料タンクの火災を想定した

場合，離隔距離 5m での輻射強度は 1.1kW/m2※程度であり，

車両等の通行に影響を及ぼすことはない。評価条件及び結果

について，次表に示す。 

第 4.2.2-1 表 アクセスルートへの火災影響評価結果

(3) 7 号炉主変圧器火災の影響

第一ガスタービン発電機車から離隔距離約 72m の場所に 

7 号炉主変圧器を設置 していることから，「3.1 変圧器の火

災影響評価について」における 7 号炉主変圧器の評価と同

様に，第一ガスタービン発電機車近傍の輻射強度評価を実施

したところ，0.5kW/m2※程度であり，操作への影響はない。 

評価条件及び結果について，次表に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

評価対象物の抽出結

果の相違 
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第 4.2.2-2 表 7 号炉主変圧器への火災影響評価結果 

5. 発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器の火災影響評価

発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器（防護扉等）に

ついては，外部火災の熱影響を受けやすいことから，これらの機

器について，火災影響評価を実施する。 

5.1 評価対象範囲 

評価対象は，発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器

のうち，外部火災の熱影響を受ける以下の機器とする。 

防護扉 

ルーバ（換気空調系の給・排気口）

配管貫通部 

ブローアウトパネル 

なお，複数設置されているこれらの機器のうち，最も熱影響

を受ける位置にあるもの（発熱源に近く，機器本体だけでなく

建屋内部へ熱影響が及ぶ可能性のあるもの）を評価することに

よって，その他の機器は本評価に包絡される。発熱源は，火災

時の輻射強度が大きい軽油タンク，変圧器，航空機とするが，

建屋内への熱影響が確認された場合は内気温度についても評

価する。 

5.2 防護扉の火災影響評価について 

5.2.1 防護扉の温度評価 

(1) 評価対象

防護扉のうち，軽油タンクに最も近く，輻射強度が最も大

きくなる 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の防護扉を

評価対象とする。 

5. 発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器の火災影響評価

発電用原子炉施設の外壁に設置されている機器（扉等）につ

いては，外部火災の熱影響を受けやすいことから，これらの機

器について，火災影響評価を実施する必要があるが，離隔距離，

輻射強度等の関係から航空機墜落に伴う火災影響評価結果に包

絡される。 
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(2) 想定の条件

軽油タンクの火災については，添付資料－6「2.構内危

険物タンクの火災影響評価」と同様の想定とする。 

防護扉は，保守的に，扉外面の最も熱影響を受けやすい

金属を防護扉の構造材（均質体）とする。 

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

一定の輻射強度を受けるものとする。 

以下に，概念図を示す。 

第 5.2.1-1 図 伝熱の概念図 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 5.2.1-1 表 軽油タンク火災影響評価に必要なデータ 
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Bayley の式 

λ:空気の境膜平均温度(扉面温度 T と周囲流体温度 Tout 

の平均値)での熱伝導率 [W/(m・K)]，g:重力加速度[m/s2]，

β:空気の境膜平均温度での熱膨張率[1/K]， Pr:空気の境膜

平均温度でのプラントル数[-]，ν：空気の境膜平均温度で

の動 粘性率[m2/s] 

第 5.2.1-2 図 自然対流熱伝達（Bayley の式） 

(4) 防護扉の内外面温度と膨張量の算出

以下の式に示す一次元非定常熱伝導方程式を用いて，防護

扉外面及び内面温度を求める。 

T:温度，t:時刻，x:防護扉における外面からの距離，α:

熱拡散率 
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第 5.2.1-3 図 防護扉の外面及び内面温度 

 

(5) 熱影響の有無の評価  

評価の結果，軽油タンク火災による防護扉の最高温度は，

扉外面 165.5℃，扉内面161.9℃となった。なお，建屋内の

防火扉は，耐火試験を実施しており，ISO834 規格に従い，

最終的に 1000℃を超える加熱に対して，3 時間の耐火性能※

があることを確認している。これに対し，防護扉は建屋内の

防火扉よりも頑健性があり，同等以上の耐火性能を有してい

ることから熱影響はないと評価する。 

※：非加熱面での 10 秒を超えて継続する火炎の噴出，発炎

及び隙間を生じないこと。 

 

5.2.2 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の内気温度評価

＜待機時＞  

防護扉の内面温度上昇を確認したため，6 号炉非常用ディー

ゼル発電機（C）室(以下「評価対象室」という。)の内気温度

を算出し，室内に設置している機器等への影響について評価す

る。なお，非常用ディーゼル発電機は待機状態とする。 

 

(1) 評価条件 

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

扉内面温度161.9℃一定としたときの放熱量を評価対象

室への入熱とする。 

より現実的な評価として，評価対象室に隣接する壁，床，

天井への放熱を考慮する。 

隣接室については，隣接する壁，床，天井への放熱を考
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慮しないものとする。 

隣接室の内気温度評価は，評価対象室の放熱面積と隣接

室の室内負荷が最も大きい，評価対象室上階の非常用デ

ィーゼル発電機(C)制御盤室を対象とすることで，他の隣

接室内機器等への評価は包絡される。 

以下に，6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室と軽油タ

ンクの位置関係，及び伝熱の概念図を示す。

第 5.2.2-1 図 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室と軽油

タンクの位置関係

第 5.2.2-2 図伝熱の概念図（非常用ディーゼル発電機：待機時） 

(2) 建屋内の温度評価

内気温度は，火災による防護扉内面温度上昇に伴う熱負荷

と室内の熱負荷及び周囲壁と空調による除熱を考慮し，次式

で求める。 
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TR:初期内気温度,Q1：室内負荷，QD：防護扉内面温度上

昇に伴う熱負荷（内気との熱伝達），Qv：空調による除熱

量，QHR：隣接室への放熱量，Ca:室内空気の熱容量，t:

時刻隣接室の内気温度については，隣接室への放熱量と

室内の熱負荷及び換気空調系による除熱を考慮し，次式

より求める。 

Q2:室内負荷，m：風量,ρ：空気密度,C：空気比熱, 

Ta：換気空調系給気温度 

以下に評価結果を示す。 

第 5.2.2-1 表 建屋内の温度評価結果（待機時） 

評価の結果，6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室は 

37℃，隣接室(非常用ディーゼル発電機制御盤室)の室温は 

33℃となり，それぞれ，許容温度を下回ることを確認した。 

(3) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，軽油タンク火災よる防護扉の加熱を想定

したとしても，建屋内の 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）

室，及びその隣接室の内気温度が，ともに許容温度を超えな

いことから，発電用原子炉施設の建屋内への熱影響はない。

なお，防護扉のほかに外壁からの入熱もあるが，短期的には

防護扉からの入熱が支配的であるため，この間の内気温度か

ら室内への熱影響を評価できる（壁厚が厚い場合，外壁から

の入熱は一時的に壁内に蓄えられ，一定時間経過後から長時
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間に亘って建屋内に放熱されるが，単位時間当たりの放熱量

は小さく換気空調系での除熱が可能）。 

 

5.2.3 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の内気温度評価＜

運転時＞ 

6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）へ燃料を供給している軽

油タンクの火災を想定しているため，ここでは，建屋内に設置

されているディタンクからの燃料供給により，非常用ディーゼ

ル発電機を運転している状態とし，その時の内気温度を算出，

室内に設置している機器等への影響について評価する。 

 

(1) 評価条件 

火災が発生した時間から，燃料が燃え尽きるまでの間，

扉内面温度 161.9℃一定としたときの放熱量を評価対象

室への入熱とする。 

評価対象室から隣接室への熱影響を評価するため，評価

対象室から壁，床，天井への放熱を考慮する。 

隣接室については，隣接する壁，床，天井への放熱を考

慮しないものとする。 

隣接室の内気温度評価は，評価対象室の放熱面積と隣接

室の室内負荷が最も大きい，評価対象室上階の非常用デ

ィーゼル発電機(C)制御盤室を対象とすることで，他の隣

接室内機器等への評価は包絡される。 

非常用ディーゼル発電機は，110％出力一定で運転してい

るものとする。 

隣接室内の負荷（電気品等）は非常用ディーゼル発電機

の運転時のものとする。 

非常時を想定し，非常用送風機は運転状態とするが，常

用換気空調系による給気の除熱には期待しないものとす

る（常用換気空調系の電源は非常用電源にも接続されて

おり，送風機は非常時も運転可能）。 

 

なお，伝熱の概念並びに建屋内の温度評価手法は，5.2.2.6 

号炉非常用ディーゼル発電機（C）室の内気温度評価＜待機時

＞と同様である。以下に，伝熱の概念図を示す。 
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第 5.2.3-1 図 伝熱の概念図 

（非常用ディーゼル発電機：運転時） 

以下に評価結果を示す。 

第 5.2.3-1 表 建屋内の温度評価結果（運転時） 

(2) 火災による熱影響の有無の評価

以上の結果から，軽油タンク火災よる防護扉の加熱を想定

したとしても，建屋内の 6 号炉非常用ディーゼル発電機（C）

室，及びその隣接室の内気温度が，ともに許容温度を超えな

いことから，発電用原子炉施設の建屋内への熱影響はない。

なお，内気温度については，(1)評価条件に加え，各部の温

度に設計値を用いる等，保守的な評価を行っていることか

ら，実際の温度上昇はさらに低く抑えられると評価する。 

また，建屋内の給排気ダクトは，換気・冷却に有効な位置

に設置し，シュートパスやホットスポットを生じないレイア

ウトとしていることから，室内の温度分 布が不均一となる

ことはない。以下に，給排気ダクトの配置例を示す。 
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第 5.2.3-2 図 給排気ダクトの配置例 

 

5.3 ルーバの火災影響評価について 

(1) 評価対象 

ルーバのうち，6 号炉主変圧器に最も近く，輻射強度が最

も大きくなる 6 号炉非常用ディーゼル発電機(B)の排気ル

ーバを対象とする。 

 

(2) 想定の条件 

変圧器の火災については，添付資料－6「3.1 変圧器の火

災影響評価について」と同様の想定とする。 

火災が発生してから燃え尽きるまでの間，一定の輻射強度

でルーバが昇温されるものとする。 

 

以下に，ルーバへの受熱面を示す。 

 

 

第 5.3-1 図 ルーバの受熱面 
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(3)必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 

第 5.3-1 表 変圧器火災影響評価に必要なデータ 

(4)ルーバ温度と膨張量

変圧器の火災影響評価（1）から(7)と同様の算出方法により

輻射強度を求めた結果，ルーバが受ける輻射強度は 4.71kW/m2 

となり，この輻射強度にて一定でルーバが昇温されるものとし

て，下記の式より対象ルーバの温度及び膨張量を算出する。 

なお，ルーバの材質は，アルミニウム合金（JIS:A6063）で

ある。 

出典:JIS 9501 2006 保温保冷工事施工標準 

hse:ルーバの熱伝達率，hr：ルーバ表面の輻射熱伝達率， 

hcv：ルーバ表面の対流熱伝達率 

出典:伝熱工学資料 

T：ルーバ温度，T0:周囲温度，q:入熱量(輻射強度) 

出典:伝熱工学資料 

l:ルーバ膨張量，L：ルーバ長さ(長辺方向)，α：熱膨張率

ここで，hse=15.6[W/m
2K],hr=9.48[W/m

2K],T0=50[℃]，L＝

1500[mm], α＝2.8×10-6[1/K]とする。 
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以下に評価結果を示す。 

第 5.3-2 表 ルーバの熱影響評価結果

(5) 火災による熱影響の有無の評価

ルーバ温度は 168℃となり，ルーバ長辺方向の熱膨張量は

ルーバ長さ 1500mm に対して，5.4mm となったことから，ル

ーバの形状が大きく変形することはない。 

また，ルーバの変形の有無にかかわらず，安全上支障のな

い期間に点検を行い，ルーバの使用に問題があると判断され

る場合には，交換等の措置が可能である。 

なお，ルーバ内側には熱影響を受ける機器等がなく，変圧

器火災時は，熱気流を考慮し，給気温度を監視しつつ，状況

に応じて換気空調系の停止措置等を講じることから，建屋内

への熱影響はない。 

5.4 配管貫通部の火災影響評価について 

発電用原子炉施設の脆弱箇所の一つである配管貫通部につい

て，火災影響評価を実施する。 

(1) 評価対象

配管貫通部のうち，6 号炉主変圧器に最も近く，輻射強度

が最も大きくなる 6 号炉原子炉建屋南側外壁の外部注水接

続配管を対象とする。 

(2) 想定の条件

主変圧器の火災については，添付資料－6「3.1 変圧器の

火災影響評価について」と同様の想定とする。 

(3) 必要データ

評価に必要なデータを以下に示す。 
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第 5.4-1 表 変圧器火災影響評価に必要なデータ 

(4)火災による熱影響の有無の評価

変圧器の火災影響評価（1）から(7)と同様の算出方法によ

り輻射強度を求めた結果，配管貫通部(屋外配管)に対して受

ける輻射強度は 1.48kW/m2 となり，人が長時間さらされても

苦痛を感じない輻射強度である 1.6kW/m2 を下回ることか

ら，配管貫通部（屋内配管と内気含む）への熱影響はない。 

5.5ブローアウトパネルの火災影響評価について 

6 号及び 7 号炉のブローアウトパネル(以下「B.P」という。)

は，それぞれ原子炉建屋北側に 3 箇所，南側に 1 箇所設置さ

れているが，北側 B.P については，発熱源との配置より輻射

熱が届くことはなく，南側 B.P についても，B.P 前に設置し

ている，非常用ディーゼル発電機のサイレンサ(排気口)によ

り，輻射熱が届くことはない（第 5.5-1 図）。 

なお，サイレンサは最高使用温度が 500 度以上であり，主

変圧器からサイレンサまでの距離とほぼ等しい位置にある主

排気筒の温度評価(132℃)と同程度と考えられることから，熱

影響はない。 

また，航空機落下による火災を想定したとしても，サイレン

サによって輻射が遮られる。仮に，輻射を受けたとしても

0.5kW/m2 程度であり，輻射強度は人が長時間さらされても苦痛

を感じないとされる 1.6kW/m2 を下回っており，サイレンサへ

の熱影響はない。 
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第 5.5-1 図 6 号炉 B.P と主変圧器火炎との位置関係 
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別紙 6－1 

 

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置

入力変圧器の耐震性評価結果 

 

1. 評価範囲 

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源

装置入力変圧器は油入変圧器であり，本体部のタンクと放熱器

内に絶縁油が内包されており，地震によりタンク若しくは放熱

器が損傷した場合，絶縁油が漏えいする可能性が高い。 

タンク若しくは放熱器が損傷するケースとしては以下の 2 

ケースが考えられる。 

 

（ケース 1） タンク若しくは放熱器自体が地震により損傷す

る。 

 

（ケース 2） 変圧器本体と基礎を固定している基礎ボルト等の

基礎固定部が地震により破断し，変圧器が滑動，

転倒することでタンク若しくは放熱器が損傷す

る。 

 

ケース 1 については，過去の油入変圧器の地震や輸送の損傷

実績の中で，タンクや放熱器自体の損傷実績はないものの，タ

ンクと放熱器をつなぐ配管（以下「放熱器母管」という）根元

部について輸送時にクラックが入った実績があることから，本

体部の最弱部位として放熱器母管根元部を選定し，基準地震動 

Ss を入力とした耐震性評価を実施する。（評価部位は第 1 図の

①の部位） 

 

ケース 2 については，「変電所等における電気設備の耐震設

計指針（JEAG5003- 2010）」（以下「JEAG5003」という。）におい

て，「変圧器本体を基礎に固定する基礎ボルトが破断し本体が滑

動しないよう，基礎ボルトの強度を十分に確保し得る施工上の

注意が必要である」と示されており，地震力の大きさによって

は基礎ボルト等の基礎固定部が破断する可能性があることか

ら，基礎固定部について基準地震動 Ss を入力とした耐震性評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根 2号炉は，建物屋

上に変圧器等の評価対

象を設置していない 
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価を実施する。（評価部位は第 1 図の②の部位） 

第 1 図 変圧器評価の概念図 

2. 評価内容

(1) 変圧器本体部の耐震性評価方法（ケース 1）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器の放熱器母管の根元部については，基準地

震動 Ss を入力として，放熱器母管の根元に発生する曲げ応

力が許容応力以下であることを確認する。 

(2) 変圧器基礎固定部の耐震性評価方法（ケース 2）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器の基礎固定部について，基準地震動 Ssを

入力とした以下の耐震性評価を実施する。 

a. 基礎固定部が損傷しないことの確認（※1）（※2） 基礎固定部

に発生する引張応力とせん断応力が許容応力以下である

ことを確認する。 

b. 基礎固定部が基礎から引き抜けないことの確認（※1） 基礎

固定部に発生する引張とせん断の組み合わせ荷重が以下

に示すコンクリート部の引張荷重及びせん断荷重の組合

せに対する許容値以下となることを確 認する。 

・・・・・・・・・・・・・・（１） 

p ：基礎ボルト１本当たりの引張荷重 

pa：基礎ボルト１本当たりのコンクリート部の許容引張 

荷重 
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q ：基礎ボルト１本当たりのせん断荷重 

qa：基礎ボルト１本当たりのコンクリート部の許容せん断

荷重 

※1：「原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC4601-2008）」

に準拠 

※2：「変電所等における電気設備の耐震設計指針

（JEAG5003-2010）」に準拠 

3. 評価結果

(1) 変圧器本体部の耐震性評価結果（ケース 1）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器本体部の耐震性評価の結果は第 1 表のと

おりであり，全ての変圧器について発生応力が許容応力以下

であることを確認した。 

第 1 表 6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数

電源装置入力変圧器本体部の耐震性評価結果 

(2) 変圧器基礎固定部の耐震性評価結果（ケース 2）

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電

源装置入力変圧器基礎固定部の耐震性評価の結果は第 2 表，

第 3 表のとおりであり，全ての変圧器につ いて発生応力が

許容応力以下であることを確認した。 

593



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第 2 表 6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波

数電源装置入力変圧器基礎固定部の耐震性評価結果 

第 3 表 6 号及び 7 号原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数

電源装置入力変圧器基礎コンクリート部の耐震性評価結果 

4. 結論

6 号及び 7 号炉原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装

置入力変圧器においては，各評価部位について発生応力が許容応

力以下であることが確認されたことから，基準地震動 Ss での地

震時においても変圧器は損傷すること無く，変圧器内の絶縁油は

漏えいしないことが確認された。 

以上 
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別紙 6.1 

 

軽油貯蔵タンク及び重油タンクの地下化について 

 

 軽油貯蔵タンク及び重油タンクは，「危険物の規則に関する政

令」第十三条第 1項，第二十条第 3項及び「危険物の規制に関す

る規則」第三十五条第 1項第 1号に適合する地下タンク貯蔵所の

ため，地表面で火災が発生する可能性は低い。 

 また，タンク地上部のマンホールも含め，地上で発生する火炎

からの輻射熱の影響を受けない構造とする。 

 以上から，軽油貯蔵タンク及び重油タンクは，外部火災の火災

源の対象から除外する。 

 「危険物の規則に関する政令」及び「危険物の規制に関する規

則」の抜粋を以下に示す。 

 

 

 
 

また，軽油貯蔵タンク及び重油タンクの地下化イメージを第 1

図及び第 2図にします。 
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第 1 図 軽油貯蔵タンクの地下化イメージ 

 

 

第 2 図 重油タンクの地下化イメージ 
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別紙 6.2 

薬品タンクの影響評価について 

 薬品タンクの影響評価については，森林火災発生時の消火活動

の成立性という観点で評価を実施している。 

森林火災発生時には，防火帯に沿った消火活動を実施すること

としている。一方で，敷地内の屋外薬品タンクにおいて，防火帯

付近には設置されていないため，森林火災の影響を受けて消火活

動に影響を及ぼすことはない。また，森林火災の影響を受けて薬

品がタンク外に漏れ出したとしても，タンク周辺には堰を設置し

ているため，薬品は堰内に収まり，消火活動中に劇薬の影響を受

けることもない。なお，一部の薬品タンクは移設予定であるが，

移設先は防火帯付近ではないことを確認している。 

毒性ガスを発生する可能性のある屋外薬品タンクの位置を以下

の図に示す。毒性ガスを発生する可能性のある屋外薬品タンクは

防火帯から離れているため，薬品が漏えいし，毒性ガスを拡散す

る可能性は低いと考えられる。仮に薬品が漏洩したとしても，薬

品を特定した後は防護具を着用し，安全を確保した上で通行及び

作業を行うこととしている。評価結果を下表に示す。 

以上より，森林火災発生時の消火活動に支障を及ぼすことはな

い。 

図 屋外薬品タンクの位置 

・設備の相違

【東海第二】 

島根 2号炉では，屋外

に可燃性の薬品を取り

扱う設備の設置はない 
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表 屋外薬品タンクの火災時の影響 
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別紙 6.3 

 

構内危険物タンク等における延焼の危険性について 

 

1．溶融炉灯油タンクの火災 

  溶融炉灯油タンク近傍で危険物を保管している設備はなく，

現場作業に伴い「屋外の危険物保管」や「火気の使用」をする

場合は，社内規程に基づき危険物や火気を管理した状態で取り

扱っている。また，防火の観点から定期的なパトロール等にて

現場の状況を確認している。 

  以上により，溶融炉灯油タンクの火災を想定したとしても周

囲の可燃物への延焼の可能性は低い。 

 

2．車両（可搬型重大事故等対処設備及び自主設備）の火災 

2.1 車両（可搬型重大事故等対処設備及び自主設備）の延焼 

  可搬型重大事故等対処設備及び自主設備保管場所（以下「保

管場所」という。）において，可搬型重大事故等対処設備及び自

主設備（以下「車両」という。）の火災が起こったとしても周囲

の車両に影響を及ぼさないことを評価する。 

  なお，保管場所の一部は防火帯に近接しているが，当該箇所

における森林火災時の輻射強度が 1.6kw／m２※以下となるよう

に離隔距離を確保するため，車両が延焼するようなことはない。 

※ 人が長時間さらされても苦痛を感じない輻射強度 

 

 (1) 車両火災の想定条件 

 ａ．周囲への熱影響を考慮し，コンテナにより燃料タンクが露

出している車両と隔離する大型ポンプを除いて，燃料積載

量が最大となる予備電動機用クレーンの走行用燃料タンク

（以下「クレーン燃料タンク」という。）の火災を想定した。 

 ｂ．タンク内の燃料の温度上昇を評価するため，燃料が少ない

ほど温度上昇がし易く評価は保守的となることから，受熱

側として，燃料タンクが露出している車両のうち，燃料積

載量が最小となるユニック車を選定し，ユニック車底部に

設置されている直方体構造の燃料タンク（100L）（以下「ユ

ニック車燃料タンク」という。）が輻射熱を受ける状態を想

定した。燃料タンクは直方体構造であり，一方の面が受熱
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した場合その反対面は影になるため，燃料タンクの受熱面

は表面積の半分とし，全ての受熱面が火災源に最も近い表

面と同等の輻射熱を受けるものとした。 

ｃ．発熱側となるクレーン燃料タンクは全燃料分（500L）を想

定した。 

ｄ．積載している燃料は軽油とした。 

ｅ．タンク内での全面火災を想定した。 

ｆ．気象条件は無風状態とした。 

ｇ．火災は円筒火炎モデルとし，火炎の高さは燃焼半径の 3倍

とした。 

(2) 評価対象範囲

評価対象範囲は，保管場所で出火する車両とする。 

(3) 必要データ

危険距離評価に必要となるデータを第 1表に示す。 

第 1表 想定火災源及び燃料に係るデータ 

(4) 燃焼半径の算出

  円筒火炎モデルとして評価を実施するため，クレーン燃料タ

ンクの投影面積を円筒の底面と仮定して以下のとおり算出し

た。算出結果を第 2表に示す。 

Ｒ=√
Ｓ

π

Ｒ：燃焼半径(m)，Ｓ：燃焼面積（＝燃焼面積）(m２) 

600



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 表 想定火災源の燃焼半径 

 
 

 (5) 燃焼継続時間の算出 

   燃焼継続時間は，燃料量を燃焼面積と燃焼速度で割った値

になる。算出結果を第 3表に示す。 

  ｔ＝
Ｖ

πＲ
２
×ｖ

 

ｔ：燃焼継続時間(s)，Ｖ：燃料量(m３) 

Ｒ：燃焼半径(m)，ｖ：燃焼速度＝Ｍ／ρ(m／s) 

Ｍ：質量低下速度(kg／m２／s)，ρ：燃料密度(kg／m３) 

 

第 3 表 想定火災源の燃焼継続時間 

 

 

 (6) 危険距離の算出 

 ａ．許容温度 

   軽油の自然発火温度 240℃を許容温度とする。 

 ｂ．評価結果 

   火災が発生した時間から燃料が燃え尽きるまでの間，一定

の輻射強度で昇温されるものとして，下記の温度評価式によ

りユニック車燃料タンク（100L）が内包する軽油の温度が

240℃となる輻射強度（=危険輻射強度）を求め，クレーン燃

料タンクからの熱影響がこの危険輻射強度となる離隔距離（=

危険距離）を算出した。 

  Ｔ－Ｔ
０
＝

ＥｔＡ

ρ
ｗ
Ｃ

ｐｗ
Ｖ

ｗ
＋ρ

ｓ
Ｃ

ｐｓ
Ｖ

ｓ
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Ｔ：許容温度(240℃)，Ｔ０：初期温度(50℃)※１， 

Ｅ：輻射強度(W／m２)， 

ｔ：燃焼継続時間(8,754s)，Ａ：受熱面積(0.8m２) 

ρｗ：受熱側燃料密度(870kg／m３)， 

Ｃｐｗ：受熱側液体比熱(1.700J／kg／K) 

Ｖｗ：受熱側液体体積(0.1m３)， 

ρｓ：燃料タンク密度(7,860kg／m３) 

Ｃｐｓ：燃料タンク比熱(473J／kg／K)， 

Ｖｓ：燃料タンク体積(0.003m３) 

※１ 水戸地方気象台で観測された過去最高気温38.4℃に

保守性を持たせた値 

 

   軽油の温度が 240℃となる危険距離を算出した結果，危険

距離は2.4mであることを確認した。算出結果を第4表に示す。 

 

第 4 表 火災影響評価結果 

 

 

 (7) 保管場所に保管する車両の配置設計 

   クレーン燃料タンクの火災を想定しても，車両同士の最低

離隔距離 2.5m が危険距離 2.4m を上回ることから，周囲の車

両に影響を及ぼすことはない。 

 

2.2 常設代替高圧電源装置の火災 

常設代替高圧電源装置の駆動燃料は，トレーラー上のコンテ

ナ内にあるため，隣接する車両に影響を及ぼすことはない。配

置を第 1図に示す。また，第 2図のとおり津波防護壁で四方を

取り囲んだ構造となっており，周囲の可燃物への延焼の可能性

もない。 
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第 1 図 常設代替高圧電源装置の配置 

 

 

第 2 図 津波防護壁と常設代替高圧電源装置の位置関係 
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